
 

Doctoral Dissertation / 博士論文

 

地方自治体オフィスの改修計画に関する研

究
A study of the office renovationplanningin a local government

office
 

安藤, 亨
 

三重大学, 2015.
本文 / 三重大学大学院工学研究科 システム工学専攻

 

http://hdl.handle.net/10076/14736
 



 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

博士学位論文 

 

地方自治体オフィスの改修計画に関する研究 

A study of the office renovation planning in a local government office 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三重大学大学院工学研究科 システム工学専攻 

安藤 亨 

Toru Ando 

 

 

 

 

 

 



 

 

   

 

 



論文の要旨 

 

地方自治体オフィスの改修計画に関する研究  

  

 

 

 

論文の要旨 

第 1章 研究の背景・目的・方法                          

本研究は、地方公共団体が置かれている現状とその中でも、保有施設の現状及び庁舎改

修の必要性から本研究の目的を、改修直後に不具合の少ない効率的な工事手法、及び改修

後のオフィス利用の変化について次の改修計画に反映する方法を明らかにすることで、今

後の地方自治体オフィスの改修計画への提案を行うこととし、FM（ファシリティマネジメ

ント）の視点から実施した、三重県庁本庁舎（以降：本庁舎）オフィスの改修工事及びそ

の後の変化を実例に考察を行う。 

  

第 2 章 庁舎オフィス改修のプロセス                       

 本庁舎オフィス改修工事の実施を通じて、3段階に規模を拡大した 3段階プロセスの検証

から、多段階プロセスによるオフィス改修工事の有効性について、(1)将来的に継続して使

用するための FM（ファシリティマネジメント）の視点、(2)改修工事における想定外の問題

の予防、(3)オフィス改修工事の多段階プロセス、の検討を行った。 

その結果、執務環境の改善や組織構造の変化等の外的要因だけに対応した改修工事を実

施する場合に、1度に速やかに実施することは出来るが、そこで実際に働く職員の満足度と

いう対立する要素を調整し、最適解を求める改修を行う場合においては、多段階プロセス

を経た方が、修正を加えることが出来る点で効率的である等、大規模なオフィス改修にお

ける、短期間に行う改修工事手法の解明として、多段階プロセスによるオフィス改修工事

の有効性を確認した。 

 

第 3 章 組織構造とオフィス                            

本研究の目的の一つである、改修後のオフィス利用の変化として、組織構造を確認し、

平成 14 年オフィス改修後の本庁舎における、約 10年に渡る組織構造の変化とオフィスの

変化から、(1)地方自治体における組織構造の類型、(2)各組織構造時のオフィスの評価、

(3)各組織構造に適したオフィス、について検討を行った。 

組織構造については、1)階層による「タイプⅠ」、2)緩やかなグループによる「タイプⅡ」、

3)ミドルマネジメントによる「タイプⅢ」、の３つの組織構造が存在することを確認し、4)

将来的に想定すべき組織構造として、あらゆる方向へ直接関係を取り合うネットワーク型

の組織構造を想定の上、4タイプの組織構造を、管理の度合いから類型化した。 

 類型化した 4タイプに適したオフィスについて、職員満足度による評価を行い、1)タイ

プⅠオフィスについては、課単位で部屋が仕切られ、奥から階層順に机等が構成された島

型対向式オフィス、2)タイプⅡオフィスは、ゾーニングにより組織全体で統一して机等を 

構成するユニバーサルオフィス、3)タイプⅢオフィスはゾーニングがある中で、グループ 
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単位で机等を構成するグループオフィス、4)タイプⅣオフィスについては、フリーアドレ

ス等個人の席を固定しないノンテリトリアルオフィスが適正とした。 

 

第 4章 地方自治体オフィスのワークスタイル                   

改修後のオフィス利用の変化について、第 3章の組織マネジメントに加えて、改修工事

後の部分的な業務内容の変化による「ワークスタイル」を対象とし、(1)地方自治体職員の

ワークスタイルの尺度の分類、(2)地方自治体職員のワークスタイルの類型化。(3)ワーク

スタイルのオフィス計画への反映、について検討を行った。 

主成分分析により地方自治体のワークスタイルを、「広域性：Mobility」と「相互作用性：

Interaction」の 2つの尺度を用い、1)広域性高・相互作用性高→Collaborator(Col):協働

者的ワークスタイル、2)広域性低・相互作用性高→Constituent(Con):構成者的ワークスタ

イル、3)広域性高・相互作用性低→Soloist(S):独立者的ワークスタイル、4)広域性低・相

互作用性低→Individual(I)個別者的ワークスタイルに 4分類した。 

4 分類したワークスタイルについて、広域性、相互作用性からオフィス計画への反映を考

えると、相互作用性の高い(Col)や(Con)に分類される傾向の強い室長の席を離すことで、

会話の発生が室長席の周辺から、少なくとも島単位や室単位へと広がっていくと考えられ

る等、改修後のオフィス利用の変化として、改修工事後の部分的な業務内容の変化による

「ワークスタイル」を対象とすることにより、ワーカーのワークスタイルのオフィス計画

への反映についての可能性を示した。 

 

第 5章 結論                                  

 本研究では、第 2章にて多段階プロセスによるオフィス改修工事の有効性を示し、第 3

章と第 4章にて、組織構造の変化に適したオフィスのタイプとワークスタイル及びそのオ

フィス計画への反映について示し、実務利用の観点から地方自治体オフィスの改修工事に

おいて施設使用と並行し改修計画を効率的に実施するために以下の提案を行う。 

(1)庁舎建築のライフサイクルから見たオフィス改修計画 

庁舎建築のライフサイクルにおいて、将来にわたってオフィス改修を少なくする改修計

画をとする必要がある。 

(2)多段階プロセスによるオフィス改修工事 

改修直後に不具合の少ない効率的な工事手法として、改修計画において多段階プロセス

によるオフィス改修工事を提案する。 

(3)将来の可能性を担保した改修計画 

オフィスの改修計画を作成するときには、将来起こりえる改修の可能性についてバリエ

ーションを作って保障することを考える必要がある。本研究では、バリエーションとして

組織構造とワークスタイルについて今後の改修計画において検討する必要のある要因とし

て提案する。 
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1-1 研究の背景 

  

1-1-1 公共施設を取り巻く状況参 1-1 

近年の公共施設を取り巻く状況は、社会全体の人口減少の急速な進行(図

1-1)や税収の落ち込み等により、自治体は公共施設について、従来のよう

に、スクラップ・アンド・ビルドを繰り返すことは難しい状況にある。  

一方、高度成長期やバブル期に建設された膨大な建築ストックを抱え、

これらをいかにマネジメントしていくかが大きな問題となってきている。  

また、公共施設はその性格上、施設利用者の年々変化・多様化・高度化

する要求に対応し、満足を与えられる環境を維持しなければならない。 

 

1-1-2 公共施設の現状参 1-2 

 平成 26年 6月開催の全国営繕主管課長会議によると、会議参加の担当部

局が把握している国、都道府県及び政令指定都市の使用する建築物を対象

とした調査では、対象公共建築物の総面積は約 3億 2千万㎡であり、その

内訳は表 1-1 のとおりである。 

これらの建築物に関する経年別の延床面積の割合については、図 1-2 の

とおりで、築 30 年注 1-1)以上の施設が全体の 45％以上（面積比）を占めてお

り、あと数年で半数を超える状況となってきている。 

また、この延床面積を建設年度別に示すと(図 1-3)、1970～2000 年頃に

建設された施設の面積が大きく、それらの施設が 2000 年から 2030 年に築

30 年を迎えることとなってきている。 

  

1-1-3 三重県の状況と課題参 1-4 

(1) 三重県の人口の推移及び将来推計 

全国及び三重県の人口推移及び将来推計（P5:図 1-4）によると、全国、

三重県共に同様の傾向を表している。 

そこで、三重県の人口の推移及び将来推計について見ると、昭和 25年

（1950 年）を指数 100 とすると、平成 17 年（2005 年）に指数 128 となり、

人口のピーク（約 187 万人）を迎え、その後は減少し、平成 52年（2040 年）

には指数 103 で、三重県人口の推計値は約 151 万人となり、平成 22 年（2010

年）から平成 52 年（2040 年）までの 30 年間で約 35 万人（18.7%）が減少

すると推計されている。 

 

 

 

注 1-1)  

公共施設の築 30 年については、 

(財)自治総合センター、地方公共

団体の財政分析等に関する調査

研究会報告書参 1-3によると、 

「公共施設について、標準的な耐

用年数(日本建築学会「建築物の

耐久計画に関する考え方」)とさ

れる 60 年を採用することとす

る。建築物の耐用年数は 60 年と

仮定するが、建物附属設備（電気

設備、昇降機設備等）及び配管の

耐用年数が概ね 15 年であること

から 2回目の改修である建設後

30 年で建築物の大規模改修を行

い、その後 30 年で建て替えると

仮定する。」とあるように、一般

的に建築後 30 年を大規模改修が

必要な時期の目安としている。 
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図 1-2 経年別の延床面積割合参 1－2 

 

 

 

表 1-1 調査対象延床面積の内訳参 1－2（単位：千㎡） 

図 1-3 建設年度別延床面積参 1－2 

図 1-1 日本の人口数の推移参 1－1 

 

築 30 年以上が 45％を超える 
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(2)三重県の県有施設の状況 

 平成 25 年度末において、庁舎や学校施設などの県有施設は 4, 725 棟あ

り、延べ床面積は約 203 万㎡で、内訳は、学校・教育施設が半分の 50％を

占め、次いで庁舎等 27％、県営住宅 営住宅等 13 ％、スポーツ・リクレー

ション施設 4％、その他 5％となっている。（表 1-2、図 1-5） 

各施設について経年の状況（表1-3、図1-6）を見ると、築後30年以上経

過しているものが約58％と半数を超えている。 

このまま推移すると、10年後には築後30年以上経過するものが83％に増

し、仮に、築30年を大規模改修（検討）時期、築60年を公共施設の更新（建

替）（検討）時期とすると、今後10年間で多くの県有施設が大規模改修・

更新の検討対象となり、今後10年間で新たに更新（検討）の対象となる県

有施設(図1-7）の延べ床面積は、約19万㎡（平成25年度末の県有施設の延

べ床面積合計の約9.3％に相当）に上る状況となる。 

 

(3) 県有施設の今後の課題 

公共施設について全国的に築30年以上の施設が全体の約半数を超えよう

としている中、現在の三重県では、既に築後30年以上経過しているものが

約58％と既に半数を超えている。 

このような現状から、今後他県に先駆け多くの県有施設において、施設

全体に関わる大規模改修・更新の検討や日常的に小規模な改修が必要とな

ることが予想される。 

その中でも、県有施設に多くを占める学校・教育施設や庁舎施設のうち、

学校・教育施設については、少子化による統廃合で老朽化した建物の解体・

除却の可能性があるが、庁舎については、今後も県庁業務の中心施設とし

て県民サービスを継続していく必要がある。 

このことから庁舎については、県民サービスに影響を与えず、施設使用

と並行し改修計画を効率的に実施する必要がある。 
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図 1-7 県有施設の建築年度別 延床面積の状況（平成 25 年度末時点）参 1－5 

 

平成 27 年度(2015)時点 60 年経過 平成 27 年度(2015)時点 30 年経過 

10 年後 10 年後 

 

表 1-2 県有施設の状況（平成 25 年度末時点）参 1－5 

 

種別 延べ床面積（㎡） 面積割合 施設数 棟数 施設例
庁舎等 554,860 27% 412 1,290 庁舎・保健福祉施設・医療施設等
学校・教育施設 1,012,088 50% 79 2,263 高等学校・特別支援学校等
スポーツ・リクリ
ェーション施設

88,092 4% 35 132 スポーツ・リクリェーション施設等

県営住宅等 262,113 13% 61 510 県営住宅・特定公共賃貸住宅等
その他 108,223 5% 199 530 公舎・旧庁舎・旧学校等
合計 2,025,376 100% 786 4,725

図 1-4 全国及び三重県の人口推移及び将来推計参 1－5 

 

種別 延べ床面積（㎡） 面積割合
10年未満 100,895 5%
10～20年未満 236,908 12%
20～30年未満 506,107 25%
30～40年未満 528,726 26%
40年以上 647,058 32%
合計 2,019,694 100% 　*左記の他築年次不詳5,680㎡

備考
　平成18年度（2006）以降建築
　平成17年度（2005）～平成8年度（1996）建築
　平成7年度（1995）～昭和61年度（1986）建築
　昭和60年度（1985）～昭和51年度（1976）建築
　昭和50年度（1975）以前建築

表 1-3 県有施設の経年の状況（平成 25 年度末時点）参 1－5 

 

築 30 年以上が 58％を超える 

図 1-5 県有施設の面積割合（平成 25 年度末時点）参 1－5 図 1-6 県有施設の経年別延床面積割合（平成 25 年度末時点）参 1－5 

 

全国 

三重県 

128 

103 
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1-2 研究の経緯と目的 

 

三重県庁において平成14年度に行われた組織のフラット化に際し、ファ

シリティマネジメント（以降：ＦＭ）の視点でFM標準業務サイクル(図1-8)

のプロジェクト管理として行われた三重県庁本庁舎（以下：本庁舎）のオ

フィス改修工事に主担当として筆者が携わった。 

本庁舎のオフィス改修は、他の民間企業や他県庁舎でのオフィス改修の

ベンチマーキング、職員満足度調査等のオフィス環境についての各種事前

調査を踏まえてオフィス計画を策定の上、小規模なスペースから本庁舎全

体規模へ3段階で規模を拡大する手法により展開した。 

オフィス改修の実施にあたっては、職員満足度の事前調査結果と事後調

査結果を比較し改修工事の効果を測り、オフィス環境を維持向上させるた

めの指標とした。 

3段階で規模拡大する手法は、指標を基に前段階での検証結果を次段階に

フィードバックすることによりスムーズに改修工事が実施出来た。この経

緯は、改修工事の実施後に筆者が修士論文参1-6としてまとめている。 

その後、改修工事実施後のオフィス環境について、定期的に職員満足度

調査を実施し、評価の変化の把握を行ったところ、オフィス改修からの時

間の経過とともに、満足度調査において満足度の数値に変化があり、何ら

かのオフィス利用の変化の影響が表れていることが分かった。 

一般的に改修計画において、早期の改善など改修工事の早期実施を重視

する事が多く、工事実施後の不具合や時間の経過によるその後の変化につ

いての検討が疎かであるという現状がある。 

今後、既存施設の改修が増加していく背景を踏まえると、工期、費用を

最小限に抑えるためにも改修後の不具合を減らし、オフィス利用の変化を

次の改修計画に反映していく必要がある。 

そこで、本研究では、3段階で規模拡大し実施した本庁舎のオフィス改修

工事を研究の対象とし、オフィス改修において、改修直後に不具合の少な

い効率的な工事手法を明らかにする。 

加えて改修後の約10年にわたるオフィスの変化の状況から、改修後に変

化する可能性のある要因として組織構造とワークスタイルを研究の対象と

し、改修後のオフィス利用の変化として組織構造とワークスタイルを次の

改修計画に反映する方法について述べる。 

これらのことから、今後、地方自治体オフィスにおいて施設使用と並行

し改修計画を効率的に実施するために、地方自治体オフィスの改修計画へ

の提案を行うことを目的とする。 
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図 1-8 FM 標準業務サイクル参 1-7（JFMA: 公益社団法人 日本ファシリティマネジメント協会による） 

 

◆FM の標準業務サイクル◆ 

*参 1-7: FM 推進連絡協議会編:総解説ファシリティマネジメント、日本経済新聞社、2003.1、p.67-72 より抜粋 

 

○統括マネジメント 

統括マネジメントは、FM の業務を円滑かつ効果的に実施するために、組織、体制の仕組みと、標準や規則など

のしかけをつくると同時に、一元的にファシリティの管理と活用を行う経営活動である。 

統括マネジメントの重要な役割は、経営者からファシリティに関する業務の権限委譲を受け、代行して推進す

ることにある。 

 

○FM 戦略・計画 

FM 戦略・計画は経営戦略と密接に関係する業務で、FM の施策と中長期にわたる具体的な実行計画を立案する業

務である。この業務は①FM の戦略と②中長期実行計画の２つの業務ユニットから構成される。 

 

○プロジェクト管理 

プロジェクト管理は中長期実行計画における課題の解決として、一定期間内に完了する業務をいう。不動産取

得、施設賃貸借などによる施設所有の変化、建物建設、ワークプレイスづくり、大規模改修などの物理的状況

の変化に対応する、①ワークプレイスづくり、②施設賃貸借、③不動産取得、④建物建設、⑤大規模改修の５

つの業務から構成される。 

 

○運営維持 

運営維持とは、中長期実行計画および単年度計画に基づいて、施設を適切な状態で継続的に保ち、本来の機能

を発揮させる業務、および施設を運用し、サービスを提供して、利用する人の知的生産性や満足度を高める業

務である。運営維持の業務には大別して維持保全、運用管理、サービスの３つの業務がある。 

 

○評価 

FM での評価は、FM の３目標である財務、品質、供給について実施される。評価は、FM サイクルにおける１要

素を構成するが、実際には FM 戦略・計画、プロジェクト管理、運営維持のそれぞれの業務の中で実施されるも

のである。FM の標準業務は統括マネジメントを中心に、FM 戦略・計画、プロジェクト管理、運営維持、評価が

サイクルを描いている。 
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1-3 研究対象の位置づけ 

 

1-3-1 本研究の対象空間 

本研究において地方自治体オフィスの事例として対象とする三重県庁本

庁舎（以下:本庁舎(写1-1)）は、(株)東畑建築事務所設計、(株)大林組施

工にて昭和39年竣工の建築物であり、建物概要は表1-4のとおりである。 

研究の背景で述べたとおり、公共施設は、築 30年以上の建築物の割合が

45％以上を占め、建物を長期に利用し続けている例が多い。本研究で対象

としている本庁舎も、昭和 39年から現在（平成 27 年）まで 51 年間に渡り

長期に地方自治体オフィスとして利用され続けている。 

全国の地方自治体オフィスにおいて、今後も使い続けていく建物が多数

存在する現状から、本庁舎で長期に利用し続けている際に生じた事象につ

いての一連の研究は、地方自治体オフィスの長期使用に関する研究として

も参考となると思われる。 

 

1-3-2 研究対象の特徴と選定の意義 

（1）研究対象の特徴 

原設計の特徴として、平面計画的(図1-9)には7.2ｍ×7.6ｍの昭和39年当

時としては比較的広いグリッドで基本構成され、明快な長方形の中廊下型

の平面であり、構造的(図1-10)には梁は柱間の大梁のみで、小梁は無く7.2

ｍ×7.6ｍの比較的広いスパンのスラブを成立させている。そのためにスラ

ブ自体の厚みを中央部150㎜、端部250㎜とし、また、南北面の外壁は、窓

面を室内側に配したウォールガーダー注1-2)の構法が採用され、室内として均

一な大空間を確保する設計としている。 

ウォールガーダーの採用については、構造的な面だけでなく、窓面を室

内側に寄せることによる特に南面の太陽光の遮蔽、また、外壁に厚みを持

たせることによる断熱の効果により、空調面で廊下側からの吹き出しでの

空調を可能にしている。結果的に、当時の執務室としては高い天井高さ2700

㎜注1-3)を確保している。 

本庁舎の設計上で提供されている内部空間は、整形の直方体のチューブ

状の横長の内部空間である。これは、ある特定の使い方を支持するもので

はなく、一定の範囲内での使い方で様々な使い方を許容する髙い利用自由

度を持つ性質の空間である。本庁舎オフィスの改修工事は、原設計で提供

された利用自由度の範囲の中で実施したものであると考える。 

         

 

 

 

 

写 1-1 三重県庁本庁舎（本庁舎） 

注 1-3)  

オフィスビルの天井高について

は、オフィスブック（(株)彰国社、

2011.2、pp110）参 1-8によると、

基準階の天井高さは従来 2,400

が一般的な基準であったが、近年

は 2,600～2,800 の事例が多いと

あり、昭和 39 年当時のオフィス

ビルとしては高い天井高の設定

である。 

 

注 1-2)  

南北面の窓廻

りについて

は、ウォール

ガーダーとし

彫の深い外壁

面を構成して

いる。 

*ウォール

（壁）ガータ

ー（梁）とは

梁の形状を縦

長にすること

で、壁と一体

化したもの。 

＊(株)東畑建築事務所 S37 年制作図面を元に作成 

執務室 
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図 1-9 三重県庁本庁舎 4階平面図*(株)東畑建築事務所 S37 年制作図面を元に加筆作成 

図 1-10 三重県庁本庁舎断面図*(株)東畑建築事務所 S37 年制作図面を元に加筆作成 

 

表 1-4 三重県庁本庁舎建物概要 

所在地 津市広明町１３ 設計/施工 (株)東畑建築事務所/(株)大林組 

構造/階数 ＳＲＣ造/地上 8階・地下 1階 天井高さ 2,700 ㎜（一部 2,400 ㎜） 

建築/延面積 2,768 ㎡/23,128 ㎡ 主要通路幅 2,150 ㎜ 

竣工年月日 昭和 39 年 4 月 15 日 主要スパン 7,200 ㎜×7,600 ㎜グリッド 

 

執務室執務室執務室執務室執務室

執務室 会議室

会議室 部長室部長室

執務室

倉庫 会議室

執務室

執務室

倉庫倉庫空調室 空調室

ホールホール

執務室

廊下 廊下

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

廊下

執務室 県民ホール

執務室

部長室

会議室

執務室

会議室

執務室

会議室 部長室

部長室

会議室

執務室 執務室

執務室

執務室

執務室

ホール

会議室 会議室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室 執務室

執務室

部長室

執務室

会議室

会議室

会議室 執務室

執務室

守衛室 執務室 予備室
入口
ホール

守衛室 執務室執務室

倉庫書庫

部長室

執務室

会議室会議室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室執務室

執務室

執務室

執務室

執務室部長室

執務室

執務室

書庫書庫

会議室

部長室

部長室次長室

部長室

倉庫 倉庫

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

執務室

Ｎ 
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（2）研究対象選定の意義 

本研究で対象としている本庁舎は建設後51年間の長期に渡り使用してお

り、多くの全国の地方自治体オフィスが今後も使い続けていかなければな

らないという現状から、本庁舎に関する一連の研究は地方自治体オフィス

の長期使用に関する研究として参考となり得る。 

また本研究は、前項で述べたように均等なスパン等、自由度の高い空間

構成をもつ建築物であり、その典型例として三重県庁舎をとりあげること

により、このような特徴を持つ空間を持続的に利用し効率的に改修するた

めの方法論が得られることが本研究対象選定の意義である。 

 

なお、本庁舎の特徴を把握するにあたり、本庁舎における原設計の特質

について表 1-5 にまとめた。表 1-5 については、原設計の特質の着眼点、

また、本研究を他の施設において利用する際、本庁舎と本研究を利用しよ

うとする施設との共通点や相違点の確認等に利用可能と思われるので参考

とされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・長方形の凸凹のない空間輪郭
･横長連窓形式
・必要最小の防火区画
・壁芯7.2ｍ×7.2ｍ(3.6m)の正方形モジュール

・廊下、室内通路、執務空間の空間的レイヤ

・中央スパン下がり天井からの空調横吹き出し
・ペリメーター吹き出しの省略（外壁をセットバックさせて
　いる。）
・天井面付けの蛍光灯器具

・高剛性のフレーム、純ラーメンに限りなく近い、
　外壁の中空ウォールガーダーによる断熱、遮光効果

・床スラブの断面厚の変化による小梁の省略

設
備

計
画

構
造

計
画

空
間
計
画

原設計の特質
計
画

・直通階段を可能な範囲で中央部に寄せる

表 1-5 本庁舎原設計（S37)の特質 
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1-4 研究の方法 

 

本研究は、まず、地方自治体のオフィス改修計画実施における執務環境

の改善等外的要因に対して、改修直後に不具合の少ない効率的な工事手法

について検討する。  

次に、継続してオフィスを使用する中で、組織構造や組織の部分的な業

務内容の変化等、時間の経過を伴う内的要因による改修後のオフィス利用

の変化について次の改修計画に反映する方法の検討を行うものである。 

検討にあたっては、改修工事の実例として、FM の視点で FM標準業務サイ

クル(P7:図 1-8)のプロジェクト管理として実施した、県の事務の中心施設

である三重県庁本庁舎（以降：本庁舎）オフィスの改修工事及びその後の

変化を取り上げる。  

具体的な研究フローは、次頁:図 1-11 に示す通りである。 

まず、第 1章にて地方自治体オフィスが置かれている現状と、その課題

を明らかにし、第 2章にて本研究の目的である改修直後に不具合の少ない

効率的な改修工事手法を考える。 

研究対象の本庁舎オフィスの改修工事は、全体改修を一度の工事で行う

のではなく、FM 業務標準サイクルを PDCA サイクル注 1-4)に置き換えて、事前

事後調査を行い、改修工事の規模を 3段階で拡大する多段階による工事を

実施している。 

この多段階で工事を実施した点に着目し、多段階プロセスによるオフィ

ス改修工事について次の項目の検討を行う。 

(1)将来的に継続して使用するためのファシリティマネジメントの視点 

(2)改修工事における想定外の問題の予防 

(3)オフィス改修工事のプロセス 

次に、本研究のもう一つの目的である、改修後のオフィス利用の変化に

ついて、第 3章にて改修工事後の組織構造に着目する。組織構造について

は、本庁舎のオフィス改修工事後の約 10 年にわたる組織構造と、オフィス

の変化から改修後のオフィス利用の変化として組織構造の変化を確認する。

これと併せて、職員満足度調査（以降：満足度調査）によるオフィスの評

価を加え、組織構造に適したオフィスについて、次の項目の検討を行う。 

(1)組織構造のタイプ 

(2)組織構造とレイアウトから見たオフィスの特徴 

(3)職員満足度によるオフィスの評価 

 さらに、改修後のオフィス利用の変化として、第 4章にて、改修工事後

の部分的な業務内容の変化による「ワークスタイル」を対象とする。ワー

クスタイルについては、ワーカーへのアンケート調査により分析・分類す

る。これと併せて、ワーカーの交流行動と業務行動との調査から、その分 

注 1-4)  

PDCA サイクルについては、

P:PLAN,D:DO,C:CHECK,A:ACTION

を表す。 
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図 1-11 研究のフロー 

 

第 4章 地方自治体オフィスのワークス

タイル 

・ワークスタイルの分析 

・ワークスタイルのオフィス計画への反映 

 

第 3章 組織構造とオフィス 

・本庁舎の組織構造とその変化 

・組織構造とオフィス 

 

第 5章 結 論 

・各章のまとめ 

・オフィス改修計画への提案 

 

第 1章 研究の背景・目的・方法 

・公共施設の状況 

・三重県の県有施設の状況 

・研究の目的・方法と位置づけ 

 

第 2章 庁舎オフィス改修のプロセス 

・本庁舎における 3段階方式の改修 

・改修工事手法としての多段階プロセス 

（特定組織から全体への展開） 

地方自治体オフィスの改修計画に関する研究 
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類の傾向について確認し、ワークスタイルのオフィス計画への反映につい

て次の項目の検討を行う。 

(1)地方自治体職員のワークスタイルの尺度 

(2)地方自治体職員のワークスタイルの類型化 

(3)ワークスタイルのオフィス計画への反映 

以上の結果をふまえ、第5章にて全体を総括し、地方自治体のオフィス改

修における、改修後の不具合を減らす改修工事手法と改修後のオフィス利

用の変化を次の改修計画に反映する方法について述べる。これらの考察を

踏まえ、施設使用と並行し改修計画を効率的に実施するために、今後の地

方自治体オフィスの改修計画へ提案を行うこととする。 

 

1-5 調査の方法 

 

本研究では調査の方法として各種調査を用いており、各章にてその都度

調査方法については触れるが、本研究の調査のうち中心となっているアン

ケート調査については次のとおりである。 

 

1-5-1 職員満足度調査 

職員満足度調査については、第 2章、第 3章にてオフィスで働く職員へ

アンケート形式で行った調査（次頁:表 1-6）である。Ⅰ～Ⅷの評価軸別に、

計 26の設問と全体評価の合計 27 問を 5段階で評価（1～5を加点）し、3

点を平均的な基準として評価を行っている。 

第 2章においては、改修工事の前後に調査を行うことで、改修工事の評

価に用いている。調査にあたっては、必要に応じて設問の増減等の調整を

行い実施している。また、第 3章においては、第 2章で実施したアンケー

ト調査に追加して研究の対象区域の職員に数年毎にアンケート調査を実施

している。なお、第 2章で実施した設問のうち、Ⅰ～Ⅷの評価軸別に、計

18 の設問と全体評価の合計 19問を 5段階で評価（1～5を加点）し、改修

工事後のオフィス利用の変化に対する職員の評価として用いている。 

 

1-5-2 ワークスタイルアンケート調査 

ワークスタイルアンケート調査は、第 4章にて本庁舎の 4つの室（組織

単位としての室）のワーカーに対し、業務に関して多段階評価方式のアン

ケート調査（次頁:表 1-7）を行ったものである。アンケートは業務の種類、

場所、会話、協力体制に関する設問からなり、4段階の評定尺度法の形式に

て実施し、同じ傾向の設問を整理した 11 の設問項目としている。 

4段階評価で得られたアンケートの回答結果から総合的な傾向を把握す

るため、主成分分析を行いワークスタイルの分類を行っている。  

アンケート項目

得点

アンケート項目1 2 3 4

非常に やや やや 非常に

１） 定型業務が多い 1 2 3 4 非定型業務が多い

２） 仕事を個人で進めることが多い 1 2 3 4 仕事をグループで進めることが多い

３） プライバシーを重視する 1 2 3 4 コミュニケーションを重視する

４） 執務室で作業することが多い 1 2 3 4 執務室外で作業することが多い

５） 自席で作業することが多い 1 2 3 4 自席外で作業することが多い

６） 継続的に自席を利用する 1 2 3 4 断続的に自席を利用する

７） 個人で成果を求められる 1 2 3 4 グループで成果を求められる

８） 執務室内を移動しながら仕事をすることが少ない 1 2 3 4 執務室内を移動しながら仕事をすることが多い

９） 自席での会話が多い 1 2 3 4 自席での会話が少ない

１０） 仕事を企画・提案することが少ない 1 2 3 4 仕事を企画・提案することが多い

１１） 来庁者への対応が多い 1 2 3 4 来庁者への対応が少ない
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アンケート項目

得点

アンケート項目1 2 3 4 5

かなり やや 普通 やや かなり

Ⅰ オフィスの機能性

1）ロッカー等収納スペースへのアクセスは良い 1 2 3 4 5 ロッカー等収納スペースへのアクセスが良くない

2）ロッカー等収納家具の機能は良い 1 2 3 4 5 収納能力の高い収納家具にすべきである

3）欲しい情報がすぐ手に入る 1 2 3 4 5 得たい情報がどこにあるのか分かり難い

4）現在の机のサイズ・デザインで業務に支障はない 1 2 3 4 5 現在の机では業務に支障がある

5）ＯＡ機器の配置は適切である 1 2 3 4 5 ＯＡ機器の配置が適切でない

Ⅱ インテリアの調和

６）オフィス家具の高さが統一されている 1 2 3 4 5 オフィス家具の高さを統一すべきである

７）オフィス全体の調和（色・材質・形）がとれている 1 2 3 4 5 オフィス内の調和がとれていない

Ⅲ 共用スペース

８）共用の作業スペースがある 1 2 3 4 5 作業スペースが狭く不便である

９）自由に打ち合わせできるスペースがある 1 2 3 4 5 打ち合わせするのに不便である

Ⅳ ゆとりとリフレシュメント

１０）落ち着いた雰囲気である 1 2 3 4 5 ゆとりがない

１１）気分転換ができるスペースがある 1 2 3 4 5 気分転換できるスペースを設けるべきである

Ⅴ デスク廻りの環境

１２）集中できる 1 2 3 4 5 気が散る

１３）業務内容に対応している 1 2 3 4 5 画一的である

１４）静かである 1 2 3 4 5 騒がしい

１５）卓上スペースが広い 1 2 3 4 5 卓上スペースが狭い

１６）現在の業務はフリーアドレスになじまない 1 2 3 4 5 現在の業務はフリーアドレスでも対応できる

１７）動線がスムーズにとれている 1 2 3 4 5 動線がハッキリしない

Ⅵ 不快感のない環境

１８）ＯＡ機器の音が気にならない 1 2 3 4 5 ＯＡ機器の音が気になる

１９）空調の音が気にならない 1 2 3 4 5 空調の音がうるさい

２０）各種配線が気にならない 1 2 3 4 5 各種配線がうっとうしい

Ⅶ 疲労を感じない環境

２１）充分な明るさが確保されている 1 2 3 4 5 明るさが不十分である

２２）疲れない照明である 1 2 3 4 5 照明がまぶしい

２３）座り心地の良いイスを使っている 1 2 3 4 5 疲れやすいイスを使っている

２４）床がすべりにくい 1 2 3 4 5 床がすべりやすい

Ⅷ オフィスのイメージ

２５）明るい雰囲気である 1 2 3 4 5 暗い雰囲気である

２６）きれいである 1 2 3 4 5 きたない

◆ オフィスに対する総合的な満足度

２７）総合的に考えると現在のオフィスに満足している 1 2 3 4 5 現在のオフィスには不満がある

 

アンケート項目

得点

アンケート項目1 2 3 4

非常に やや やや 非常に

１） 定型業務が多い 1 2 3 4 非定型業務が多い

２） 仕事を個人で進めることが多い 1 2 3 4 仕事をグループで進めることが多い

３） プライバシーを重視する 1 2 3 4 コミュニケーションを重視する

４） 執務室で作業することが多い 1 2 3 4 執務室外で作業することが多い

５） 自席で作業することが多い 1 2 3 4 自席外で作業することが多い

６） 継続的に自席を利用する 1 2 3 4 断続的に自席を利用する

７） 個人で成果を求められる 1 2 3 4 グループで成果を求められる

８） 執務室内を移動しながら仕事をすることが少ない 1 2 3 4 執務室内を移動しながら仕事をすることが多い

９） 自席での会話が多い 1 2 3 4 自席外での会話が多い

１０） 仕事を企画・提案することが少ない 1 2 3 4 仕事を企画・提案することが多い

１１） 来庁者への対応が多い 1 2 3 4 来庁者への対応が少ない

表 1-6 職員満足度調査票 

表 1-7 ワークスタイルアンケート調査票 
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1-6 用語の定義 

 

 本研究を行うにあたり、主要な用語について以下のとおり定義する。 

 

・オフィス 

本研究においてオフィスは「仕事をするために準備された場所」、「事

務を行うための物理的な空間」と考える。参考にワークプレイスと比較す

ると、ワークプレイスは「実際に仕事をしている場」であり、「知的生産

を行っている空間機能や環境の単位」と整理する。 

また、地方自治体の事務には継続性が求められることから、将来に渡り

継続して事務を行うことが出来る場である必要がある。 

よって、本研究の地方自治体オフィスについては、職員が通勤して事務

を行い、その事務を継続的に発展させる事務空間を対象としている。 

 

・組織構造 

 組織構造については、C.I.バーナード参1-9が、組織構造を組織職位の規定

とし、組織図、職務明細書、分掌規定などに集約されると説明している。   

本研究においても、組織構造を組織職位の規定と考え、対象オフィスに

おける組織構造について述べることとする。 

 

・ワークスタイル 

 ワークスタイルが意味するところとして、個人の生き方としてのライフ

スタイルの中における仕事の考え方を意味する場合もある。しかし、本研

究におけるワークスタイルは、事務空間としてのオフィスの中で、個々の

職員の事務作業や、行動の傾向の違いについて分類したものをワークスタ

イルと考える。 
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1-7 研究の位置づけ 

 

オフィス、ワークスタイル、組織構造に関する既往研究は、建築関係だ

けでなく多岐の分野に見られるが、ここでは、本研究の専門分野である建

築関係の研究に絞って取り上げ、本研究の位置づけを行う。 

 

1-7-1 既往研究の整理 

 日本建築学会の1936年～2014年の論文集注1-5)から、「オフィス」、「ワー

クスタイル」、「組織構造」をキーワードに検索した結果、100件であった。 

 研究対象の主たる属性では、FM6件、オフィス環境・設備56件、オフィス

計画19件、ワークスタイル5件、その他14件である。年代別に既往研究の推

移を見ると、1990年代に入って企業、行政におけるFMの取組が始まったこ

とから、オフィスに関する先駆的な研究が見られる。その後、2000年代に

入ってFMの取組がさらに一般化する中で、オフィスに関する研究が活発化

し、属性において新しくワークスタイル等の研究が始まっている。 

 以下に、研究対象の主たる属性別に本研究に関係するオフィスを扱った

主要な研究を概観(P18:図1-12)し、本研究の位置づけについて述べる。 

 

(1) FMの視点でオフィスを扱った研究 

下田らは既1-5,既1-7、オフィスを経営資源の一つと考えるＦＭの視点で、大

規模企業の支店新築後のオフィス空間を、執務者の、年代・階層・職種・

性別の4つの属性に起因する原因と、組織固有の物理環境の違いに起因する

評価差の原因を明らかにする手法を提示している。その手法における小規

模オフィスへの適用の可能性についても既1-9確認し、オフィスの新築におけ

る評価手法について研究している。 

 

(2)環境・設備の視点からオフィスを扱った研究 

オフィスの研究については、照度、空調等の室内の環境・設備について

の研究が多いが、その中で、三浦らは既1-10、オフィスの室内環境についての

総合的調査から、温熱・空気質・音・空間の物理量についてアンケート申

告との対応検討をおこない、環境の物理的な評価にアンケート評価を用い

ている。 

また前田らは既1-16、ブレインストーミングを例に室空間環境とレイアウト

の違いが、創作活動をする者の心理に影響を及ぼすことについての研究を

行った。宗方らは既1-20、オフィスワーカーのモチベーションの説明とオフィ

ス環境とモチベーションの関連と総合満足度との関係を確認するなど、オ

フィスの室内環境とワーカーとの関係についてアンケート手法により説明

を試みている。 

注 1-5)  

キーワードによる検索は

1936 年から行ったが、本研究

に関連する既往研究に限っ

て見れば、1989 年以降に存在

するため、1989 年～2014 年

の既往研究について詳細に

確認を行った。 
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(3)オフィス計画についての研究 

オフィス計画については、初期に乾らの研究既1-1、大森らの研究既1-2,既1－4、

柳父の研究既1-3において、オフィスの環境の快適性に関する評価やその評価

手法について提案されている。 

また、既研究執務室における、段階的なフリーアドレスの評価・分析に

ついての嶋村・山田らの研究既1-6,既1-8や、オフィススペース管理のための面

積指標値に関する仲らの研究既1-12、生産性をノイズは生産性を阻害、プライ

バシーとコミュニケーションのし易さは生産性を向上すると仮定し、アン

ケート調査により、生産性とオフィスレイアウトについて考察した舟橋ら

の研究既1-13、大空間における、ワーカーが日常的に受ける心理的影響と、オ

フィスレイアウトの効果について検討した前田らの研究既1-15がある。 

 

(4)ワークスタイルについての研究 

近年、ワークスタイルについて、ワーカーに関してオフィスの通路形状

とワーカーの動線から平面構成を分類し、業務行動を業務の多様性と目的

とする作業の自主性から、交流行動を会話の相手と場所から求め、平面構

成・業務行動・交流行動の関係を考察している森らによる研究既1-11、オープ

ンプランオフィスでのワークスタイルを独立性と相互作用性により4つの

業務パターンに分類したピータらによる研究既1-14、松下らの知的労働者のワ

ークスタイルを実態調査と分析により明らかにした研究既1-17や、働き方調査

結果を自己組織化マップにより12の業務行為として抽出し、これと併せて

その手法の可能性について示した研究既1-19などが行われ、オフィスの研究対

象の拡大が見られる。 
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年代 －1989
1990
－1994

1995
－1999

2000
－2004

2005
－2009

2010
－2014

属性別
論文計

主要
論文

論文数 0 0 2 1 3 0 6

主要
論文

論文数 4 3 9 13 8 19 56

主要
論文

論文数 2 2 6 7 2 0 19

主要
論文

論文数 0 0 0 1 1 3 5
主要
論文
論文数 3 0 0 5 4 2 14

9 5 17 27 18 24 100年代別論文計

その他

研究対象
属性

1

2

3

4

5

ワークスタイル

ファシリティ
マネジメント

オフィス
環境・設備

オフィス計画

●
●

執務者属性によるオフィス評価分析手法

下田・位寄ら 既1-7

●

新旧営業所群のオフィススタンダード改善分析手法

下田・位寄ら 既1-9 

●

執務者属性と組織単位によるオフィス評価分析手法

下田・位寄ら 既1-5

●

研究執務スペースのフリーアドレス化(その1)

山田・嶋村ら 既1-6

●

研究執務スペースのフリーアドレス化(その2)

山田・嶋村ら 既1-8

●

オフィス平面、ワークスタイル、交流行動

森・恒川・加藤ら 既1-11

●

ワークスタイルの現状分析と予想

ロル ピータ・加藤ら 既1-14

●

ワークプレイスにおける業務行為とワーカー属性

松下・宗本ら 既1-17

●

地方自治体オフィスのワークスタイル

安藤・北澤・加藤ら 既1-18

●

自己組織化マップによる業務行為パターン

松下・宗本ら 既1-19

●

オフィスの物理的環境と執務者のアンケート申告

三浦・宮尾ら 既1-10

●

オフィススペース管理のための面積の指標値

仲・山口ら 既1-12
●

生産性に影響するプライバシーとコミュ二ケーション

舟橋・鈴木ら 既1-13

●

オフィスレイアウトと他者の存在・視線の影響

前田・姜ら 既1-15

●

オフィス環境がモチベーションに及ぼす影響

宗方・田中ら 既1-20

●

オフィス環境の快適性評価

乾・中村ら 既1-1 

●

オフィスにおける「居住後の快適性」簡易予想方法（その１）

大森・今川ら 既1-2

●

オフィスにおける「居住後の快適性」簡易予想方法（その２）

大森・今川ら 既1-4

●

企画計画の視点で捉えたオフィスの評価

柳父 既1-3

●

室空間環境とレイアウトが及ぼす影響

前田・金ら 既1-16

図 1-12 主な関連既往研究 
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1-7-2 本研究の位置づけ 

 既往研究についてまとめると、オフィスの改修工事に関する研究につい

て営業所オフィスの新築を扱った研究は見られるが、地方自治体庁舎規模

のオフィスの改修工事についての研究は少ない。 

また、「オフィス」及び「ワークスタイル」をキーワードとする研究に

ついては、属性が「FM」、「オフィス環境・設備」、「オフィス計画」、

「ワークスタイル」、「その他」の大きく5つに分かれており、その中で組

織単位を扱った研究は見られるが、本研究で取り上げている地方自治体オ

フィスにおける組織構造とオフィスの関係についての研究は少ない。 

 このように本研究は、既往研究の少ない地方自治体庁舎規模の改修工事

と、地方自治体オフィスにおける組織構造とオフィスの関係について研究

する点を特徴とし、さらにワークスタイルとオフィスの関係についての検

討も加え、地方自治体オフィスに係る研究として貢献したいと考えるもの

である。 
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既往研究 

 

既 1-1  乾正雄,中村芳樹,窪田豊信,丸山玄,李眞淑:オフィス環境の快適性評価に関す 

る研究, 日本建築学会計画系論文報告集,NO.399,pp.29-36,1989.5 

既 1-2 大森正登,今川望,平手小太郎:オフィスにおける「居住後の快適性」に関する簡 

易予測方法の提案 オフィス空間の快適性簡易予測システムの開発(その 1), 

日本建築学会計画系論文集,NO.456,pp.63-73,1994.2 

既 1-3 柳父行二:企画計画の視点で捉えたオフィスの評価  P 事務所の事例,日本建 

築学会計画系論文集 NO.463,pp.83-92,1994.9 

既 1-4 大森正登,今川望,小島隆矢,平手小太郎:オフィスにおける「居住後の快適性」 

に関する簡易予測方法の実験的検証とその応用 オフィス空間の快適性簡易 

予測システムの開発(その 2), 日本建築学会計画系論文 NO.479,pp.57-66, 

1996.1 

既 1-5 下田貞幸,位寄和久,両角光男,塩田睦:執務者属性と組織単位の物理環境に着 

目したオフィス空間の評価分析手法の提案 日本型ファシリティマネジメン 

ト業務モデルに関する研究, 日本建築学会計画系論文 NO.499,pp.245-250, 

1997.9 

既 1-6 嶋村仁志,山田哲弥,杉山武,岩田美成:研究執務スペースのフリーアドレス化 

に関する研究 その 1 折畳移動机を用いたフリーアドレス・オフィスのユー 

ザー満足度評価による効果分析,日本建築学会計画系論文集,NO.509, pp.129 

-134,1998.7 

既 1-7 下田貞幸,位寄和久,両角光男,塩田睦:執務者属性を考慮したオフィス空間の 

評価分析手法の小規模施設への適用 日本型ファシリティマネジメント業務 

モデルに関する研究 その 2,日本建築学会計画系論文集,NO.511,pp.245-250, 

1998.9 

既 1-8 山田哲弥,嶋村仁志,岩田美成,杉山武: 研究執務スペースのフリーアドレス化 

に関する研究(その 2) : 折畳移動机によるフリーアドレス・オフィスにおける 

コミュニケーションの量と場所の変化,日本建築学会計画系論文報告集 NO.528 

,pp.119-124,2000.2 

既 1-9 下田貞幸,位寄和久,両角光男,塩田睦:, 新旧営業所群の執務者評価によるオ  

フィススタンダード改善のための分析手法の提案 日本型ファシリティマネ 

ジメント業務モデルに関する研究 その 3,日本建築学会計画系論文集,NO,533, 

pp.275-280,2000.7 

既 1-10 三浦寿幸,宮尾健一:オフィスの物理的環境と執務者のアンケート申告との対 

応 総合的調査によるオフィスの室内環境と快適性に関する研究 その 1,日本 

建築学会計画系論文集,NO.539,pp.89-96,2001.4 
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既 1-11 森明生,恒川和久,加藤彰一,ロル ピータ:オフィスにおける平面構成,ワーク 

    スタイル,交流行動の相互関係に関する研究,日本建築学会計画系論文集,NO. 

551,pp.129-134,2002.1 

既 1-12 仲隆介,山口重之: オフィススペース管理のための面積の指標値とその傾向に 

関する基礎的研究, 日本建築学会計画系論文集,NO.551,pp.135-142,2002.1 

既 1-13 舟橋国男,鈴木毅,木多道宏,李斌: 生産性に影響する就業者のプライバシーと 

コミュニケーションに対する媒介としてのオフィスレイアウト及びワークス 

ペースの囲み,日本建築学会計画系論文集,NO.582,pp.55-63,2004.8 

既 1-14 ロル ピータ,加藤彰一,恒川和久,塩崎創：オープンプランオフィスを事例とし 

た多様化するワークスタイルの現状分析と予測に関する研究 予測的ファシ 

リティマネジメントに向けたワークスタイル発展モデル, 日本建築学会計画 

系論文集,NO.594,pp.33-38,2005.8 

既 1-15 前田薫子,姜景霞,浅田晴之,西出和彦:オフィスレイアウトと他者の存在・視線 

の影響に関する考察 大規模無柱空間における実験的研究, 日本建築学会計 

画系論文集 NO.607,pp.49-55,2006.9  

既 1-16 前田薫子,金元圭,呉冰琰,松田雄二,鯨井康志,西出和彦:室空間環境とレイア 

ウトが創造活動と心理評価に及ぼす影響に関する考察 オフィスにおける知 

的創造空間に関する実験的研究,日本建築学会計画系論文集, NO.509,pp.1389- 

1398.2010.6   

既 1-17 松下大輔, 宗本順三,立岡優介,仲隆介: ワークプレイスにおける業務行為と 

    ワーカー属性の関係 生活時間調査法によるワークスタイルの分析, 日本建 

築学会計画系論文集,NO.668,pp.1829-1838,2011.10 

既 1-18 安藤 亨,北澤美奈,加藤彰一:地方自治体庁舎のオフィスにおけるワークスタ 

    イルの研究 三重県庁本庁舎を中心事例にして, 日本建築学会計画系論文集, 

NO.675,pp.1003-1008,2012.5 

既 1-19 松下大輔,宗本順三,立岡優介,仲隆介,張楠:自己組織化マップによる業務行為 

パターンの抽出 生活時間調査法によるワークスタイルの分析 その２,日本 

建築学会計画系論文集,NO.684,pp.345-353,2013.2 

既 1-20 宗方淳,田中知世:オフィス環境が執務者のモチベーションに及ぼす影響に関 

する研究 環境の総合満足度やリフレッシュ等の評価項目との比較による検 

討, 日本建築学会環境系論文集, NO.695,pp.19-25,2014.1 
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第 2 章 庁舎オフィス改修のプロセス 

 

2－1 本章の目的と方法 

2－2 施設改修の概要 

2－3 第 1段階 特定組織（特定区域：4課）における改修 

2－4 第 2段階 規模拡大（標準区域：4階フロアー）における改修 

2－5 第 3段階 本庁舎全体（全体区域）における改修 

2－6 改修工事のコスト面における改善効果 

2－7 まとめ 
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第 2 章 庁舎オフィス改修のプロセス 

 

2-1 本章の目的と方法 

  

三重県の公有財産台帳によると、平成25年度末における県有施設は4,725

棟であり、その経年状況については、築後 30 年以上経過しているものが約

58％と半数を超えている。（図 2-1） 

用途上不必要になった施設については、解体という選択肢も考えられる

が、環境面においても出来る限り継続使用していくことが望ましく、適切

な改修工事の実施が重要である。 

一般的に、改修工事は必要に迫られて実施されるため、改修すべき要因

分析の研究に比べ、改修工事の方法自体は、必ずしも既往研究で明らかに

なっていない。参 2-1～2-5 

本章では、本研究の目的である改修直後に不具合の少ない効率的な工事

手法の解明として、執務環境の改善や組織構造の変化等の外的要因に対応

した、平成 14 年度の本庁舎(写 2-1)でのオフィス改修工事を対象とした。

対象とするにあたっては、事前に他事例のベンチマーキングやオフィス環

境についての課題抽出調査等を実施したこと。また、工事を一度に全体改

修を行うのではなく、ファシリティマネジメント(以下：FM)の視点から、

FM 業務標準サイクルの実践において改修工事の規模を、3 段階のプロセス

で拡大するという多段階を経て工事を実施した点に着目した。 

3 段階のプロセスについては、改修工事を 4課、4階フロアー、本庁舎全

体に規模を拡大して実施し、それぞれ FM 業務標準サイクル（図 2-2）を経

ている。（実際に改修工事を実施する際は、P27 図 2-3、図 2-4 にて各段階

における FM 業務標準サイクルと全体への規模拡大を説明。）  

そこで、多段階プロセスによるオフィス改修工事の有効性について以下

の項目の検討を行う。 

(1)将来的に継続して使用するためのファシリティマネジメントの視点 

(2)改修工事における想定外の問題の予防 

(3)オフィス改修工事のプロセス 

 

 

  

 

写 2-1 三重県庁本庁舎（本庁舎） 
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価

戦略・計画

運営維持

統括マネジメント

図 2-2 FM 標準業務サイクル（JFMA）参 2-7 

＊P7 図 1-8 FM 標準業務サイクル（JFMA）の再掲。 

図 2-1 県有施設の延床面積の経年割合（平成 25 年度末時点） 

58.2% 
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2-2 施設改修の概要 

 

本庁舎の改修工事は、まず耐震化工事により建物構造の改修を図り、そ

の後に全体内部改修工事を計画している。全体内部改修工事は、主に執務

室として利用する 2 階～8 階にかけて管財室の FM 担当と、各部局の改修対

象課の職員で構成されたワーキンググループ（以下：WG）にて計画の上、

財務・供給・品質を目標とする FM の視点(図 2-3)により PDCA サイクルを実

践する。改修工事の進め方は、一度に全体改修を行うのではなく、規模を 3

段階のプロセスで拡大（三重県庁ＦＭ改修モデル（図 2-4））し、改修後の

想定外の問題発生を防ぐために、各段階での評価・検証を次の段階で改修

工事に反映するなど、可能な範囲で改修工事の効率化を図っている。 

 その後、本庁舎１階の共用部分の有効活用(応接スペース等の設置)のた

めの工事や、本庁舎外壁改修工事、庁舎外書庫設置工事等の工事を実施し

ているが、本章においては全体内部改修工事を取り上げる。 

 なお、全体内部改修工事の 3 段階の工事プロセスについては表 2-1 のと

おりである。本章における多段階の工事プロセスについては、一定期間（今

回は 3年間）で完了する工事におけるプロセスについて述べている。 

 

2-3 第 1段階 特定組織（特定区域：4課）における改修 

 

2-3-1 検討対象の選定 

 改修工事を行うにあたり、検討対象として本庁舎にある 4 階の 4 課(図

2-5：改修面積 678 ㎡:都市計画課、まちづくり推進課、建築住宅課、管財

営繕課）が比較的多数の業務について関連性があることから、第 1 段階の

改修の範囲に選定し、平成 12 年 9 月～平成 13 年 3 月に、オフィス改修工

事の検討・計画・実施を行うこととした。 
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図 2-3 三重県庁ＦＭマネジメントサイクル 

図 2-4 三重県庁ＦＭ改修モデルにおける 3段階プロセス 

 
図 2-5 第 1 段階 改修範囲 第 1段階 改修範囲 

 

 

改修プロセス 第 1段階 第 2段階 第 3段階 

対象箇所/人員 4 課/144 名 4 階/220 名 全体(2-8 階)/1,699 名 

改修工事実施 平成 13 年 3 月 平成 14 年 3 月 平成 14 年 5 月～12月 

対象範囲面積 624 ㎡ 1306 ㎡ 16,640 ㎡ 

 

表 2-1 改修工事プロセスの概要 
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2-3-2 本庁舎における課題抽出 

本庁舎全体で目視による課題抽出調査注 2-1)を行ったところ、「各課間の間

仕切壁のため無駄な空間が発見しにくい」、「フロアーゾーニングが不明確

なため室内全体が雑然としている」、「オフィス･スタンダードがないため品

質が均一でない」という問題点が発見され、以下の 3 つの課題が抽出され

ている。 

課題① オフィスのオープン化 

課題② 明確なゾーニング 

課題③ オフィス･スタンダード注 2-2）の確立 

 

2-3-3 事前調査と結果への対応 

(1) 事前調査の進め方 

 課題解決と将来の全体改修を視野に入れ、オフィスの現況把握の事前調

査として、4課において収納物量調査と職員満足度調査（以降：満足度調査）

を行った。事前調査は、まず各課からの 2･3 名の職員で WGを構成し主導的

に調査を行ない、全体調整を管財室との協働で行った。併せて FM について

の全員研修会を開催し、FM の意義やオフィス改修への理解と意識の醸成に

努めている。 

 

(2) 収納物量調査（平成 12年 12 月実施） 

 オフィス・スタンダードの確立に向けて、スペースの有効活用を検討す

る目的で、オフィス内にてスペースを必要とする主な要因である書類・物

品を、以下の 7 種に分類し、4 課全職員に対し調査(回答数 129 人/職員数

129 人)を行った。 

① 執務室内（手元）に必要なもの 

② 同一フロアーの集中収納スペースにあれば良いもの 

③ 同一フロアー外の収納スペースでの保管で良いもの 

④ 図書・雑誌 

⑤ 物品 

⑥ その他 

⑦ 破棄してもよいもの 

調査結果(表 2-2)から廃棄可のものを減し、組織変更により加わる教育部

門の収納量を追加した必要収納量 1,194Fm 注 2-3)(表 2-3)と、改修計画上の設

置可能収納量 567Fm(表 2-4)を比較すると、約 48％の収容率となり必要収納

量が大きく上回った。但し、必要収納量 1,194Fm から同一フロアー収納量

449.5Fm、と同一フロアー外収納量 35.6Fm を除いた執務室内必要収納量

709Fm と可能収容量 567Fm を比較すると、約 80％の収容率となり、県庁組

織的に、四課執務室の改修において執務室内収容量の 80％化は可能と判断 

注 2-1） 

日本ファシリティマネジメント

推進協会への委託(日本ファシリ

ティマネジメント協会編:三重県

庁 執務空 間のあ るべき 姿、

2001.1)による。 

注 2-2） 

オフィススタンダード: 

本庁舎の改修工事においては、 

改修するにあたり、オフィスの標

準化として、 

・通路幅、デスク配置の基本を定

めるなどのレイアウト・スタンダ

ード。 

・そこに並べるデスクやキャビネ

ットの家具のサイズと仕様を統

一する家具スタンダード。 

・デスク・サイズからワークステ

ーションの大きさを統一するス

ペース・ス タンダード。 

をオフィス・スタンダードとし

た。 

注 2-3） 

Fm（ファイルメーター）： 

書類を A4 サイズでｍ換算した。 
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表 2-2 必要度別オフィス内書類量（単位 Fm：A4 サイズで m換算、以下同様） 

表 2-3 課別必要収納量 表 2-4 設置可能収納量 

E筆名 1)書類手π 2)悶ーフロア

都市計画線 101. 4 126.3 
まちづくり 45，1 89. 7 
推進課

建築住宅課 163.9 141.9 
管財営繕諜 72.4 91. 6 
四謀総E十 382. 8 449.5 

必要Fm

都市計画課 328 

まちづくり推進課 171 

建築住宅課 360 

管財営繕諜 295 

教育 G 40 

計 (Fm) 1， 194 

$教育G:組織変更により新規に加わる
グループ

3)同一フロア外 4)図書 ・猪総

20.3 28.5 

0.0 22.0 

3.2 19.8 

12.1 55.2 

35. 6 125.5 

ロッカ一種別

3 x 6、3x 2ロッカー

3 x 3ロッカー

前後列ロッカー

引き出しロッカー

3 x 3、3x 1ロッカー

合計 (Fm)

5)物品 めその他 7)廃棄可 計Fm

46.5 5.4 2. 7 331. 1 

14.0 0.2 1，5 172.5 

24.9 6.2 2.5 362.4 

56.9 6.9 17.3 312.4 

142.3 18.7 24.0 1178.4 

数量 。高 段数 計

35 0.9 61 189.0 

101 0.9 21 181.8 

30 0.8 61 144.0 

15 0.9 4 36.0 

6 O. 9 3 16.2 

567 
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し、計画を進めることとした。 

 

(3) 満足度調査注 2-4）の実施（収納物量調査と同時） 

満足度調査(回答数 129 名人/職員数 129 人)は、8の評価軸別に計 26 の設

問と全体評価の合計 27問を 5段階で評価（1～5を加点）した。調査結果（詳

細は後掲の表 2-16 を参照）から分かったこと（表 2-5）は、まず、全体評

価「オフィスの満足度」の 5段階評価を見ると、4課平均で 2.6 と、オフィ

スの全体評価として評価の基準とする 3を下回っていた。 

 次に、Ⅰ～Ⅷの評価軸別に見ても、突出して低い評価のものはないが、「不

快感のない環境（3.1）」を除いて 3.0 を下回っており、総合的に何らかの

不満が潜在していることが分った。 

また、個別の設問のうち満足度の低いものは(表 2-5 右表)、「気分転換で

きるスペースがあるか（1.7)」、「落ち着いた雰囲気か（2.2）」、卓上スペー

スが広いか（2.2）」、「きれいか（2.2）」という設問であった。 

 調査結果の満足度の低いものの解消として、執務スペースと打合せスペ

ース等を明確にゾーニングし、落ち着いて執務できる環境とした。 

また、オフィス・スタンダードを設定し、一律の基準で整然と机を配置、

卓上スペースの確保により、美観の向上を目指すとする。気分転換できる

スペースの確保に関しては、今後ゾーニングにより生じる庁舎全体での余

剰スペースを有意義に使用することとした。 

 また、満足度調査に併せて行った記述式意見では、特に「環境先進県と

して、机も椅子も使えるものはすべて使っていくべきである」との意見が

多く寄せられ、環境推進県として経費削減の点からも、可能な限り既存の

ものを使うこととした。 

 

(4) 行動パターン調査の実施 

  フリーアドレスオフィスの可能性を調査する為に、職員の行動の把握を

行った。具体的に、職員一週間の行動パターンとして、在籍率を 15 分刻み

で調査し、①庁外、②庁内、③課内、④自席、の種別で集計(回答数 129 名

人/職員数 129 人)した。 

 ファシリティマネジメントガイドブック注 2-5）によると、一般的にノンテ

リトリアル化ができる在室率は最大 50％、平均 40％以下であることが条件

とされており、今回の行動パターン調査において平均 40％以下の、建築営

繕グループ(図 2-6)、電気グループ(図 2-7)、設備グループ(図 2-8)におい

てフリーアドレスの導入を図った。 

 

2-3-4 4 課オフィス改修計画と工事実施 

(1) 4 課オフィス改修計画（詳細は後掲の P39:表 2-14 を参照） 

注 2-4） 

職員満足度調査の調査項目（表

2-16)は、「フシリテマネジメン

ト・ガイドブック第 2 版参2-8（FM

推進連絡協議会編:1998.3）」

pp304-309、(社)ニューオフィス

推進協議会(NOPA)改善効果測定

技法を参考に作成。 

注 2-5） 

「フシリテマネジメント・ガイド

ブック第 2版参 2-8（FM 推進連絡協

議会編:1998.3）」pp370。 
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表 2-5 満足度調査結果 

（評価軸別平均）       （設問別平均） 

 
図 2-6 在籍状況（建築営繕 G） 

図 2-8 在籍状況（設備 G） 

図 2-7 在籍状況（電気 G） 
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評価軸 事前

オフィスの機能性 2.8 

E インテリアの調和 2.4 

E 共用スペース 2. 7 

N ゆとりとりレシdント 1.9 

v デスク廻りの環境 2.6 

羽 不快感のない環境 3.1 

vn 疲労を感じない環境 2.8 

VJ][ オフィスのイメージ 2.5 

-オフィスの満足度 2.6 

建築営繕グループの在席状況

設備グループの在席状況

評価軸 設問 事前

E オフィス家具の高さが統一されているか 2.5 

オフィス全体の調和(色・材質・形)がとれているか 2.3 

W 落ち精いた雰図気か 2.2 

気分転換できるスペースがあるか 1.7 

v 集中できるか 2.5 

業務内容に対応しているか 2.5 

静かか 2.3 

卓上スペースが広いか 2.2 

動線がスムーズにとれているか 2.4 

VI 各種配線が気にならないか 2.4 

座り心地の良いイスを使っているか 2.5 

羽 きれし、か 2.2 

*設問26項目のうち、評価の低かったものについて上げた。
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課題抽出調査により抽出された、課題①オフィスのオープン化、課題②

明確なゾーニング、課題③オフィス･スタンダードの確立、について事前調

査及び WGによる検討を踏まえ、次の計画を設定した。 

 

課題①：オフィスのオープン化については、将来の組織変更に対応できる

「1)ユニバーサル・オフィス」注 2-6)とするために、間仕切と無駄

なスペースをなくして、開放感のある明るい執務空間とする「2)

オープン・オフィス化」を設定。 

課題②：明確なゾーニングについては、「3)顧客（県民等）を重視した打合

せスペースのゾーニング」、「4)バリアフリー化」、「5)セキュリテ

ィの確保」、コピー機等を共有化しスペースの有効化を図る「6)備

品類の共用化」、ゾーニングされたスペースで使用される事務机や

打合せ机等の「7)既存備品の有効活用（環境配慮）」、収納ロッカ

ースペースの集中化と文書内容に応じ、手元保管等規則的に収納

整理する「8)収納(ﾌｧｲﾘﾝｸﾞ）」を設定した。設定のうち 4)、5)、6)

については、WG での検討によるものである。 

課題③：オフィス･スタンダードの確立については、「9)オフィス・スタン 

    ダード」を設定し、併せてオフィス内の配線を「10)柱や壁に沿わ 

せた配線。」と設定することにより美観面での配慮を行う。 

 

(2) オフィス改修工事の実施 

改修計画は、デスクレイアウトについて組織のフラット化に合わせ、同

サイズの 8基の机で 1島を構成するオフィス・スタンダード (図 2-9 中欄）

を設定し、既設平面（図 2-10）から間仕切りを撤去しオープン化としてい

る。また、ゾーニングについては、打ち合わせスペースを廊下近くに集約

することにより、執務スペースとの明確化を計画(図 2-11）し、平成 13 年

3 月に 4課のオフィス改修工事を実施した。（写 2-2,2-3） 

 

2-3-5 4 課オフィス改修の検証のための事後調査 

 4 課オフィス改修工事後に事後調査を実施し、調査結果の評価・検証を行

った。 

(1) 満足度事後調査結果（平成 13年 7月実施） 

 4 課オフィス改修後３ヶ月を経過した平成 13 年 7 月に、改修前に実施し

た同じ設問にてアンケート調査を行った。（回答数 144 名/職員数 144 名） 

 設問の内容別に分類した 8 の評価軸の平均の結果、「オフィスの機能性」

を除く 7の評価軸でポイントが改修前を上回り(表 2-6）、全般的に満足度は

向上したと言える。8の評価軸の中で「オフィスの機能性」のポイントが下 

 

 
写 2-2 改修前オフィス 

 
写 2-3 改修後オフィス 

注 2-6） 

ユニバーサル・オフィス： 

役職や地位に関係なく、単一サイ

ズの個室を備え、運営維持上の変

化に対してできるだけ間仕切り

の移設などをせず、空間移設費用

を抑制するオフィスとの考え方。

（「フシリテマネジメント・ガイ

ドブック第 2版参 2-8（FM 推進連絡

協議会編:1998.3）」pp340）本庁

舎改修においては、単一サイズの

机で構成された島を基本とし、間

仕切り壁の無いオープンなオフ

ィスとしている。 
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図 2-9 従来のデスクレイアウトと改修時のオフィス・スタンダード＊1 

図 2-10 4 課オフィス現況平面図 

表 2-6 満足度調査結果（評価軸別平均事前・事後集計） 

 

図 2-11 4 課オフィス改修平面図 

＊1 

図 2-9 中、2.第 1 段階(4 課)改修時、 

3.第 2 段階(4 階)改修時において 

は、左図のレイアウトをオフィス・ 

スタンダードとして、執務スペース 

（4 階改修時は執務ゾーン）の基本 

レイアウトとした。 

＊2 

 「島」については、係やグループ等

組織の最少単位のデスクの集まり

としている。 

島＊2 
島＊2 
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がったが、これは評価軸の中に「現在の机のサイズ・デザインで業務に支 

障はないか」という改修後のポイントが下がった(2.9→2.6）設問（表 2-7）

が分類されているためであった。これについては、4課のオフィス改修に 

おいて、すべての机を片袖机に統一（前頁:図 2-9 中欄）したため、広い両

袖机に座っていた職員の満足度が下がったことによるものと考えられる。 

また、事前の行動パターン調査において、在席率が平均 40％以下の管財

営繕課の一部グループにフリーアドレスを実施し、デスクスペースを 20％

削減したが、朝夕の時間に 8人席を 10人が使用するという状況になり職員

の否定的な評価が高かった(P43:表 2-16)ため、結果として固定席に戻した。 

 

(2) 来訪者アンケート調査（平成 13 年 11 月～12 月実施） 

 平成 13年 3月のオフィス改修後の平成 13年 11 月～12 月にかけて、職員

以外で県庁を利用する 4 課の来訪者に対し、明確なゾーニングの評価とし

て、オフィスの印象等についてのアンケート調査（5段階評価）を実施した

（回答者数 49名来訪者 90 名中、）。 

 結果、総合評価（図 2-12）は「かなり良くなった(45%)」と「やや良くな

った(48%)」を合わせた約 93％の来訪者から良い評価を受けた。また、「以

前のオフィスとの比較」の設問についても、4.4 ポイントの高評価であった。  

利用者と来訪者のアンケート結果を比較(表 2-8）すると、全体的にほぼ

同じ傾向を示している。その中で、「打ち合わせのしやすさ」については、

両者の評価が高く、執務環境が整備されたと言えるが、「案内表示」につい

ては両者とも評価が低く、オープン化による課の位置が外からは分かりに

くくなったと考えられる。 

 

2-3-6 第１段階での課題と展開 

(1) 職員満足度が最も低い項目（気分転換できるスペース）の対応 

 事前調査に引き続き事後のポイントが 2.0 と最も低かった「気分転換で

きるスペース」については、今回改修で新しく生み出されたスペースにリ

フレッシュ・ルームを設置するとした。 

 

(2) 職員満足度が下りかつ最も低い項目（卓上スペース）の対応 

 事前調査でもポイントが低かった項目で、従来、課長補佐以上は幅の広

い両袖机となっていた。当初のオフィス・スタンダードでは、机は統一し

て全て幅の狭い片袖机とするため、約 400 台の両袖机を廃棄するとしてい

たが、アンケート調査結果と環境面、経済面から両袖机についても活用す

ることとした。(前頁:図 2-9 右欄)。 
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表 2-7 満足度調査結果(設問別項目) 

 

評価軸 設問 事前 事後

Ⅰ 現在の机のサイズ、 デザインで業務に支障はないか    2.9 ▼ 2.6

Ⅱ オフィス家具の高さが統一されているか    2.5    3.4

オフィス全体の調和がとれているか    2.3    3.1

Ⅳ 落ち着いた雰囲気か    2.2    2.6

気分転換できるスペースがあるか    1.7    2.0

Ⅴ 集中できるか    2.5    2.6

業務内容に対応しているか    2.5    2.7

静かか    2.3    2.4

卓上スペースが広いか    2.2 ▼ 2.0

動線がスムーズにとれているか    2.4    2.9

Ⅵ 各種配線が気にならないか    2.4    3.1

座り心地の良いイスを使っているか    2.5    2.7

Ⅶ きれいか    2.2    2.9

＊事前調査で評価が低かったものと、事後評価が事前評価を下回ったもの
（▼で表示）。

 

 

図 2-12 来訪者アンケート調査結果(設問別項目) 

表 2-8 来訪者アンケート調査結果(設問別項目) 

評価指標

1.オフィスの明るさ

2 以前のオフィスとの

比較

3.打ち合わせのしやすさ

4.案内表示

5.清潔さ

* 45%+ 48%= 93%の
好評価を受けた。

利用者 来訪者

3.2 
以前のオフィス

3. 1 4.4 I との比較 メ~.~、、\

3.9 4.0 

2. 1 3.2 I 
2.9 
4.Tl 打ち合わせの

しやすさ

j青;索さ
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案内表示については、改修工事においてエレベーターホールに近い部分

に案内窓口を設置し、人的対応を行うこととし、サイン計画について今後

WG を設置して検討していくこととした。 

 

(3) 事前・事後調査とも不満度の高い項目（フリーアドレス）の対応 

 事前調査のポイントが 3.5 に引き続き、事後調査が 3.6 と不満度の高い

「フリーアドレス」については、本庁舎以外の場において決済処理やメー

ル受信等の通信環境が未整備のため、現時点では見送ることとなった。 

 

2-4 第 2段階 規模拡大（標準区域：4階フロアー）における改修 

 

 改修工事の規模を、階の単位に拡大する第 2 段階の時点で、本庁舎全体

へ規模拡大する第 3 段階の改修工事を想定する必要があり、本庁舎全体の

改修計画を想定した基本方針を策定することとした。 

 

2-4-1 本庁舎アクションプラン（実行計画）の策定 

 本庁舎の各階平面は基本的に同一であり、今後、4階フロアーの改修計画

が、本庁舎全体へ規模拡大する基本となるため、参考となる民間企業や他

県庁舎等の良好なオフィスを FM の視点からベンチマーキングを行い、本庁

舎アクションプランを策定することとした。 

 

2-4-2 ＦＭベンチマーキング参 2-6 

 今回のベンチマーキング(図 2-13)については、第 1 段階で実施・検証し

た三重県のオフィス改修計画について予備調査を行い、3都県及び 2企業を

選定の上、訪問調査を実施した。調査結果の比較・分析により三重県庁に

おけるベストプラクティスを設定し、本庁舎アクションプランとして本庁

舎全体の改修計画を想定した上で「本庁舎内再配置の基本方針」を策定す

る際の参考とした。 

 

2-4-3 本庁舎内再配置の基本方針 

 基本方針(表 2-9）は、第 1段階の調査結果や課題と対策、FM ベンチマー

キングによる調査結果を財務・供給・品質の FM の視点で整理し策定した。 

 

2-4-4 拡大対象の選定 

拡大対象として、第 1 段階の課題を解消する必要性から、第 1 段階の 4

課を含む 4 階全体において、4 課以外の 4 階健康福祉部の範囲（1,306 ㎡）

に規模拡大し、平成 13 年 7 月～平成 14 年 3 月にかけて 4 階フロアー改修

の検討・計画・実施を行った。 
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  表 2-9 本庁舎内再配置の基本方針（三重県庁にて 2002.1 策定） 

 

ゾーン名 表 示 想定スペース

執務ゾーン

共用ゾーン

フレキシブル
ゾーン

執務スペース
＊机はオフィス・スタンダー

ドにより配置

通路及び打ち合わせ
スペース

各部局が必要とする
機能スペース
＊更衣室、書庫等

図 2-14 本庁舎内再配置の基本方針におけるゾーニング図（三重県庁にて平成 14 年 1月策定） 

図 2-13 ベンチマーキングの流れ 

 

評価軸　 4 課事前 4 階事前

Ⅰ　オフィスの機能性    2.8    2.6

Ⅱ　インテリアの調和    2.4    2.3

Ⅲ　共用スペース    2.7    2.1

Ⅳ　ゆとりとﾘﾌﾚｼｭﾒﾝﾄ    1.9    1.8

Ⅴ　デスク廻りの環境    2.6    2.3

Ⅵ　不快感のない環境    3.1    2.3

Ⅶ　疲労を感じない環境    2.8    2.5

Ⅷ　オフィスのイメージ    2.5    2.2

◆　オフィスの満足度    2.6    2.1

 

表 2-10 職員満足度（評価軸別平均） 

凡 例 

 

＊ゾーニングに際し、4 課改修時の 執務スペース→執務ゾーン、 打ち合わせスペース→共用ゾーンとフレキシブルゾーンへ分け 名称変更を行った。 

 

〇本庁舎内再配置の基本方針
（財務）

①人、物の移動も経費の一部と捉え、現在のフロア配置を基本に、部局の規模、
スペース等を勘案し、最小限の経費による再配置を行う。

②環境負荷軽減を図るため、既存家具を最大限に活用する。
（供給）

①組織の改編に柔軟に対応可能なユニバーサル・オフィスとする。（オフィス・スタ
ンダードによるゾーニング＊3（図2-14）)

②階層構成の最適化を行う。（スタッキング＊3）
ア）執務室スペースは原則として２階から８階までに配置し、１階は来訪者の利

便性を考慮し、情報発信、相談のためのフロアとする。
イ）執務室スペースは原則として１部局が１フロアにまとまるよう配置する。

１部局が２フロア以上にわたる場合には、特別な事由があるものを除き、近
接する階層に配置する。

（品質）
①各部局ごとの１人当たり面積のアンバランスを是正する。＊4

＊3 

ゾーニング: 

最適なスペースの配置を計画すること。 

複数の階層にわたる場合はスタッキン 

グと呼ばれる階層構成のゾーニングと、ブ 

ロッキングというフロア単位でのゾーニ 

ングがある。参 2-7 

 基本方針では、 

ゾーニング：フロア単位でのゾーニング 

スタッキング: 階層別ゾーニング  

として用いている。 

＊4 

 図 2-14 ゾーニング図における壁芯での計 

算上の概算値の一人当たり面積は 5.0 ㎡

（独立した部長室を除いて 5.03 ㎡）とし

ている。 
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2-4-5 4 階オフィス改修のための事前調査 

(1) 満足度調査（平成 13 年 7月実施） 

 4 課オフィス改修と同様に、4階健康福祉部職員に対してもオフィス利用 

者アンケートを実施した(回答数 228 名/職員数 230 名）。 

アンケートは、4課オフィス改修との比較により、課題を把握しやすいよ

うに基本的に設問を統一した。 

 職員満足度結果（前頁:表 2-10）を分析すると、全体評価「オフィスの満

足度」という質問に対する 5段階評価は 2.1 であり、4課事前の平均値 2.6

と比較すると 0.5 ポイント低い。次にⅠ～Ⅷまでの各項目別の評価におい

ても全ての項目で下回っていたことから、先に行った 4 課よりも、満足度

は低いオフィスということが明らかになった。また、個別の設問(詳細は後

掲の P43:表 2-16 を参照)から見ると、「気分転換できるスペースがあるか

(1.6)」が、4 課同様満足度が最も低く、「動線がスムーズにとれているか

(1.9)」の設問に対しての満足度が低かったことも明らかとなった。 

 

(2) 収納物量調査（平成 13年 7 月実施） 

 4 課オフィス改修と同様に、4階健康福祉部オフィスについても現有の収

納物量調査(表 2-11）を実施（回答数 228 名/職員数 230 名）し、レイアウ

ト案に基づく 4 階収納可能量（表 2-12）との検討を行った結果、必要収納

量 1,714Fm（健康福祉部 1,147(表 2-11）+4 課 567（P29:表 2-4)）に対し収

納可能量 1,472.4Fm（表 2-12）であり、86％の収納率(表 2-13）となった。  

4 課改修時においては収納率を 80％化とした実績を踏まえ、4階健康福祉

部オフィス業務も 4 課同様窓口業務でなく、業務の進め方に大きな違いが

無いため、収納量の圧縮に関して収納量の 86％化は可能と判断し計画を進

めることとした。 

 

2-4-6 4 階オフィス改修計画と工事実施 

(1) 4 階フロアー改修計画 

 第 1 段階での課題と対策及び 4 階事前調査結果から、オフィス改修計画

(表 2-14)を見直し、また、本庁舎内再配置の基本方針により、4 階フロア

ー改修計画を設定した。（表 2-14、図 2-15、図 2-16） 

 

(2) 4 階フロアー改修工事の実施 

 平成 14年 3月に 4階フロアー（4課以外）の改修工事を実施した（写 2-4、

2-5）。図 2-16 のとおり、4 階については、ゾーニング及びオフィス・スタ

ンダードに基づくデスク配置からオープンでスペース的に効率の良いオフ

ィスとなっている。具体的には①各課の間仕切りを取り除き、適切な机の

間隔・配置することによりスペースを創出した。②創出したスペースを打 

 

写 2-4（改修後)4 階廊下部 

来訪者に暖かく親しみの持てる

雰囲気を演出するため、ガラス間

仕切りとする。入り口はバリアフ

リーに。 

 

写 2-5（改修後）ﾘﾌﾚｯｼｭﾙｰﾑ 

オフィスのオープン化に伴い、気

分転換できるスペースといしてリ

フレッシュルームを設置。 
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課　　名 収納書類量

健康福祉政策課 210.3

医療政策課 153.6

健康対策課 143.7

長寿社会課 154.7

こども家庭課 132.0

障害保健福祉課 93.6

薬務食品課 125.6

県立病院課 133.2

合　計(Fm) 1,147

＊ 4階の表記のあるものは、4階全体
　の課から、4課を除いた課の調査。

 

什器の種類 サイズ (W × D × H） 4階 4課 計

窓下 3× 3ロッカー 0.9 × 0.4 × 0.9 169.2 106.2 275.4

3 × 3ロッカー 0.9 × 0.4 × 1.12 199.8 118.8 318.6

3 × 6ロッカー 0.9 × 0.4 × 1.8 310.5 121.5 432.0

3 × 1ロッカー 0.9 × 0.4 × 0.45 62.1 24.3 86.4

6 × 1ロッカー 0.9 × 0.4 × 0.45 － － 0

前後列ロッカー 0.9 × 0.4 × 2.32 216.0 144.0 360.0

計（Fm: ファイルメーター） 957.6 514.8 1,472.4  

各部局別の Fm 現有 Fm 収用可能 Fm

4 階分
（4課以外） 1,147 957

4 課分
（改修済） 567 515

計 (Fm) 1,714 1,472

* 収納率：(収納可 )/( 現有）
　　　=1,472.4/1,714=85.9 ≒ 86%

表 2-14 オフィス改修計画の変化 

表 2-11 4 階現有収納量(Fm) 表 2-12 4 階収納可能量(Fm) 表 2-13 収納量比較(Fm) 

 

 

図 2-15 （改修前）本庁舎 4階平面図 

図 2-16 （改修後）本庁舎 4階 

 

（11）案内窓口の設置（新設）

　４課改修時に満足度の低い「案内掲示」の解消の為に、エレベーターホールに近い部分に案内
　窓口を設置。

　将来の組織変更に対応しうるユニバーサル・オフィスとする

　共用ゾーンと執務ゾーンを明確にし、来訪者
　とはホールに近い打ち合わせコーナーで対応
　できるようにする。

（２） オープン・オフィス化

　２）収納ロッカー

　　執務室内：H=0.9mのロッカー、東の壁面：前後列移動ロッカー

(10)柱や壁に沿わせた配線

　　天井からの配線をまとめて壁、柱部に集中させ、
　　美観に配慮する。

(9)オフィス・スタンダードﾞの設定

　１）デスクレイアウト

　　窓面垂直方向にレイアウト、
　　島と島の間隔1.8m、
　　8基の片袖机で1島を構成。

→環境に配慮し、片袖机６基と両袖机２基
　に見直し（変更）

（7） 既存備品の有効活用（環境配慮）

　机、いす、ロッカー等の備品類は、可能な限り既存品を使用して環境への配慮をする。

（8） 収納（ﾌｧｲﾘﾝｸﾞ）  

　手元保管、室内集中保管等に区分し、文書内容に応じた規則的な収納整理をする。
　（手元保管は３×３ロッカー）

（６） 備品類の共用化

　新聞、コピー機、水屋、冷蔵庫、ﾘｻｲｸﾙﾎﾞｯｸｽ、消耗品用什器類等は、集中化してスペースの
　有効化を図る。

（１） ユニバーサル・オフィスへ

第1段階　（4課）改修時 第2段階　（4階）改修時に変更した計画

（４） バリアフリー化

　出入口はオープン及びハンガードアーとし、障害物等の無い執務空間にする。

（５） セキュリティの確保

　間仕切と無駄スペースをなくして最大限有効活用することによって、開放感のある明るい快適な
　執務空間とする。

（３） 顧客（県民等を）重視したゾーニング 

→リフレッシュｽﾍﾟｰｽを設置（追加）

　セキュリティ対策のため、階段ホールを仕切る。なお、ホールの空間は、階段ホールの快適性を
　保ち、来訪者に暖かく親しみの持てる雰囲気を創出するためガラス間仕切とする。
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ち合わせ等で利用する共用スペースとする。③東西の廊下をオフィス内に

取り込むことにより、オフィス面積が増加し、よりオープンなオフィスと

なった。 

 

2-4-7 4 階オフィス改修の検証のための事後調査（平成 14年 7月実施） 

 4 課改修時と同様の利用者アンケートを実施し(回答数 142名/職員数 225

名)、オフィス改修前の事前調査と今回事後調査結果を評価軸・設問別（表

2-15）に比較した。総合的な満足度は、5 段階評価で、事前調査の満足度

2.1 が、事後調査では、3.3 に大幅に向上し、更に、評価軸の 8項目につい

ても、全ての項目で満足度が向上した。中でも「ゆとり」と「リフレッシ

ュメント」が、事前調査に比べて 1.0 ポイント増加した点は、リフレッシ

ュ・ルーム設置の効果を示す結果であり、第 2 段階での効果の実現と考え

られる。 

 

2-4-8 第 2 段階での課題と展開 

 4 階フロアー改修を検証した結果として、全般的に満足度が向上し、中で

も評価軸の「Ⅱ.インテリアの調和」、「Ⅵ.不快感のない環境」が向上した。  

また、第 1段階での課題であった項目の評価軸である「Ⅰ.オフィスの機

能性」、「Ⅳ.ゆとりとリフレッシュメント」についても向上している。 

このことから、第 1 段階の限定区域での検討を第 2 段階で規模拡大した

結果、想定外の大きな課題はなかったと判断し、第 2 段階のオフィス改修

計画について、第 3 段階の本庁舎全体へ規模拡大し改修工事を進めること

とした。 

 

2-5 第 3段階 本庁舎全体（全体区域）における改修 

 

2-5-1 本庁舎全体改修計画                 

 本庁舎全体改修計画については、平成 14年度の大規模な組織改正への早

期対応の必要性があること、また、本庁舎内で行う業務については、他部

署においても県行政の企画・調整を主とした同質の業務であり、4階改修時

に大筋の共通する課題が把握できており、仮に過不足があっても、事後調

査結果で修正対応するという判断で、第 3 段階における事前調査について

第 2段階の事前調査結果を援用し、早期に効率的に工事を実施した。 

 

2-5-2 本庁舎オフィス改修の実施（本庁舎 2～8階:4 階除く)  

 オフィス改修工事にあたっては、まず平成 14年 3 月にスタッキングに基

づくフロアーの入れ換えと、簡易に撤去可能な耐力壁以外の各課の間仕切

りを撤去した。その後、第 2段階の 4階オフィス改修の検証を踏まえ、平 
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評価軸 事前 事後

Ⅰ　オフィスの機能性    2.6    2.8

Ⅱ　インテリアの調和    2.3    3.0

Ⅲ　共用スペース    2.1    4.0

Ⅳ　ゆとりとﾘﾌﾚｼｭﾒﾝﾄ    1.8    2.9

Ⅴ　デスク廻りの環境    2.3    2.8

Ⅵ　不快感のない環境    2.3    3.0

Ⅶ　疲労を感じない環境    2.5    3.0

Ⅷ　オフィスのイメージ    2.2    3.2

◆　オフィスの満足度    2.1    3.3

評価軸 ポイントの低い設問 事前 事後

Ⅲ
共用の作業スペースがあるか    2.1    3.7

接客スペースは確保されているか    2.1    4.2

Ⅳ
落ち着いた雰囲気か    2.1    2.9

気分転換できるスペースがあるか    1.6    2.8

Ⅴ 動線がスムーズにとれているか    1.9    2.8

Ⅵ
空気の循環はよいか    2.1    3.0

各種配線が気にならないか    2.0    3.0

Ⅷ きれいか    2.0    3.0

＊上記表の設問については、4階事前調査時にポイントの
　低い設問をピックアップし、事後調査と比較した。

表 2-15 職員満足度（評価軸別平均） 
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成 14 年 7 月～9 月に、2、3、6 階と 8 階の一部のオフィス改修工事施工を

実施する。さらにその後、平成 14 年 11 月～12 月に、5階と 7階の一部で、

オフィス改修工事施工を実施し、平成 14 年度の 1年間をかけて本庁舎全体

のオフィス改修工事を実施した。（写 2-6、2-7） 

 

2-5-3 本庁舎オフィス改修の検証のための事後調査（平成 15年 8月実施） 

 工事施工後 4 ヶ月経過の平成 15 年 8 月、利用者アンケートを実施し(回

答数 962 名/職員数 1,699 名)、事前・事後結果を比較した(表 2-16)。 

 総合的な満足度は第 2段階(4 階)事前調査の満足度 2.1 に対し、事後調査 

では 2.4 へと 0.3 ポイント向上。評価軸別の 8 項目についても、全ての項

目で満足度が向上し、第 2 段階同様改修の効果が表れた。個別の設問にお

いて「現在の机のサイズ・デザインで業務に支障はないか」が、0.1 ポイン

ト下降したが、第 1 段階より共通してポイントが低く、既設備品の有効活

用から机のサイズを小さく統一した影響である。その他の設問については、

同等若しくは向上した結果となっており改修工事の効果が確認できる。 

また、評価において 4 階の事前調査を援用した点については、第 2 段階

同様の効果が表れている。個別の課題は今後生じる可能性を否定できない

が、随時迅速に対応することで解決が可能と考える。 

 

2-5-4 第 3 段階での課題と今後の展開 

 事後調査結果より、評価軸別の各項目について満足度が向上した結果を

得たが、今後の個別の設問の課題として、机等の既存備品の有効活用の調

整を備品の交換時に速やかに検討していく必要がある。 

 

2-6 改修工事のコスト面における改善効果 

 

H12～14 本庁舎改修工事総工事費は、3段階プロセスを経る事により改修

後の予想外工事を抑制した上で約 132 百万円であった。  

表 2-17 の年度別各種改修工事費を全体改修工事実施(H14)前後の年平均

工事費で比較すると、実施前の 25 百万円から実施後の 4 百万円と約 20 百

万円の減となった。これは、オープン化による間仕切り設置・移設費の不

要に伴う大幅な削減であり、総工事費約 132 百万円は、単純計算から約 7

年(20×7=140 百万円）で回収可能な計算となる。 

 

 

 

 

 

 

写 2-6（改修後）本庁舎執務室 

デスクレイアウトを見直し統一的に

設置。 

 

写 2-7（改修後）本庁舎打ち合わ

せコーナー 

既設備品を集め打ち合わせコーナー 

を設置。 
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事前 事後 事前 事後 事後

129/129 144/144 228/230 142/225 962/1,699

2.8 2.7 ▼ 2.6 2.8 〇 2.7 〇

・ 2.8 2.8 △ 2.6 3.0 〇 2.6 △
・ 2.6 2.7 〇 2.4 2.8 〇 2.5 〇
・ 2.7 2.7 △ 2.6 2.8 〇 － －
・ 2.9 2.6 ▼ 2.6 2.6 △ 2.5 ▼
・ 2.9 2.8 ▼ 2.7 2.7 △ 2.7 △

2.4 3.3 ◎ 2.3 3.0 ◎ 2.8 ◎

・ 2.5 3.4 ◎ 2.5 3.2 ◎ 2.9 〇
・ 2.3 3.1 ◎ 2.2 2.8 ◎ 2.7 ◎

2.7 3.7 ◎ 2.1 4.0 ◎ 3.0 ◎

・ 共用の作業スペースがあるか 2.6 3.5 ◎ 2.1 3.7 ◎ 2.9 ◎
・ 自由に打ち合わせできるスペースがあるか 2.8 3.9 ◎ 2.2 4.1 ◎ 3.3 ◎
・ － － － 2.1 4.2 ◎ 3.1 ◎

1.9 2.3 〇 1.8 2.9 ◎ 2.4 ◎

・ 落ち着いた雰囲気か 2.2 2.6 〇 2.1 2.9 ◎ 2.4 〇
・ 気分転換できるスペースがあるか 1.7 2.0 〇 1.6 2.8 ◎ 2.3 ◎

2.6 2.7 〇 2.3 2.8 ◎ 2.5 〇

・ 集中できるか 2.5 2.6 ○ 2.4 2.8 〇 2.6 〇
・ 業務内容に対応しているか 2.5 2.7 〇 2.5 2.8 〇 2.7 〇
・ 静かか 2.3 2.4 ○ 2.4 2.6 〇 2.4 △
・ 卓上スペースが広いか 2.2 2.0 ▼ 2.3 － － － －
・ 現在の業務はフリーアドレスになじまないか 3.5 3.6 〇 4.1 － － － －
・ 動線がスムーズにとれているか 2.4 2.9 ◎ 1.9 2.8 ◎ 2.4 ◎

3.1 3.5 〇 2.3 3.0 ◎ 2.7 〇

・ ＯＡ機器の音が気にならないか 3.3 3.5 〇 2.6 3.1 ◎ 2.9 〇
・ 空調の音が気にならないか 3.7 3.9 〇 － － － － －
・ － － － 2.1 3.0 ◎ 2.4 〇
・ 各種配線が気にならないか 2.4 3.1 ◎ 2.0 3.0 ◎ 2.6 ◎

2.8 3.1 〇 2.5 3.0 ◎ 2.9 〇

・ 充分な明るさが確保されているか 2.8 3.2 〇 2.5 3.0 ◎ 2.9 〇
・ 疲れない照明か 3.0 3.3 〇 2.7 3.0 〇 － －
・ 座り心地の良いイスを使っているか 2.5 2.7 〇 2.4 － － － －
・ 床がすべりにくいか 3.1 3.2 〇 2.4 － － － －

2.5 3.2 ◎ 2.2 3.2 ◎ 2.7 ◎

・ 明るい雰囲気か 2.7 3.5 ◎ 2.4 3.4 ◎ 2.9 ◎
・ きれいか 2.2 2.9 ◎ 2.0 3.0 ◎ 2.6 ◎

2.6 2.8 〇 2.1 3.3 ◎ 2.4 〇

第３段階（全体）

◆　オフィスに対する総合的な満足度

Ⅴ　デスク廻りの環境

Ⅵ　不快感のない環境

Ⅶ　疲労を感じない環境

Ⅷ　オフィスのイメージ

オフィス家具の高さが統一されているか

現在の机のサイズ・デザインで業務に支障はないか
ＯＡ機器の配置は適切か

Ⅱ　インテリアの調和

評価軸（Ⅰ～Ⅷ・◆）　／　設問 第１段階（4課） 第２段階（4階）

Ⅰ　オフィスの機能性

ロッカー等収納スペースへのアクセスは良いか
ロッカー等収納家具の機能は良いか

接客スペースが確保されているか

空気の循環は良いか

回答者数（人）/対象者数（人）

＊記号（◎：0.5ポイント以上大きく向上したもの　〇：少し向上したもの　△：現状維持　▼：ポイントが低下したもの）

オフィス全体の調和（色・材質・形）がとれているか

Ⅲ　共用スペース

Ⅳ　ゆとりとリフレッシュメント

欲しい情報がすぐ手に入るか

表 2-16 職員満足度段階別評価結果 

 

工事費 （単位 ： 千円） H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

間仕切り設置 ・ 移設工事 16,195 19,427 11,210 16,212 2,145 3,034 2,821 1,328 3,939

電気関係移設工事 4,729 4,544 5,267 6,332 981 669 896 1,007 240

電話関係移設工事 772 3,212 2,555 5,759 1,876 132 825 204 324

塗装等工事 99 2,520 1,085 303 0 0 0 0 0

計 21,795 29,703 20,117 28,606 5,002 3,834 4,542 2,539 4,503

年平均工事費 （千円） H10 ～ H13 ： 25,055 （千円） H14 ～ H18 ： 4,084 （千円）

表 2-17 年度別各種改修工事費（H12-14 本庁舎改修工事の総工事費を除く例年の改修工事費） 
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2-7 まとめ 

 

 本章のまとめとして、本庁舎オフィス改修工事の実施を通じ、3 段階に規

模を拡大した 3 段階のプロセスの検証から、多段階プロセスによるオフィ

ス改修工事の有効性を以下の項目についてまとめる。 

(1)将来的に継続して使用するためのファシリティマネジメントの視点 

1)ＰＤＣＡサイクルの実践による3段階のプロセスにおける改修工事は、 

職員満足度の第 1段階～第 3段階（前頁:表 2-16）の結果により、第 1  

段階終了時の要改善ポイントが、第2段階でほぼ解消出来たと言える。 

2)業務が基本的に同質の場合、①第 2段階実施時に第 3段階を見据えて 

 建物全体のオフィス改修計画（P39:表 2-14）を策定することにより、 

第 2段階での効果の検証が第 3段階での効果の予測となる。②事前調 

査において、プロセスの効率化の可能性が確認できた。 

(2)改修工事における想定外の問題の予防 

1)3 段階を経ることにより、前段階での検証結果が不適当な場合、結果 

を次段階にフィードバックし、改修時の規模拡大の際に再度改善が図れ

る点で、改修後における想定外の問題の予防に有効である。 

2)特に行政のように年度単位で予算を執行する組織においては、年度単 

位での判断が可能であり、結果的にコスト面の効果も期待出来る。 

(3) オフィス改修工事の多段階プロセス 

1)オフィス改修において、執務環境の改善や組織構造の変化等の外的要 

因だけに対応した改修工事だけを実施する場合は、1度に速やかに実施 

することは出来る。しかし、そこで実際に働く職員の満足度という対 

立する要素を調整し、最適解を求めるような改修を行う場合において 

は多段階プロセスを経ることで修正が出来るという点で効率的である。 

2)多段階における実施プロセスを経る中で、前段階で改修を実施したオ 

フィスを実際に確認できることで、次段階以降のオフィス改修におい 

て、職員の理解と意識が変わり、スムーズに実施する事が出来る。 

  

 以上の検討により、大規模なオフィス改修における、改修直後に不具合

の少ない効率的な工事手法として、改修時に不具合を解消していく多段階

プロセスによるオフィス改修工事の有効性を確認した。 

なお、同様の改修工事を実施する際の参考として、本庁舎改修工事にお

ける多段階プロセスでの改修工事について、各段階別にまとめたものは図

2-17～2-19 及び次頁:表 2-18 である。 
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図 2-17 改修工事 第 1段階プロセス  

 

図 2-18 改修工事 第 2段階プロセス 

 

図 2-19 改修工事 第 3段階プロセス  

。4階東側4課のモデル断片フィス改修

PLAN 対 象 総務局の管財営緩諜

県土言霊C首都の都市言語髭果・まちづくり推進課・
建築住宅課

検討期間 平成司2年9月~司3生日月

検討経過 ヮーキンタ
研修会

事前調査〈収車内物鑑縮、満足鹿島賀、行動

パターン調査〉

00 実施内容 4隷オフィス改善。ポイント…次(J)スライド

月6
 

月

ir
月
調
暗
躍

4
5
7
T
諜

査調弘主事K
 
C
 
E
 
H
 
C
 

打合せテーブル華11用率該医
照度調査

事後オフィス事l用考アンクート
来訪考アンケート

ACTION 言語2段階への展鈎:

→4隊フロアー全体のオフィス改修

+4階フロア全体のモデル自サフィス改善
PLAN 対 象 4~皆フロア全体

検討期間 平成司 3年5月~14年3月
検討経過 オフィス改善ワーキンタ

オフィス故き研修会

オフィス改善説こかかも事前該医

00 実施内容 オーブンオフィス化、適旬以rノーニンタ等

CHECK 事後調査 M 年5月組織改正にかかもア万ートのなか、で
『フロア配痘』について質問

司4年7月事後オフィス利用者ア‘ノケート

i果 題 案内ザインの更なる改善
ACTION 2事3段階への震倒

→本庁舎全体(z--a!ゆへの展開

。本庁舎全体のオフィス改善

PLAN 対 象 本庁舎2-構 〈端刃ア榔く全体〉

検討期間 平成M年度〈平成M年4月~1!非3月}

検討経過 各階オフィス改善ワーキ方

オフィス改善1こか力、る事前調査

00 実施内容 験員が働きやすい~島村くり、来庁者にやさし
い案内表示等

CHECK 事後調査 司5年8月事後オフィス事VII考7ンケート
毒事後来庁考アンケート

課 題 案内ザインめ改善豊
事争力、なスペース(J)確保

ACTION 縫緩した改善
→ザイン計画の再度の見直し
→l隊応援スペースの設澄。
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表 2-18 改修工事の多段階プロセス別の計画要件 

 

-小規模改修 卜中規模改修 卜大規模改修

施設の一部、課単位等の小規穫で部分|低層建築物、中高層建築物の階単位の|基準階を持つような、中高層建築物全

的な改修を想定。 I改修を想定。 I体の改修を想定。

........................写

?雨
戸 l本|
えl的同
捜 1l1li1

:1引 機!!.規程、要*

県民・唄..  

・対象単位が施設の全体に渡り、組織

の方針・戦略に即した改修とする必要が

あるため、 施設の管財FM組織と各部署

WGで実施。また、設計・工事等の実施

にあたっては、外部のサービス提供者

に委託を行う。

全体計画

-小規模な単位であるため、改修担当者卜対象単位が複数の部署・課に渡るた

や課の単独WG(ワーキング・グルー |め、対象部署でWGを権成する。その

ブ)により実施。 I際、研修会等にて意識の共有を図り、
計画を実施。

フロアー計画

-対象範囲の、現状の問題点を把握し、

問題点の改善を図る計画が主となる。

主な計画

計園内容

標準業務サイクル+維持サイク
ルの規模拡大

標準業務サイクル
+維持サイクル

マネジメント

サイクル
標準業務サイクル

静
c • 

寸寸
iプ

Zー続権時ジメント←+t
iE 
乙」

「一

。

プ
ロ
ジ
ェ
ヲ
ト
管
理

A P 

職略・針圃

固
FM 

・問題点の把握司改修計画司工事実施卜第1段階(小規模)での政修における標卜小規模司大規模へ標準業務サイクル
→評価という一般的な標準業務サイク|準業務サイクルの検証の後に、2段階 |による検語結果を反映し規模拡大する。

ルで実施。 I目の標準業務サイクルを実施。 卜各サイクルでの検証結果により、各段
'1段階の結果が妥当な場合は新たな |階の改修時に実施の是非も含めて検討

改修計画を立てずに、 1段階と同様のサ|を行う。

イクルで工事実施。

しーl遭曾.待。
マネジメントのイ

メージ



第 2 章 庁舎オフィス改修のプロセス 

 

地方自治体オフィスの改修計画に関する研究 47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考文献 

 

参 2-1 下田貞幸、位寄和久他：執務者属性と組織単位の物理環境に着目したオフィス 

空間の評価分析手法の提案 日本型ファシリティマネジメント業モデルに関す 

る研究、日本建築学会計画系論文集 第 499 号、pp.245-250、 1997.9 

参 2-2 下田貞幸、位寄和久ほか：執務者属性を考慮したオフィス空間の評価分析手法 

の小規模施設への適用 日本型ファシリティマネジメント業務モデルに関する 

研究 その２、日本建築学会計画系論文集 第 511 号、pp.245-250、1998.9 

参 2-3 下田貞幸、位寄和久ほか：新旧営業所群の執務者評価によるオフィススタンダ 

ード 改善のための分析手法の提案 日本型ファシリティマネジメント業務モ 

デルに関する研究 その３、日本建築学会計画系論文集 第 533 号、pp.275-280、  

2000.7 

参 2-4 嶋村仁志、山田哲弥ほか：研究執務スペースのフリーアドレス化に関する研究  

その 1 折畳移動机を用いたフリーアドレス・オフィスのユーザー満足度評価に 

よる効果分析、日本建築学会計画系論文集 第 509 号、pp.129-134、1998.7 

参 2-5 山田哲弥、嶋村仁志ほか：研究執務スペースのフリーアドレス化に関する研究  

その 2 折畳移動机によるフリーアドレス・オフィスにおけるコミュニケーショ 

ンの量と場所の変化、日本建築学会計画系論文集 第 528 号、 pp.119-124、  

2000.2 

参 2-6 安藤亨、今井正次:三重県庁オフィス改革のための FM ベンチマーキング、日本 

建築学会東海支部研究報告集 第 44 号、pp.625-628、2006.2 

参 2-7 FM 推進連絡協議会編:総解説ファシリティマネジメント、日本経済新聞社、 

2003.1 

参 2-8 通商産業省生活産業局生活用品課・建設省住宅局建築指導課監修、FＭ推進連絡 

協議会編:ファシリティマネジメント・ガイドブック、日刊工業新聞社、1998.3 

 

参考研究 

 

1) 安藤亨、 FM の手法を用いたオフィス改修の検証とシステムの構築、三重大学大学

院工学研究科建築学専攻攻修士論文、2007 

 

関連論文 

 

1) 安藤亨、 今井正次:庁舎のオフィス改修における 3段階プロセス、 三重県庁 FM 改 

修モデルに関する研究、 日本建築学会技術報告集、第 15 巻第 30 号、 p493-497、  

2009.6 

 

 



第 2 章 庁舎オフィス改修のプロセス 

 

地方自治体オフィスの改修計画に関する研究 48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受賞歴 

 

第 16 回「日経ニューオフィス賞」中部ニューオフィス推進賞：三重県庁本庁舎(2003) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 3 章 組織構造とオフィス 

 

地方自治体オフィスの改修計画に関する研究 49 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 章 組織構造とオフィス 

 

3－1 本章の背景・目的・方法 

3－2 組織構造のタイプ 

3－3 組織構造とレイアウトから見たオフィスの特徴 

3－4 職員満足度によるオフィスの評価 

3－5 まとめ 
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第 3 章 組織構造とオフィス 

 

3-1 本章の背景・目的・方法 

  

我が国では、バブル景気後の経済停滞時期において、企業形態の見直し

の中、日本型の組織構造注 3-1）についても見直しが行われた。また、90 年代

後半より企業等では、従来のヒエラルキー的な組織構造から、グローバル

スタンダードとして成果主義に代表される、欧米型のフラットな組織構造

が導入された。 

三重県庁においても、平成 10年度の行政システム改革注 3-2)の具体的な方

策の一つとして、組織のフラット化注 3-3)の導入の方針が決定された。平成

14 年度に政策推進システムの一環としてフラット制の導入とそれに伴うオ

フィスの改修工事が行われ、その詳細については第 2 章で述べたところで

ある。 

欧米の経済情勢の悪化から、現状は新たな組織構造が求められてきてい

る。これは、企業等の導入に際しモデルとされた欧米型の組織構造が、一

括して系統立てて管理する考え方だからである。これに対し日本型の組織

構造は、欧米的に全て一括して管理しているわけではなく、組織として個

の管理を個別に対応せざるを得ない状況であった為と思われる。  

将来的には、企業においても一層新しい組織構造が求められていくこと

が考えられ、行政組織も同様な状況と言える中、いかに新しい組織構造に

応じ、適切なオフィスの提供と、組織を活性化していくことが求められて

いる。 

 本章では、本研究の目的の一つである改修後のオフィス利用の変化の把

握として、改修工事前後の組織構造の変化について、平成 14 年オフィス改

修後の本庁舎における、約 10年にわたる組織構造の変化とオフィスの変化

から、改修後のオフィス利用の変化として組織構造の変化を確認した。そ

の中でさらに本庁舎で採用した複数の執務室のレイアウト（以降：レイア

ウト）とその変化について確認する。併せて、職員満足度調査（以降：満

足度調査）によるオフィスの評価から、組織構造の変化に適したオフィス

について考察を行う。具体的な検討の項目は以下とおりである。 

(1)組織構造のタイプ 

(2)組織構造とレイアウトの違いによるオフィスの特徴 

(3 職員満足度によるオフィスの評価 

なお、研究対象については、平成 14 年度のフラット制の導入による組織

構造の変更に際し、実験的に先行して平成 13 年度にオフィス改修が行われ

た本庁舎 4階の先行オフィス改修範囲(図 3-1)を対象範囲とした。      

注 3-1)  

組織構造については、C.I.バ

ーナード著参 3-1（新訳 経営

者の役割、ダイヤモンド社、

1968.本文 PP.229）によると、

組織構造を組織職位の規定

としている。 

 

注 3-2) 

三重県の行政改革について

は、後記参考文献参 3-2、3-3に詳

しく著されている。 

 

 

注 3-3) 

村林参 3-３によると、三重県の

フラット化は、「公式の機構

としての階層はフラットに

なっていないが、実際の指揮

命令系統でみれば確かにフ

ラットになっている。」と述

べている。（下記参考文献 2)

「こうすればできる自治体

改革」本文 pp.147-149 より） 
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先行オフィス改修範囲 
1．平成 12 年度 4 階平面図 

 

2．平成 13 年度 4 階ゾーニング図 

図 3-1 本庁舎 4階平面図 
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3－2 組織構造のタイプ 

 

三重県庁では、行政改革として平成 10年度にニュー・パブリック・マネ

ジメント注 3-4)型参 3-4、3-5の改革を目指して「行政システム改革」が始まった。

平成 11 年度には「行政経営品質向上活動」に取り組み、その手法の一つと

して「ベンチマーキング」の手法が紹介された。 

平成 14 年度からは「政策推進システム」の導入により、従来の「課制」

からマネジメントの単位としての「チーム制」への見直しと、「チーム」を

マネジメントする「チーム・マネージャー」が導入され、「行政経営品質向

上活動」と「政策推進システム」を「県政二大戦略」として取り組んだ。 

平成 16 年には「経営品質向上活動」、「危機管理」、「環境組織構造システ

ム」をマネジメントのベースと位置づけ、「広聴広報・情報組織構造」から

の情報を受けて県政に反映していく「みえ行政経営体系」が導入された。

その後、「みえ行政経営体系」の実施に伴い、平成 18 年に、危機管理面か

ら一部組織構造の見直し注 3-5)が行われた。P50:注 3-2) 

 

3-2-1 本庁舎における組織構造のタイプ 

本章では、研究対象としての地方自治体オフィスの変化の要因として組

織構造を取り上げタイプ分けを行う。  

本庁舎における組織構造についてタイプ分けをすると、平成 12年～平成

20 年の間に大きく 3つの組織構造が存在し、それぞれタイプⅠ、タイプⅡ、

タイプⅢと整理した(表 3-1)。以下それぞれの特徴について述べる。 

 

3-2-2 タイプⅠ（～平成 13年度） 

三重県庁では、多くの行政庁がそうであったように、平成 14 年まで一般

的な課長－課長補佐－係長－係員による組織構造であった。課長の下に事

務、技術（専門業務）的な補佐役がつき、基本的には係長を中心とする係

単位で階層的に業務を進める組織構造をタイプⅠとする。 

 

3-2-3 タイプⅡ（平成 14～17 年度） 

平成14年度にタイプⅠの組織構造から組織の意思決定の迅速化を図った。   

また、柔軟な組織経営を行う経営型のマネジメントとするため、課の単

位をチームとし、課長クラスのチーム・マネージャー、自らの仕事と平行

して緩やかにグループ管理をするグループリーダー及びグループ員により、

原則として係制を廃止したグループを単位とするフラットな組織構造とな

った。 

     

   

注 3-5) 

平成 18 年の一部組織構造の

見直し以降、副室長(H18)⇒副

課長(H24)⇒班長（H25）に変

化したが、オフィスの見直し

等の変化はない。 

 

 

 

 

 

注 3-4) 

ニュー・パブリック・マネジ

メント(NPB): 大住参 1-0)は、著

書の中で、「民間企業における

経営理念・手法、さらには成

功事例などを可能な限り行政

現場に導入することを通じ

て、行政部門の効率化・活性

化を図る。」ものと述べてい

る。 
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表 3-1 平成 12～20 年度 組織構造と執務室の標準レイアウト 

|TM(チーム・マネージャー)I 

斗 1 1 1 1 _l__ 1 1 1 1 よ1. 1. 1. 1. 
G 

*GLグループリーダー

嘩言。。 δδ
仁コ仁コ

|室長 1

o o o o 
量E

亡ゴ



第 3 章 組織構造とオフィス 

 

地方自治体オフィスの改修計画に関する研究 54 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グループの単位は原則としてグループリーダーも含め 7 名以上のスタッ

フで構成され、スタッフの職階及びその人数は、業務の内容、困難度に応

じて定められた。チーム・マネージャーから直接スタッフ（グループリー

ダーを含む）に指示がされ、グループ員はフラットな関係で業務を進める

組織構造をタイプⅡとする。 

 

3-2-4 タイプⅢ(平成 18～20 年度) 

平成 18 年 3 月に、より簡素で効率的・効果的な県政運営を行う組織の見

直しの中、リスク管理の徹底や室内での業務の効果的な調整のため、室長

とグループ員の間に副室長を加えた。 

室長は、部長と副室長の間でミドルマネジメント注 3-6）を行い、室長以下

は室長－副室長－グループ員という組織構造となっている。結果としてリ

スク管理の徹底のために、グループとしての結束を強化して業務を進める

組織構造をタイプⅢとする。 

なお、組織構造のタイプⅠ～Ⅲ実施時の執務室の標準レイアウトについ

ても前頁表 3-1 下部にまとめた。 

 

3-2-5 タイプⅣ 

三重県庁では、過去にフラットな組織構造が導入された平成 14 年実施の

オフィス改修において部分的にフリーアドレスが導入され、結果的には、

評価が低く本庁舎外での決裁処理が通信環境未整備のため、不適切との理

由で採用が中止注 3-7）となった。しかし今後、特別なプロジェクト等、業務

の内容によっては、行政組織においても有効であると考えられる。 

このことから、互いに影響し合い業務を進めるネットワーク型の組織構

造をタイプⅣ参 3-7、3-8として想定する必要があると考える。 

 

以上、本庁舎における組織構造を主にⅠ～Ⅳのタイプ分けし、管理の「強

度」と「難易度」の 2軸から、本庁舎における組織構造のタイプ分け(図 3-2)

を行った。 

  

注 3-6) 

ミドル・組織構造について

は、長坂寛参 3-6（ミドル・マ

ネジメント読本、同友館、

2010．本文 pp.18）によると、

ミドル・マネジメント（中間

管理層）はトップ・マネジメ

ント（経営者層）とロワー・

マネジメント（初級管理者

層）との間に位置づけられ、

とあり、本研究では、部長と

副室長の間の室長職をミド

ルマネジメント組織構造（中

間管理層）とした。 

注 3-7) 

フリーアドレスの導入につ

いては、第 2章 p31 にて行動

パターン調査を行い導入を

実施し、事後調査後採用を中

止(p36)している。 
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図 3-2 組織構造の類型 

 図 3-3 A タイプオフィス平面図（平成 12 年度） 

管理の強度(弱)

タイプH I 'H-:lW 
管理がし易く 管理がし難く

管理の度合い 管理の度合い

が弱いタイプ し が弱いタイプ

管理の難易度 管理の難易度

(易) 「ー
タイプI寸 「 タイプml

(難)

管理がし易く 管理がし難く
管理の度合い 管理の度合い
が強いタイプ が強いタイプ

管理の強度(強)
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3-3 組織構造とレイアウトから見たオフィスの特徴 

 

一方、行政改革による組織構造の変化と並行して三重県庁本庁舎（以下：

本庁舎）のオフィスについては、平成 14年度に前述の「政策推進システム」

を実施するためのオフィスの改修工事が行われた。改修工事の実施にあた

っては、ベスト・プラクティスのベンチマーキング参 3-9等によるオフィスの

計画を行い、段階的に本庁舎全体に展開参 3-10した。その後、平成 16年度導

入の「みえ行政経営体系」の実施に伴い、特に「危機管理」から、平成 20

年度に一部、オフィスのレイアウト変更が行われた。 

前述のとおり、本庁舎のオフィスにおいては、組織構造のタイプⅠ～Ⅲ

の実施時にそれぞれ、表 3-1 の下欄のレイアウト a～cを採用している。 

ここでは、平成 12 年～平成 20 年までのオフィスの変化を、組織構造と

レイアウトの組み合わせ方から、A タイプオフィス（組織構造：タイプⅠ、

レイアウト：a）、Bタイプオフィス（組織構造：タイプⅡ、レイアウト：b）、

Cタイプオフィス（組織構造：タイプⅢ、レイアウト：b,c）とし、A～Cタ

イプオフィスの特徴について確認する。 

 

3-3-1 A タイプオフィスの特徴（平成 12 年度：前頁:図 3-3） 

課単位で部屋が仕切られ、階全体でのゾーニング計画等の相互に関連し

たレイアウトはなく、窓を背負う形で奥から階層的に必要人数の確保を目

的とした座席配置となっている。 

打ち合わせスペースについても、各課の隅にできるスペース等の余った

スペースに設定している。 

 

3-3-2 B タイプオフィスの特徴（平成 13 年・15年度） 

(1) 平成 13 年度オフィス(図 3-4)注 3-8） 

改修計画に際しては、各課間の間仕切りを取り除き、使用用途別に、「南

北の窓に面した執務のための執務ゾーン」、「入り口に近い打ち合わせ等に

使用する共用ゾーン」、「妻側部の当該階で自由に設定できるフレキシブル

ゾーン」にゾーニングを行った。 

執務ゾーンの執務机については、8 基のデスクによる１つの島の中にチ

ーム・マネージャーも位置したフラットな配置とし、効率の良い机の配置

が計画されている。 

共用ゾーンについては、既存の打ち合わせテーブルを持ち寄り、共通で

使用できることとしている。 

その後、結果を検証の上、平成 14年度に本庁舎全体に展開された。 

 

 

注 3-8） 

本研究の対象範囲の改修に

ついては、平成 14 年度から

の組織構造のタイプⅡに合

わせて、平成 13 年度に試験

的に実施されているため、

平成 13年度のオフィスはタ

イプⅡ組織構造フィスと考

える。 
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図 3-4 B タイプオフィス平面図（平成 13 年度） 

図 3-5 B タイプオフィス平面図（平成 15 年度） 

x 座席数の増 ア 打合せ机配置変更 
 

 

管財営繕課 

 

建築開発室 

 

執務ゾーン 

都市計画課 

 

まちづくり推進室 建築住宅課 

執務ゾーン 

フレキシブルゾーン 

共用（打合せ）ゾーン 

執務ゾーン フレキシブルゾーン 

 

共用（打合せ）ゾーン 

ワークステーションのまとまり 

の部分 

業務支援ゾーン（打合わ

せコーナー）及び通路ゾ

ーンの部分 

各部局が必要とする多機

能スペース情報管理ゾー

ン（収納スペース）等 
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(2) 平成 15 年度オフィス（前頁:図 3-5） 

平成 13 年度の改修工事後 2 年が経過した平成 15 年度のオフィスについ

て確認すると、平成 13 年度オフィスと変化に大きな差はない。しかし、以

下の内容が変更事項として確認できる。(以降、英文字、数字等は各年度の

オフィスの平面図に対応。) 

x)一部、執務ゾーン内で、職員の微増による座席数の増加。 

ア) フレキシブルゾーン内で共用机の利用の変化により、その配置が変更。 

執務ゾーン内での職員微増は、経年における自然的変化と考えられ、ま

た、フレキシブルゾーンについても、変化を許容するゾーン設定であるた

め想定の範囲内と考えられる。 

 

3-3-3 C タイプオフィスの特徴（平成 18 年度・20 年度） 

(1)平成 18 年度オフィス（図 3-6） 

平成 18 年度にタイプⅢの組織構造が実施された際は、当初、レイアウト

等のオフィス自体の変更はなかったため参考として上げるが、次のいくつ

かの変化は見られた。 

x)島で 8 人を超える人数が配置された。 

y)中央部の共用ゾーンが一部執務ゾーン化している。 

ア)共用ゾーンと執務ゾーン間のロッカーが増加し、結果的に室内の収納量

は増加している。 

このことから、タイプⅢの組織構造が実施されたことにより、人と物が

緩やかな増加傾向にあることが分かる。 

 

(2)平成 20 年度オフィス（図 3-7） 

平成20年度に平成18 年度のタイプⅢの組織構造の実施に対応するため、

オフィスについて下記の変更が行われた。 

x)島で 8 人を超える人数の配置を可とした 

z)室長席を独立。机を 90 度配置変更し、島から明確に離した。 

平成 18 年度のタイプⅢの組織構造への見直しにおいて、組織的に危機管

理について重点的に取り組む方針とした。デスク配置については、ミドル

マネージャーが組織を 1つのグループとして組織運営し易い配置とした。  

具体的には、机 8 基による 1 島の対面型を、ミドルマネージャーである

室長が通路に面して対面する配置に変更したものである。  

一方、経年における配置変化について確認すると、 

ア）ロッカーの配置増により、共用ゾーンやフレキシブルゾーンの打ち合

わせスペースの一部が執務スペース的な利用に変化。 

イ）フレキシブルゾーンにロッカーが増え、フロアーの書類収納量が増加。 

このことから、平成18年度同様、人と物が増加傾向にあることが分かる。 
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図 3-7 C タイプオフィス平面図（平成 20 年度） 

図 3-6 C タイプオフィス平面図（平成 18 年度） 

x 座席数の増 ア 共用ゾーンへのロッカーの配置増 

y 共用ゾーンの執務室化 

x 座席数の増 ア ロッカーの配置増による執務室的利用 

y 共用ゾーンの執務室化 イ フレキシブルゾーンへのロッカーの配置増 

ｚ 管理職席 
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3-3-4 レイアウトによるオフィスの位置づけ 

本庁舎における Aタイプ～Cタイプのオフィスについて、組織構造の類

型時の管理の「強度」を「階層邸－並列的」に、管理の「難易度」を「定

型－非定型」に置き換え、執務室の標準レイアウトから位置づけを行う。 

(1) A タイプオフィス 

階層的な配置のオフィスであり、課単位で部屋が仕切られ、奥から階層

順に机等が構成された島型対向式オフィスとなっている。 

 

(2) B タイプオフィス 

フラットな配置のオフィスであり、ゾーニングにより組織全体で統一し

て机等を構成するユニバーサルオフィスとなっている。 

 

(3)C タイプオフィス 

グループの単位を強化したオフィスであり、ゾーニングがある中で、管

理職を独立して配置し、グループ単位で机等を構成するグループオフィ

スとなっている。 

 

また、将来的に想定すべき組織構造として想定したタイプⅣとそのレイ 

アウトから想定するオフィスを Dタイプオフィスとすると、 

(4)D タイプオフィス 

D タイプオフィスについては、ネットワーク型の組織構造で業務を進める

ことから、フリーアドレス等個人の席を固定しないノンテリトリアルオ

フィス参 3-11、3-12が考えられる。 

 

以上、平成 12 年～平成 20 年までの組織構造とレイアウトの組み合わせ

による、Aタイプオフィス～Cタイプオフィスと将来的に想定した Dタイプ

オフィスを、執務室の標準レイアウトから「階層邸－並列的」、「定型－非

定型」の 2軸で位置づけたものを図 3-8 にまとめた。 
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図 3-8 レイアウトによるオフィスの位置づけ 
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3-4 職員満足度によるオフィスの評価 

 

次に、組織構造とレイアウトの組み合わせによる A～Cタイプオフィスに

ついて、組織構造のタイプ別に、平成 12 年度から平成 20 年度に実施した

満足度調査結果参 3-13、3-14から評価を加え、A～C タイプオフィスについて考

察する。 

 

3-4-1 満足度調査の方法 

満足度調査は、オフィスと同様本庁舎 4階の先行オフィス改修範囲(P51:

図 3-1)の職員に 8 の評価軸別の設問と、全体評価の設問を 5 段階で評価(1

～5 を加点)するアンケート方式で行った。（表 3-2） 

以下、調査結果については、平均値としては 3.5 以上を評価良、2.5 未満

を評価不良として表示した。 

 

3-4-2 総合評価と軸別評価に見る満足度の変化 

満足度調査結果について、総合評価及と評価軸(Ⅰ～Ⅷ)別の評価（以降:

軸別評価）を見ると、まず、総合評価（表 3－2 19 総合欄）については、

与える印象が強い改修工事直後が最大となった後、一定の数値のまま推移

していることから、職員満足度について一定の評価が得られている。 

次に、軸別評価(表 3-2 Ⅲ,Ⅴ欄、P65:図 3-9)については、「Ⅲ.共有ス

ペース」と「Ⅴ.デスク廻りの環境」が改修直後の平成 13 年以降、評価値

が下がり続けており、特に組織構造に変更のあった平成 18年に大きく下が

っている。 

上記の結果について、A～C タイプのオフィスに総合評価と軸別評価の検

討を加え以下にまとめる。 

（1)A タイプオフィス（平成 12 年度） 

組織構造がタイプⅠのオフィスである。一連の改修前であるため、ワー

カーに良好なオフィスのイメージが無い可能性があるが、総合評価と軸

別評価とも、平成 15 年以降の数値と比べて著しく低い数値では無いこと

から、既にオフィスとして認知されていると考えられる。 

 

（2)B タイプオフィス（平成 13、15 年度） 

組織構造がタイプⅡのオフィスである。総合評価において改修直後の平

成 13年の評価が最良で、2年後の 15 年は下がっているが、タイプⅢに見

直された 18 年、20年と同じ数値で変化がないことから一定の基準は保た

れていると考えられる。また、軸別評価において共有スペースの評価が

高く、共有スペースの関心度が高いと思われる。 
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集計内容

調査実施年/評価軸
平成12年

12月

平成13年

7月

平成15年

8月

平成18年

12月

平成20年

11月

設問事項 回答者数/対象者数 回答者数/対象者数 回答者数/対象者数 回答者数/対象者数 回答者数/対象者数

凡例 129人/129人 144人/144人 46人/89人 61人/101人 100人/134人

Ⅰオフィスの機能性 Ⅰ機能 2.8 2.7 2.7 2.8 2.8
1 ロッカー等収納スペースのアクセスは良いか 1　ｱｸｾｽ 2.8 2.8 2.7 2.6 2.6

2 ロッカー等収納家具の機能は良いか 2　収納 2.6 2.7 2.4 2.5 2.7

3 現在の机のデザインで業務に支障はないか 3　机 2.9 2.6 2.7 3.1 2.9
4 OA機器の配置は適切であるか 4　OA 2.9 2.8 2.8 3.1 2.9

Ⅱインテリアの調和 Ⅱ調和 2.4 3.3 2.7 2.6 3.0

5 オフィス家具の高さが統一されているか 5　家具 2.5 3.4 2.9 2.8 3.1

6 オフィス全体の調和（色・材質・形）がとれているか 6　調和 2.3 3.1 2.6 2.5 2.8

Ⅲ共有スペース Ⅲ共有 2.7 3.7 3.7 3.2 2.7

　 7 共用の作業スペースがあるか 7　ｽﾍﾟｰｽ 2.6 3.5 3.6 3.1 2.7

8 自由に打合せができるスペースがあるか 8　打合せ 2.8 3.9 3.7 3.4 2.8

Ⅳゆとりとリフレッシュメント Ⅳ余裕 1.9 2.3 2.3 2.6 2.5

9 落ち着いた雰囲気であるか 9　平静 2.2 2.6 2.5 2.5 2.6

10 気分転換ができるスペースがあるか 10転換 1.7 2.0 2.1 2.7 2.4

Ⅴディスク廻りの環境 Ⅴ周辺 2.5 2.7 2.7 2.5 2.5
11 集中できるか 11集中 2.5 2.6 2.7 2.8 2.8
12 業務に対応しているか 12業務 2.5 2.7 2.8 2.5 2.7

13 動線がスムーズにとれているか 13動線 2.4 2.9 2.6 2.3 2.0

Ⅵ不快感のない環境 Ⅵ爽快 2.9 3.3 2.8 3.5 3.3

14 OA機器の音・熱が気にならないか 14OA音 3.3 3.5 3.1 3.8 3.5

15 各種配線が気にならないか 15配線 2.4 3.1 2.4 3.1 3.2

Ⅶ疲労を感じない環境 Ⅶ壮快 2.8 3.2 2.8 3.2 3.3
16 十分な明るさが確保されているか 16照度 2.8 3.2 2.8 3.2 3.3

Ⅷオフィスのイメージ Ⅷ印象 2.5 3.2 2.6 2.4 2.6

17 明るい雰囲気であるか 17雰囲気 2.7 3.5 2.8 2.6 2.8

18 きれいであるか 18綺麗 2.2 2.9 2.4 2.2 2.4
19総合 19総合 2.6 2.8 2.5 2.5 2.5

凡例： 　3.5以上 　2.5未満

満足度の平均値

表 3-2 平成 12 年～20 年度 職員満足度調査結果 

'・咽 '・咽 '・咽 '・咽 '・咽 '・咽 '・咽 '・咽 '・ ー -・・・・・・・ -・・・・・・ ・......................... ------・・・・・・・................... '・咽 '・咽 '・咽 '・咽 '・咽 '・咽 '・咽 '・ ー

-----
-・田・・田・・・・・・・・・・・・

-・圃・・・・・・・・・・・・・・・

-----
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ーーーーー」ーーーーーー ーーーーー -----
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ーーーーーー』ーーーーー
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（3)C タイプオフィス（平成 18、20 年度） 

組織構造がタイプⅢのオフィスである。総合評価において 18 年の評価と

タイプⅢに対応して管理職席のレイアウトを変えた平成20年との評価に 

大きな変化がないことから、レイアウト変更は、概ね適正であったと考

えられる。なお、軸別評価において共有スぺースの評価が低いことにつ

いては、組織構造のタイプⅡ時と同様に共有スペースの関心は高いが、

総合評価において 18 年の評価と大きな変化がないことから、一定の基準

は保たれていると考えられる。 

 

このことから、A～C タイプのオフィスは満足度調査の総合評価と軸別評

価において一定の基準は保たれたオフィスと考えられる。 

 

3-4-3 各設問別に見る満足度の変化 

 満足度調査について、さらに、調査の各設問別の評価（以降：設問別評

価）の結果(前頁表 3-2、図 3-10～図 3-14)を A～Cタイプオフィスについて

見ると以下の事が確認できる。 

(1) A タイプオフィス（平成 12 年度） 

平成 12 年度職員満足度調査の設問別評価（前頁:表 3-2）については、「Ｏ

Ａ音」の設問以外は平均値が 3を下回っており、平成 12 年度のグラフ（図

3-10）から、全体的に満足度が低いことが分かる。 

 

(2) B タイプオフィス（平成 13・15 年度） 

1)平成 13年度満足度調査 

組織変更による改修直後の平成13年度のグラフ（図3-11）については、 

先の軸別評価の記述のように、平成 12年度のグラフ（図 3-10）に比べ 

大きくグラフの面積が延びており、特に「家具」、「調和」、「スペース」、 

「打合せ」の設問で評価が高く、満足度が全体的に大きく上がってい 

る。 

2)平成 15年度満足度調査 

改修直後の平成13年度から2年経過した平成15年度のグラフ（図3-12） 

について確認すると、平成 13年度に高評価であった設問のうち、共有 

スペースに関する「スペース」、「打合せ」の設問については平成 13年 

度のグラフ（図 3-11）と同様に高評価である。一部評価の下がった設 

問もあるが、組織構造がタイプⅠであった平成12年度のグラフ（図3-10） 

と比べると、全体的には評価は上がっていることから、概ね平成 13年 

の評価を維持していると考えられる。 
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図3-9 平成12～20年度軸別評価 図3-10 平成12年度 設問別評価

図3-11 平成13年度 設問別評価 図3-12 平成15年度 設問別評価

図3-13 平成18年度 設問別評価 図3-14 平成20年度 設問別評価
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(3) C タイプオフィス（平成 18・20 年度） 

1)平成 18年度満足度調査 

組織構造をタイプⅢに変更したがレイアウトについての変更はない平  

成 18 年度のグラフ（前頁:図 3-13）では、「スペース」、「打合せ」の設 

問が評価を大きく下げている。なお、「ＯＡ音」、「配線」については評 

価を上げているが、特に対応を行っていないことから、ＯＡ機器等の 

進歩によるものと判断し、平成 18年度については、全体的に評価を下 

げていると考える。 

2)平成 20年度満足度調査 

オフィスにおいて室長席の配置を変更した平成20年度のグラフ（前頁: 

図 3-14）について確認すると、低評価については、組織構造がタイプ 

Ⅱであった平成15年度と大きな変化はないが、「スペース」、「打合せ」、 

の設問が平成 18 年度に引き続き評価を大きく下げ、「動線」について 

も平成 18年に引き続き評価を下げている。 

以上、A～C タイプオフィスについて、設問別評価で確認した事項から検

討を加える。 

(1)A タイプオフィス 

設問別評価においても、特にどの項目ということではなく全体的に評価

は低いが、総合評価・軸別評価の考察と同様、既にオフィスとしては認

知されていると考えられる。 

 

(2)B タイプオフィス 

「スペース」、「打合せ」の設問が高評価なことから、Bタイプオフィス 

においては、組織がパーソナル化する事により共用スペースが必要とな 

ること、業務上もそれぞれが個別業務を行うことが多いため、打合せを 

を行うスペースについても重要度が高くなることがわかる。 

 

(3)C タイプオフィス 

B タイプオフィスとは逆に「スペース」、「打合せ」の設問が下げている。  

組織構造上、タイプⅡの実施からタイプⅢの実施において、グループと 

しての結束を強化し業務を進める中では、打ち合わせが減るとの考え方 

であったが、満足度調査の結果が低いことから、共用スペースと打合せ 

スペースのバランスが重要と考えられる。 
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このことから、A～C タイプオフィスについては、設問別評価で把握した

結果を補完的に反映することにより、より一定の基準が保たれるオフィス 

になると考えられる。 
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3-4-4 低評価の設問についての考察 

 ここで、評価が下がっている設問について考察を加えると、継続して評

価が下がっている評価軸Ⅲ、Ⅴの設問について 5 段階の評価のうち 5 と 4

を評価「○」、3を「－」、1と 2 を評価「×」で再集計し、％表示したもの 

が表 3-3 である。 

表 3-3 によると、評価軸Ⅲ「共有」で評価が下がっている設問「スペー 

ス:共用の作業スペースがあるか」、「打合せ:自由に打ち合わせできるスペ

ースがあるか」は、両問とも評価×の人数がＨ20 年度に半数を超え、併せ

て経年で見るとＨ18 年度に評価×が「スペース」ではＨ15：3%→Ｈ18：30%、

「打合せ」ではＨ15：0%→Ｈ18：39%と大きく増加している。また、評価軸

Ⅴ「周辺」で評価が下がっている設問「動線:動線がスムーズにとれている

か」についても、Ｈ18年度に評価×が半数を超えている。 

このことから、設問の「スペース」、「打合せ」、「動線」について平成 18

年度のオフィスの各一人当たり面積の状況(表 3-4)を見ると、以下のことが

確認できる。なお、各面積の考え方は図 3-15、3-16 による。 

① 1 人当たり執務室面積は、本庁舎再配置の基本方針(P37 表 2-9)時の基

準階の計算値 5.0 ㎡/人に対し、職員数と面積の変化から一時Ｈ15 年度

に 5.0 ㎡/人を確保したが Ｈ18年度については、4.81 ㎡/人と下回って

いる。 

また、執務室面積を構成する各ゾーン面積についても確認すると、 

② 執務ゾーン面積はＨ15:3.29→Ｈ18:3.56 ㎡/人に増加している。 

③ 「打合せ」に関する業務支援ゾーン面積がＨ15：0.64→Ｈ18：0.50 ㎡/

人に減少している。 

④ 「動線」に関する通路ゾーン面積についてはＨ15：0.58→Ｈ18：0.51

㎡/人とほとんど変化がないが、1 島の席の配席が 8 席→10 席に増加す

る等のオフィスレイアウトの変化があり動線が混乱したことから、評価

が下がっている。 

⑤ 「スペース」に関する情報管理ゾーン面積がＨ15：0.58→Ｈ18：0.24

㎡/人に減少している。 

これらのことから、面積的には業務支援ゾーン面積及び情報管理ゾーン

面積の減少分が執務ゾーン面積に取り込まれ、執務ゾーン面積の数値が上

がっているが、併せて職員数も増加している為、評価○には繋がっていな

い。また、「打合せ」に関する業務支援ゾーン面積について、一人当たり執

務室面積を占める割合(%）で比較すると、Ｈ13:13%→Ｈ20:6%と大きく減少

しており、打合せスペースの実質的な減少が分かった。 

以上の低評価の設問についての考察からも、組織構造とオフィスの関係

において、「打合せ」に関する業務支援ゾーン面積と他のゾーン面積とのバ

ランスが重要である。 
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執務室

Ｈ１３ 144 624.21 4.33 3.05 71% 0.57 13% 0.36 8% 0 0% 0.36 8%

Ｈ１５ 89 453.33 5.09 3.29 65% 0.64 13% 0.58 11% 0 0% 0.58 11%

Ｈ１８ 101 485.75 4.81 3.56 74% 0.5 10% 0.24 5% 0 0% 0.51 11%

Ｈ２０ 134 632.88 4.72 3.64 77% 0.32 6% 0.42 8% 0 0% 0.35 7%

一人当たり面積(㎡)
年度 職員数 床面積(㎡)

通路ゾーン業務支援ゾーン執務ゾーン 情報管理ゾーン 生活支援ゾーン

表 3-4 年度別職員数（人）及び各 1人あたり面積（㎡/人）一覧表（改修工事時の壁芯での計算による概算値） 

 

 

*1 執務室面積 

大部屋のオープンスペース。 

天井までの間仕切りで仕切ら 

れた会議室、役員個室、書庫 

などの閉じた諸室は除外する。 

*2 ワークステーション面積 

 ワークステーションとは、オ 

フィスワーカーが仕事をする 

ための最小の機能を持つ単位、 

個人の執務スペースに関する 

最小限の評価 

  

 

＊1 
＊2 

図 3-15 面積の分類（参 3-15: FM 推進連絡協議会編:総解説ファシリティマネジメント pp.277 ） 

＊執務面積=執務ゾーン面積+業務支援ゾーン面積+情報管理ゾーン面積+生活支援ゾーン面+積通路ゾーン面積 

(生活支援ゾーン面積については、リフレッシュルームをフロアの中央に共通利用で設置により対象範囲に該当面積無し。) 

 

 

＊今回表 3-4 のゾーン分け 

図 3-16 面積の分類（一部変更） 

表 3-3 満足度調査における低評価の設問の推移 
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なお、本章における研究の目的からは少し外れるが、一人当たり執務室

面積が本庁舎の基準階の計算値 5.0 ㎡/人を下回っていること注 3-9)、「打合

せ」に関する業務支援ゾーン面積が執務室面積に占める割合が当初の半分

以下になっていることから一人当たり執務室面積については早急に改善す

べき点であると考える。 

 

3-4-5 本庁舎におけるオフィス検討の限界 

 本庁舎のオフィスについては、一人当たり執務面積が 5.0 ㎡を下回り、

余裕の無い面積での検討となっており、もう少し余裕がある場合において

は、レイアウトを含めオフィスとしてさらなるバリエーションの可能性が

ある。 

しかしながら、全国には本庁舎と同様に面積に余裕のないオフィスが多

数存在するのも事実である。 

この点について、本庁舎におけるオフィス検討の限界と、限界があるこ

とによる同様のオフィスへの適用の可能性があるものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 3-9） 

1994 年 5 月に、(社)ニュ

ーオフィス推進協会はニュ

ーオフィスミニマムとして

一人当たり執務面積 6.0 ㎡

を公開している。 
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3-5 まとめ 

 

本章では、本研究の目的の一つである改修後のオフィス利用の変化の把

握として、改修工事前後の組織構造の変化について、平成 14 年オフィス改

修後の本庁舎における、約 10 年にわたる組織構造とオフィスの変化から、

組織構造の変化に適したオフィスにについてまとめる。 

(1)組織構造の違いによる組織構造のタイプ 

三重県庁の行政改革における組織構造から確認した 3タイプ（P53:表 3-1

上欄）と将来必要な組織構造のタイプを加え、組織構造を次の 4 タイプに

分けた。（P55:図 3-2） 

1)タイプⅠ：階層的に業務を進める組織構造 

2)タイプⅡ：フラットな関係で業務を進める組織構造 

3)タイプⅢ：グループとしての結束を強化し業務を進める組織構造 

4)タイプⅣ：将来的に想定すべき組織構造として、あらゆる方向へ直接 

関係を取り合いネットワーク的に業務を進める組織構造を想定 

 

(2)組織構造とレイアウトから見たオフィスの特徴 

本庁舎における組織構造のタイプⅠ～Ⅲ実施時のオフィス及びタイプⅣ

として想定したオフィスについて、組織構造とレイアウトの組み合わせか

らオフィスのタイプとして、「A タイプオフィス（組織構造：タイプⅠ、レ

イアウト：a）」、「Bタイプオフィス（組織構造：タイプⅡ、レイアウト：b）」、

「Cタイプオフィス（組織構造：タイプⅢ、レイアウト：c）、Dタイプオフ

ィス（組織構造：タイプⅣ、レイアウト：フリーアドレス）」とし、その特

徴について確認した。（P61:図 3-8） 

1)A タイプオフィス 

階層的な配置のオフィスであり、課単位で部屋が仕切られ、奥から階

層順に机等が構成された島型対向式オフィスとなっている。 

2)B タイプオフィス 

フラットな配置のオフィスであり、ゾーニングにより組織全体で統一

して机等を構成するユニバーサルオフィスとなっている。 

3)C タイプオフィス 

グループの単位を強化したオフィスであり、ゾーニングがある中で、

管理職を独立して配置し、グループ単位で机等を構成するグループオフ 

ィスとなっている。 

4)D タイプオフィス 

将来的に想定したタイプⅣは、フリーアドレス等個人の席を固定しな 

いノンテリトリアルオフィス参 3-11、3-12が考えられる。 
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(3)職員満足度によるオフィスの評価 

A～C タイプオフィスの適正度について満足度調査により確認したところ、

各オフィスは満足度調査の総合評価と軸別評価において対応しており両評

価において、一定の基準は保たれたオフィスと考えられた。 

また、設問別評価から B タイプオフィスにおいては、組織がパーソナル

化する事により、共用スペースが必要となること、業務上もそれぞれが個

別業務を行うことが多いため、打合せを行うスペースについても重要度が

高くなることや、Cタイプオフィスにおいては、グループとしての結束を強

化し業務を進める中では、打ち合わせが減るとの考え方であったが、満足

度調査の結果が低いことから、共用スペースと打合せスペースのバランス

が重要である。 

 

以上の検討により、地方自治体オフィスにおける組織構造のⅠ～Ⅳタイ

プに対して、A～C タイプオフィスが概ね対応していることが分かり、D タ

イプの想定を加えて組織構造のタイプⅠ～Ⅳに適したオフィスについて以

下のとおり取りまとめる。 

1)A タイプオフィス（組織構造：タイプⅠ） 

課単位で部屋が仕切られ奥から階層順に机等が構成された島型対向式  

オフィスが概ね適正である。 

 2)B タイプオフィス（組織構造：タイプⅡ） 

ゾーニングにより組織全体で統一して机等を構成するユニバーサルオ 

フィスが適正であり、オフィス内の共用スペース、打合せスペースの 

重要度が高い。 

3)C タイプオフィス（組織構造：タイプⅢ） 

ゾーニングがある中で、グループ単位で机等を構成するグループオフ 

ィスが適正であり、オフィス内の共用スペース、打合せスペースのバ 

ランスが重要である。 

また、将来的に想定すべき組織構造として想定した、 

4)D タイプオフィス（組織構造：タイプⅣ） 

フリーアドレス等個人の席を固定しないノンテリトリアルオフィスが 

適正と考えられ、実施にあたっては、必ずしも本庁舎に来なくても決  

裁処理等が可能な通信環境の整備等が必要である。 
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ス

部屋が課で仕切
られ階層的に上
下関係を持って
配置されている
島型対向式オフ
ィス

階層的にグルー
プを単位とし、業
務形態に即して一
定の自由度を持っ
て配置するグルー
プオフィス

フリー

アドレ
ス

図 3-17 組織構造とオフィスの対応 

日口口
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なお、本庁舎のオフィスについては、一人当たり執務面積 5.0 ㎡/人とい

う面積的に厳しい制限の中での検討となっており、余裕のある面積の場合

は、レイアウトを含めオフィスとしてさらなるバリエーションの可能性が

ある。 

しかしながら、本庁舎と同様面積に余裕のないオフィスの改修工事は、

その制限の中で組織構造のタイプに適したオフィスを計画することが必要

であり、本章の結果より組織構造のタイプⅠ～Ⅳに適したオフィスとして A

～Dタイプオフィス（前頁:図 3-17）を提案するものである。 
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第 4 章 地方自治体オフィスのワークスタイル 

 

4-1 本章の目的と研究の位置づけ 

 

4-1-1 本章の目的 

本章では、改修後のさらなるオフィス利用の変化として、改修工事後の

部分的な業務内容の変化による「ワークスタイル」を対象とし、ワーカー

のワークスタイルについてアンケート調査から分析・分類した。実際のワ

ーカーの交流行動と業務行動を調査することにより、その分類の傾向につ

いて確認し、ワークスタイルのオフィス計画への反映のために以下の項目

の検討を行う。 

(1)地方自治体職員のワークスタイルの尺度 

(2)地方自治体職員のワークスタイルの分類 

(3)ワークスタイルのオフィス計画への反映 

 

4-1-2 既往研究と位置づけ 

ワークスタイルについては、既往研究が存在することから研究にあたり

内容を確認し、本章における研究の位置づけを行う。 

既往研究については、ワーカーに関してオフィスの通路形状とワーカー

の動線から平面構成を分類し、また、業務行動を業務の多様性と目的とす

る作業の自主性から、交流行動を会話の相手と場所から求め、平面構成・

業務行動・交流行動の関係を考察している森明生らによる研究参 4-1がある。

その発展としてオープンプランオフィスでのワークスタイルを独立性と相

互作用性により 4つの業務パターンに分類した（図 4-1 注 4-1））ピータ・ル・

ロウらによる研究参 4-2、その分類を庁舎（田原市、浜松市）にて行った野田、

辻による研究参 4-3、4-4がある。 

上記既往研究については、観察記録及び各種マッピング調査を基にワー

クスタイルを分類し、ワーカーの動線や交流行動が行われている場所を明

らかにすることによりワークスタイルを詳細に把握しており、詳細な調査

や分析を行うために多くの時間が必要となっている。 

実際のオフィス改修においては、早期にオフィスレイアウトを評価し、

または変更する必要がある場合が多く、その際、同様の作業を行うには多

くの時間を必要とするため、本章においては、ワークスタイルの機能的な

調査法として、アンケート調査よりワークスタイルを求め、観察調査によ

り対比する方法を用いている。 

 

 

 

注 4-1) 

ワークスタイル発展モデルに

おける表記について次元軸の

考察に加えたワークスタイル

の発展方向（図 4-1 内の黒太矢

印）については、英国のフラン

シス・ダフィーが提案している

4 つのワークスタイルモデル参

4-5に準拠。 

タイプ 1～4については、「ワー

クスタイルとワークプレイス

の関係（総解説ファシリティマ

ネジメント参 4-6 P206）」のタイ

プ分けに準拠。 
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図 4-1 ワークスタイル発展モデル 
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4-2 研究の概要 

 

4-2-1 研究の方法 

ワークスタイルについては、アンケート調査を主成分分析しその結果か

ら分類を試みる。併せて分類されたワークスタイルについて、該当ワーカ

ーの交流行動や業務行動との関係性を確認するために既存研究のマッピン

グ調査注 4-2)を用いる。 

交流行動はコミュニケーションのマッピング調査、業務行動はワーカー

の活動内容・活動の継続・動きのマッピング調査から求め、分類されたワ

ークスタイルと実際の行為の関係性を考察する。 

アンケートからワークスタイルを分類する手法は、ワーカーの行動との

適合性が確認できれば、機能性に富んでいると考えられる。 

 

4-2-2 研究の対象 

野田、辻による既存研究ではワークスタイル判定手法を用いて、「1.民間

企業の企画・提案型オフィス」、「2.地方都市規模の田原市役所オフィス」、

「3.政令都市規模の浜松市役所オフィス」におけるワークスタイル別のワ

ーカー数比率を求めている。 

予備調査として、前記 3 オフィスと同じワークスタイル判定手法を用い

て本庁舎オフィスの調査分析を行ったところ、他のオフィスと同様に本庁

舎オフィスにおいても、概ね均等に複数のワークスタイルが存在(図 4-2 注

4-3))する。このことから、本庁舎オフィスにおけるワークスタイルについて

アンケートからワークスタイルを分類し、交流行動と業務行動についての

適合性を確認することとした。 

調査は、本庁舎の中で、平成 14 年度に改修工事により 1つのグループ内

に室長席が組み込まれている座席配置の xH 室・xK 室（図 4-3:室は組織の

単位）と、平成 20年度に試行的に行われた、新たに室長席を独立させた座

席配置の zK 室・zJ 室（図 4-4）を、調査対象オフィスとし比較を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 4-2) 

調査対象施設でのマッピング 

調査は、マッピングシートに 

各項を記録することにより行 

われる。マッピングシートに 

は対象施設内の正確なレイア 

ウトが示してあり、オープン 

プランオフィス環境内のすべ 

てのワークスペース(机)、フ 

ァイリングキャビネット、ミ 

ーティングスペース、及びい 

かなる他の関連サポート空間 

の位置や数、サイズ、構成な 

どすべての情報を示してい

る。 

マッピング調査は 15分間隔で 

行われ、間に 5分間の準備期 

間が設けられている。調査期 

間の 15 分間では、様々なマッ 

ピング手法（活動、活動継続、 

動き、コミュニケーション） 

が実行される。 

注 4-3) 

調査対象人数 ①企画・提案 

型オフィス：52 名。②田原市 

役所：3課 33 名。③浜松市役 

所：2課 37 名。④三重県庁： 

4 室 71 名。 
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図 4-2 ワークスタイル発展モデルによる分析図 
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4-3 ワークスタイルの調査 

 

4-3-1 調査の概要（平成 21年 3月調査実施） 

本調査は本庁舎に設置された組織としての 4つの室（xH 室・xK 室・zK室・

zJ 室:図 4-3、4-4）のワーカーに対し、業務に関して多段階評価方式のア

ンケート（表 4-1）を行った。アンケートは業務の種類、場所、会話、協力

体制に関する設問からなり、4段階の評定尺度法の形式にて当日に出勤した

68 名に回答を依頼し、回収率は 100%注 4-4)であった。なお、設問は、同じ傾

向の設問を整理した 11の設問項目としている。 

 

4-3-2 多変量解析による尺度 

4 段階評価で得られたアンケートの回答結果から総合的な傾向を把握す

るため、因子分析と主成分分析注 4-5)を行ったところ、両者とも傾向が一致

しており(表 4-1)、今回の機能的な方法でのワークスタイルの分類において

は、複数の因子で分類を説明するのではなく、少ない主成分で説明する主

成分分析による成分を尺度とする分類が適当であると判断した。 

主成分分析による成分を見ると、第一主成分は、「執務室外で作業するこ

とが多い」、「自席外で作業することが多い」、「断続的に自席を利用する」

や「執務室内を移動しながら仕事をすることが多い」、「自席外での会話が

多い」といった、自席やその周辺での作業環境と会話についての項目が高

い因子負荷を示していることから、第一主成分は「業務を行う領域」を表

しているということが出来る。そこで第一主成分の名称を「広域性：

Mobility」とすることとする。 

第二主成分は、「仕事をグループで進めることが多い」、「コミュニケーシ

ョンを重視する」、「グループで成果を求められる」といった、個人での業

務やグループでの業務にかかわる項目についての項目が高い因子負荷を示

していることから、第二主成分は「業務における他者とのかかわり」を表

しているということが出来る。そこで第二主成分の名称を「相互作用性：

Interaction」とすることとする。 

 

4-3-3 広域性、相互作用性での分類 

P85:表 4-2 より、累積寄与率について見ると、第一主成分と第二主成分

まで含めると 50%を超えるため、職員別に第一主成分、第二主成分により主

成分得点を求め、中央を０にｙ軸を広域性（第一主成分）とｘ軸を相互作

用性（第二主成分）とし、主成分得点の±によりワークスタイルの傾向を

①～④に分類（P85:図 4-5）し、アンケート調査からワークスタイルの存在

を確認した。全体的に①～④の分布については、既設研究結果（前頁:図 4-2）

同様偏った傾向はない。 

注 4-4) 

回答者数:xH 室 11 名、 

xK 室 14 名、zK 室 23 名、 

zJ 室 20 名、計 68 名。 

注 4-5) 

因子分析と主成分分析は、統計

解析ソフト PASW  

Statistics18 を使用。 
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管財室 法務・文書室 xH 室 xK 室 

図 4-3 xH・xK 室 配置図 

図 4-4 zK・zJ 室 配置図 

表 4-1 設問項目及び因子分析・主成分分析 

：室長席 

 

 

zK 室 zJ 室 

：室長席 



第 4 章 地方自治体オフィスのワークスタイル 

 

地方自治体オフィスの改修計画に関する研究 84 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-3-4 室別のワークスタイル 

所属室別にワークスタイルを①～④に分類すると（P85:図 4-5）、zK室の

ワーカーは相互作用性が比較的低い側に、xH 室のワーカーは広域性が比較

的低い側に位置しているが、境界近くに位置するものもあり、特徴的な傾

向までは見られなかった。zJ 室、xK 室のワーカーについても、ランダムに

分布しており各室で偏った傾向は見られなかった。 

 

4-4 ワークスタイルの分析 

 

主成分分析によるワークスタイルに関する傾向を把握するため、11 項目

に対するワーカーの回答を上記の 4 つの分類ごとに平均し、次の結果が得

られた（表 4-3）。回答の平均値のうち、１≦x＜2 の値を白色、2≦x＜3 の

値を灰色、3≦x＜4の値を黒色で示した。 

 

4-4-1 ワークスタイルの傾向 

広域性が高く・相互作用性が高い性質のワーカー（図 4-5・①）は、多段

階式アンケート（前頁表 4-1）の「非定型業務が多い」、「仕事をグループで

進めることが多い」、「コミュニケーションを重視する」、「グループで成果

を求められる」の各項目において、それぞれの項目の平均値が 3を上回り、

表 4-3 右欄に近い性質を示していることから、「他のワーカーとの交流が多

く、非定型業務が多い」といえるワーカーである。 

広域性が低く相互作用性が高いワーカー（図 4-5・②）は、「コミュニケ

ーションを重視する」、「グループで成果を求められる」、「来庁者への対応

が少ない」の各項目平均値が 3 を上回り、表 4-3 右欄に近い性質を示して

いるが、「自席で作業することが多い」、「継続的に自席を利用する」の項目

では平均値が 2 を下回り、表 4-3 左欄に近い性質を示している。このこと

から、「自席周辺のワーカーとの仕事が多い」といえるワーカーである。 

広域性が高く・相互作用性が低いワーカー（図 4-5・③）は、全体に項目

が平均的であるが、「自席外での会話が多い」、「執務室内を移動しながら仕

事をすることが多い」の各項目において平均値が 3 に近いことから、やや

表 4-3 右欄に近い性質を示している。しかし、「仕事を企画提案することが

少ない」項目については平均値が 2を下回り、「プライバシーを重視してい

る」、「来庁者への対応が多い」といった項目平均値が 2に近く、やや表 4-3

左欄に近い性質を示している。このことから、「個人での作業を中心とし、

来庁者との対応が多い」といえるワーカーである。 

広域性が低く・相互作用性も低いワーカー（図 4-5・④）は、「自席で作

業することが多い」、「継続的に自席を利用する」、「執務室で作業すること

が多い」の各項目平均値が 2を下回り、表 4-3 左欄に近い性質を示す一方、 
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①Ｎ=15 人 

②Ｎ=19 人 

③Ｎ=18 人 

④Ｎ=16 人 

相互作用性（第二主成分） 

広
域

性
（

第
一

主
成

分
）

 

 

アンケート項目 ④ ③ ② ① アンケート項目

定型業務が多い 1.81 2.50 2.53 3 .00 非定型業務が多い

仕事を個人で進めることが多い 1.94 2.22 2.58 3 .40 仕事をグループで進めることが多い

プライバシーを重視する 2.56 2.06 3 .16 3 .33 コミュニケーションを重視する

執務室で作業することが多い 1.44 2.50 1.26 2.73 執務室外で作業することが多い

自席で作業することが多い 1.25 2.50 1.21 2.60 自席外で作業することが多い

継続的に自席を利用する 1.38 2.61 1.11 2.67 断続的に自席を利用する

個人で成果を求められる 2.63 2.44 3 .32 3 .40 グループで成果を求められる

執務室内を移動しながら仕事をする
ことが少ない

2.06 2.67 1.37 2.47 
執務室内を移動しながら仕事をする
ことが多い

自席での会話が多い 1.88 2.72 1.74 2.20 自席外での会話が多い

仕事を企画・提案することが少ない 1.81 1.83 2.16 2.67 仕事を企画・提案することが多い

来庁者への対応が多い 2.63 2.22 3 .37 2.33 来庁者への対応が少ない

１≦x＜2　：白色　　　2≦x＜3　：灰色　　　3≦x＜4　：黒色

 

 
合計 分散の % 累積 % 合計 分散の % 累積 %

1 3.639 33.083 33.083 3.639 33.083 33.083
2 1.968 17.892 50.975 1.968 17.892 50.975
3 1.188 10.798 61.773 1.188 10.798 61.773
4 0.977 8.883 70.656
5 0.797 7.250 77.906 ＊因子抽出法: 主成分分析 

6 0.684 6.217 84.122 ＊主成分分析により３つの因子が

7 0.552 5.017 89.139 　抽出された。(固有値1以上）

8 0.467 4.247 93.386 ＊その3つの因子について 

9 0.351 3.193 96.579 　第一主成分、第二主成分、

10 0.220 1.998 98.578 　第三主成分とした。

11 0.156 1.422 100.000

因子
初期の固有値 抽出後の負荷量平方和

図 4-5 広域性・相互作用性での分類 

表 4-3 ワークスタイル傾向の分類別アンケート平均値 

表 4-2 主成分分析の分散 

2.5 

.a. . 2 X • • A • .A 

• 
• +)(K 

a A • .zK 
.~ 

3 A.zJ 4 -2 • 1. 2 

• ー・ ム xxH 
X 

一1.5
X 
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「グループで成果を求められる」、「来庁者への対応が少ない」といった項

目では平均値が 3に近く、やや前頁:表 4-3 右欄に近い性質を示しているこ

とから、「仕事は個人で進め、執務室内でのグル－プ作業が多い」といえる

ワーカーである。 

 以上より、主成分分析によるワークスタイルの4つの分類をそれぞれ、（① 

～④の数字は前頁:図 4-5 に対応）、①広域性高・相互作用性高→

Collaborator(Col):協働者的ワークスタイル、②広域性低・相互作用性高 

→Constituent(Con):構成者的ワークスタイル、③広域性高・相互作用性低

→Soloist(S):独立者的ワークスタイル、④広域性低・相互作用性低→

Individual(I)個別者的ワークスタイルとし、主成分得点による位置関係と

特徴を、図 4-6 にて表示した。 

 

4-4-2 ワークスタイルと座席位置 

オフィスにおける実際の座席位置と分類したワークスタイルについて確

認すると、ワークスタイル別に表示した座席位置図の図 4-7（xH 室、xK 室）、

図 4-8（zK 室、zJ 室）から、ワーカー(Col)は室の奥又は室の外周部に属し

(図 4-7,4-8－A) 注 4-6)やワーカー(Con)は、室の奥又は中央部分に位置する

傾向があり(図 4-7,4-8－B)、管理職的な職員（以下：管理職等）が多い（表

4-4）ことがわかる。また、ワーカー(S)は室の前方に多く(図 4-7,4-8－C)、

窓口対応をする際に室内を移動していると考えられる。 

 ワークスタイルの関係（図 4-6）から座席位置を考えると、広域性の高い

ワーカー(Col) やワーカー(S)は、他部署等と広域的に交流できるように室

の前方の共用ミーティングスペース側に配置し、相互作用性の高いワーカ

ー(Col)やワーカー(Con)は、室内での作業のために室の内側に配置するこ

とが望ましいと考えられる。 

実際のオフィスにおいては、慣習として室の奥から年功序列的に座席位

置を配置することが多く、管理職等については広域性の高いワーカー(Col)

であっても、室の後方に位置せざるを得ない場合もあるが、年齢順の配置

を考慮しなければ、概ねワークスタイルの関係から座席位置の決定が可能

であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 4-6) 

本文(図 4-7,4-8-A)の記載は、

図 4-7 と図 4-8 の中の英大文字

Aの区域を示す（以降同様）。 
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図 4-6 ワークスタイル関係図 

図 4-7 xH 室・xK 室配置図 
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②Constituent (Con)：構成者的ワークスタイル④Individual ( I )：個別者的ワークスタイル

個人での作業を中心

とし、来庁者との対応

が多い。

他のワーカーとの交流

が多く、非定形業務が

多い。
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高
い

低
い

M
o

b
ili

ty

広
域

性

Interaction

相互作用性
高い低い

③Soloist ( S )：独立者的ワークスタイル ①Collaborator (Col)：協働者的ワークスタイル

②Constituent (Con)：構成者的ワークスタイル④Individual ( I )：個別者的ワークスタイル

個人での作業を中心

とし、来庁者との対応

が多い。

他のワーカーとの交流

が多く、非定形業務が

多い。

仕事は個人で進め、
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プ作業が多い。
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③Soloist ( S )：独立者的ワークスタイル ①Collaborator (Col)：協働者的ワークスタイル

②Constituent (Con)：構成者的ワークスタイル④Individual ( I )：個別者的ワークスタイル

③Soloist ( S )：独立者的ワークスタイル ①Collaborator (Col)：協働者的ワークスタイル

②Constituent (Con)：構成者的ワークスタイル④Individual ( I )：個別者的ワークスタイル

個人での作業を中心

とし、来庁者との対応

が多い。

他のワーカーとの交流

が多く、非定形業務が

多い。

仕事は個人で進め、

執務室内でのグルー

プ作業が多い。

自席周辺のワーカーと

の仕事が多い。

個人での作業を中心

とし、来庁者との対応

が多い。

他のワーカーとの交流

が多く、非定形業務が

多い。

仕事は個人で進め、

執務室内でのグルー

プ作業が多い。

自席周辺のワーカーと

の仕事が多い。

図 4-8 zK 室・zJ 室配置図 

表 4-4 ワークスタイル別の人員（＊グレー：管理職的な職員（管理職等）） 

 

 ｚ１４  ｊ４  ｚ７  ｋ２５  ｚ２  ｊ１０  ｚ９  ｊ１２

 ｚ１６  ｊ１１  ｚ１１  ｊ３  ｚ４  ｊ１３  ｚ１０  ｊ１７

 ｚ１７  ｊ１４  ｚ１２  ｊ１５  ｚ６  ｊ１９  ｚ１３  ｊ２２

 ｋ４  ｊ２０  ｚ１５  ｊ１６  ｚ１９  ｊ２１  ｋ１  ｊ２３

 ｋ５  ｈ２  ｋ３  ｊ２４  ｋ２  ｈ１  ｋ７  ｈ１０

 ｋ１１  ｈ６  ｋ６  ｈ７  ｋ９  ｈ３  ｋ２２

 ｋ１５  ｋ８  ｈ１３  ｋ１０  ｈ４  ｋ２３

 ｋ１８  ｋ１２  ｈ１４  ｋ１４  ｈ５  ｊ１

 ｋ１９  ｋ１３  ｋ１６  ｈ１２  ｊ５

 ｋ２４  ｋ２１  ｊ９  ｊ７

計 16 計 18 計 19 計 15

④ Individual ( I ) ③ Soloist (S) ② Constituent (Con) ① Collaborator (Col)
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4-5 ワーカーの交流行動の分析 

 

4-5-1 調査の概要（平成 21年 2月 24 日・25日実施）  

本調査はアンケート調査と同様のワーカーに対して行い、業務の効率化

と生産性の向上に影響を与えるであろう交流行動としてのコミュニケーシ

ョンについて、マッピング調査によりレイアウトの違いによるコミュニケ

ーションへの影響を調査した。 

 

4-5-2 各室における交流行動 

マッピング調査から、執務室内の全ての会話をプロットしたもの（コミ

ュニケーションポイント）を図 4-9、図 4-10 に示す。 

 

(1) xH 室、xK室のコミュニケーション（図 4-9） 

xH 室、xK室とも会話の発生場所は執務室の奥(図 4-9－D,E)、執務室手前 

の h8、z4、z16 の 3人のワーカー(図 4-9－F,G,H)に集中している。 

h8、z4、z16 の動き(図 4-11(1)、図 4-11(2)、図 4-11(3))を見ると、h8

の会話(図 4-11(1)－M)からは、お互い座位で会話が行われ、z4及び z16 で

互いに座位での会話もあるが、相手が自席周辺まで近寄ってきた状態で会

話が行われることが多くみられる(図 4-11(2)－N、図 4-11(3)－O)。また、

3人とも会話が自席から放射状に広がっている。このことから、自席で行う

会話がコミュニケーションの中心となっている。 

 

(2) zK 室、zJ室のコミュニケーション(図 4-10) 

zK 室では、会話が執務室全体に広がっており(図 4-10－I)、隣のグルー

プとの会話がみられる(図 4-10－J)。一方、zJ 室についても執務室全体に

会話が広がっているものの、ほとんどの会話がグループごとに行われてい

る(図 4-10－K,L)。 

このことから、会話による交流行動については、座席配置の違う xH室・

xK 室と zK 室・zJ 室の間で相違があり、座席配置が交流行動に影響を与え

る可能性があることが分かる。 

 

4-6 ワークスタイルと交流行動及び業務行動との関係 

 

主成分分析により 4 分類したワークスタイルについて、それぞれ個人別

に、交流行動と業務行動についてマッピングした図から確認する。 

 

4-6-1 協働者的(Col)ワーカーの行動 

協働者的(Col)なワーカーh10、k1、k7 の交流行動と業務行動についてマ 
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Ｋ

Ｉ

Ｌ

凡例凡例

共用ミーティングスペース

 

z16

ｚ4

ｈ8

Ｍ
Ｏ

Ｎ

(3) ワーカーz16の行動(2) ワーカーz4の行動(1) ワーカーh8の行動

凡例凡例

Ｅ Ｄ 

Ｆ 
Ｈ Ｇ 

h8 
ｚ4 ｚ16 

凡例凡例

共用ミーティングスペース 

図 4-9 xH 室・xK 室コミュニケーションポイント 

図 4-10 zK 室・zJ 室コミュニケーションポイント 

図 4-11 xH 室・xK 室コミュニケーションポイントのワーカーの行動 
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ッピングした図を、図 4-12 に示す。 

個人別で行動を見ると、h10 は自席での作業が多いが、繰り返しキャビネ

ットへ移動し（図 4-12(1)-a）、ファイリング作業を行ったり、室外への移

動も見られる。また自席での会話が多く（図 4-12(1)-b）、他のワーカーと

もコミュニケーションをとっている。 

k1 は自席背後のキャビネットとの往復が見られるほか（図 4-12(2)-c）、

周辺機器への往復が見られ（図 4-12(2)-d）、自席周辺のグループ内のワー

カーや管理職等の席へ移動しての会話が見られる。 

k7 は自席での業務と同時に、室外への複数回の移動も見られ（図

4-12(3)-e）、自席と室外での打ち合わせが業務的に多いことがわかり、自

席周辺のグループ内のワーカーや室外のワーカーとのコミュニケーション

が見られる（図 4-12(3)-f）。 

いずれも、ワーカー(Col)の「他のワーカーとの交流が多く、非定型業務 

が多い」という特徴が確認できる。 

 

4-6-2 構成者的(Con)ワーカーの行動 

構成者的(Con)なワーカー、k2、h5、k14 を図 4-13 から行動を見ると、k2

は自席からの移動が少なく、自席周辺の職員へのコミュニケーションが中

心で(図 4-13(1)-g)、且つ自席での業務が多いことがわかる。  

h5 は、自席周辺のワーカーや自席背後の職員など、自席周辺の職員への

コミュニケーションが中心(図 4-13(2)-h)であるといえる。また、自席背後

の遠い側にいる職員とコミュニケーションを取る際にも、協働者的ワーカ

ーが自席から移動しているのに対し、自席から直接職員と会話を行うケー

スが見られ(図4-13(2)-i)る。一部自席からの移動(図4-13(2)-j)もあるが、

回数は少ないことから、h5 についても自席を中心としたコミュニケーショ

ンを取っていることがわかる。 

k14 は、自席背後の職員との交流や、独立した席の管理職との会話がある

が、その殆どを自席から近い範囲(図 4-13(3)-k)で行われており、k14 につ

いても、主な業務は自席で行われていることがわかる。 

これらのことから、構成者的(Con)なワーカーの「自席周辺のワーカーと

交流し、コミュニケーションを重視して進める。」特徴が確認できる。 

 

4-6-3 独立者的（S）ワーカーの行動 

独立者的(S)なワーカー、h13、k25、j16 を図 4-14 から行動を見ると、h13

は、前の席の職員との会話(図 4-14(1)-l)が多少あるが、個人での作業(図

4-14(1)-m)が主な業務となっている。また、自席外への移動についてはキ

ャビネットやプリンターへの移動や、来庁者との打ち合わせが確認できる。 

k25 はグループ内の職員への移動(図 4-14(2)-n)はあるが、1対 1での会 
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図 4-13 構成者的ワークスタイル（Con）に属するワーカーの行動 

図 4-14 独立者的ワークスタイル（S）に属するワーカーの行動 

     

(1)ワーカーh10 の行動 (2)ワーカーk1 の行動 (3)ワーカーk7 の行動 

a 

b 

c 

 

d 

 

e 

 

f 

 

(1)ワーカーh13 の行動 (2)ワーカーk25 の行動 (3)ワーカーj16 の行動 
      

 

ｌ 

 

ｍ 

 

ｎ 

 

o 

 

 

p 

 

q 

(1)ワーカーk2 の行動 (2)ワーカーh5 の行動 (3)ワーカーk14 の行動 
      

 

ｇ 

 

ｊ 
 

ｈ 
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ｋ 

図 4-12 協働者的ワークスタイル（Col）に属するワーカーの行動 
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話であり、個人で業務を進めていることがわかる。キャビネット付近では、

来庁者への対応(前頁:図 4-14(2)-o)が多く行われている。 

j16 は自席での作業と、執務室内を移動しての共用 PC スペースでの個人

作業(前頁:図 4-14(3)-p,q)が多く行われていることがわかる。 

これらのことから、独立者的(S)なワーカーの「執務室内を移動しながら

個人で作業を行う」、「来庁者との対応が多い」という 2 つの特徴が確認で

きる。 

 

4-6-4 個別者的（I）ワーカーの行動 

個別者的（I）なワーカー、h2、k5、j4 を図 4-15 から行動を見ると、h2

は、自席でグループ内での会話(図 4-15(1)-r)が多く見られ、グループでの

作業が多いことがわかる。後方のキャビネットへの移動(図 4-15(1)-r)や、

打ち合わせテーブルでの1対2の打ち合わせ(図4-15(1)-s)等から個人で業

務を進めていることがわかる。 

k5 は室外での打ち合わせも少なく(図 4-15(2)-u)、自席でグループ内で

の会話(図 4-15(2)-t)が多く見られ、個人業務をグループの職員と進めてい

ることがわかる。 

j4 は同じグループ内の職員の席に自分から移動して会話(図 4-15(3)-v)

をしていることから、よりグループ作業を行っていることがわかる。また、

共用 PC スペースでの単独の利用(図 4-15(2)-w)から個人で進める仕事も担

当していることがわかる。 

これらのことから、個別者的（I）なワーカーの「仕事を個人で進める」、

「執務室内でグループ作業を行う。」という 2つの特徴が確認できる。 

 ワークスタイルの 4 分類と実際の交流行動及び業務行動が概ね一致して

いることから、県庁オフィスにおけるワークスタイルは概ね 4 分類で説明

できると考える。 
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図 4-15 個別者的ワークスタイル（I）に属するワーカーの行動 

        
(1)ワーカーh2 の行動 (2)ワーカーk5 の行動 (3)ワーカーj4 の行動 
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4-7 地方自治体オフィスにおけるワークスタイル 

 

本章ではアンケート調査からワーカーのワークスタイルについて主成分

分析で得た広域性と相互作用性を軸に 4 分類し、実際のワーカーの交流行

動と業務行動を調査することにより、その分類の傾向について確認し、地

方自治体オフィスにおけるワークスタイルについて考察した。以下、知見

を述べる。 

 

(1)組織区分としての室の 4 室（xH 室、xK 室、zK 室、zJ 室）において、4

分類別によるワーカーの偏りは見られないことから、組織区分の室の個別

業務によるワークスタイルの偏りは確認できなかった。 

 

(2)4 分類によるワーカーの座席位置については、空間としての室の奥まっ

た位置又は室の外周部に多く位置する分類のワーカーや室の前方に位置す

る分類のワーカーが見られる。これは、管理職等のワーカーの席が室の奥

や隅に位置し、窓口対応のワーカーが室の前方に位置する場合が多いケー

スから、ワークスタイルとワーカーの座席位置との何らかの関係性につい

て示している。 

 

(3)ワークスタイルと交流行動や業務行動との関係性において、ワークスタ

イルのうち職位としての管理職等は、人や情報を管理・統合・調整する役

割があり、マネジャーとしての自覚から、相互作用性の高いワーカーとし

ての他のワーカーとの交流やコミュニケーションの重視等の交流行動や業

務行動を示していると考えられる。 

 

これらのことから、県庁職員のワークスタイルの分類として、主成分分

析に用いた設問の内容からそれぞれの特徴に合わせて、4分類を(Col):協働

者的ワークスタイル、(Con):構成者的ワークスタイル、(S):独立者的ワー

クスタイル、(I):個別者的ワークスタイルと名称をつけワークスタイルの 4

分類(P87:図 4-6)とした。 

また、アンケート調査を主成分分析することにより得たワークスタイル

の分類とワーカーの実際の業務行動と交流行動を調査した結果が概ね一致

していることから、アンケートでも十分な精度があり、この調査がワーク

スタイルの機能的な調査法として有効であると検証し得たと考える。 
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4-8 まとめ 

 

本章では、本研究の目的の一つである改修後のオフィス利用の変化とし

て、第 3 章の組織マネジメントに加えて、改修工事後の部分的な業務内容

の変化として「ワークスタイル」を対象とした。 

アンケート調査の主成分分析から、本庁舎におけるワークスタイルにつ

いて、他の民間企業等と同様に、一律ではない複数のワークスタイルの存

在を確認し、ワークスタイルのオフィス計画への反映について、以下の検

討結果をまとめる。 

(1)地方自治体職員のワークスタイルの尺度 

アンケート調査の主成分分析により、次の 2 つの成分をワークスタイル

の尺度とした。 

1)第一主成分は、「執務室外で作業することが多い」、「自席外で作業する 

ことが多い」、「断続的に自席を利用する」や「執務室内を移動しなが  

ら仕事をすることが多い」、「自席外での会話が多い」といった、自席  

やその周辺での作業環境と会話についての項目が高い因子負荷を示し  

ている。このことから、第一主成分は「業務を行う領域」を表してい 

ると判断し、第一主成分の名称を「広域性：Mobility」とした。 

2)第二主成分は、「仕事をグループで進めることが多い」、「コミュニケー 

ションを重視する」、「グループで成果を求められる」といった、個人 

での業務やグループでの業務にかかわる項目が高い因子負荷を示して 

いる。このことから、第二主成分は「業務における他者とのかかわり」 

を表していると判断し、第二主成分の名称を「相互作用性：Interaction」 

とした。 

 

(2)地方自治体職員のワークスタイルの分類 

ワーカーのワークスタイルについて主成分分析で得た広域性と相互作用

性により 4 分類した。加えて、実際のワーカーの交流行動と業務行動を調

査することにより、その分類の傾向について確認し、地方自治体オフィス

におけるワークスタイルについて以下のとおり考察した。 

1)ワークスタイルについて 

①各室ごとに 4 分類別によるワーカーの偏りは見られないことから、組

織区分の室の個別業務によるワークスタイルの偏りは確認できなかった。 

②4分類によるワーカーの座席位置については、空間としての室の奥や隅 

の位置、又は室の外周部に多く位置する分類のワーカーや、室の前方に 

位置する分類のワーカーが見られる。これは管理職等のワーカーが室の 

奥や隅に位置し、窓口対応のワーカーが室の前方に位置する場合が多い 

ケースから、ワークスタイルとワーカーの座席位置との何らかの関係性 
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について示している。 

③ワークスタイルと交流行動や業務行動との関係性において、ワークス 

タイルのうち職位としての管理職等は、人や情報を管理・統合・調整す 

る役割があり、マネジャーとしての自覚から、相互作用性の高いワーカ

ーとしての他のワーカーとの交流やコミュニケーションの重視等の交流

行動や業務行動を示していると考えられる。 

2)ワークスタイルの分類 

ワークスタイルについての分析により、主成分分析に用いた設問の内

容からそれぞれの特徴に合わせて、ワークスタイルを以下の 4 分類とし

た。 

①域性高・相互作用性高→Collaborator(Col):協働者的ワークスタイル 

②広域性低・相互作用性高→Constituent(Con):構成者的ワークスタイル 

③広域性高・相互作用性低→Soloist(S):独立者的ワークスタイル 

③ 広域性低・相互作用性低→Individual(I):個別者的ワークスタイル 

なお、ワークスタイルの 4 つの類型化については、主成分得点による位

置関係と特徴から P87:図 4-6 ワークスタイル関係図として表示した。 

 

(3)ワークスタイルのオフィス計画への反映。 

ワークスタイルの 4分類についてオフィスの平面計画への適用を以下の

とおり考察した。 

1)相互作用性から平面計画への適用を見ると、相互作用性の高い(Col)や 

(Con)に分類される傾向の強い室長の席を離すことで、会話の発生が室 

長席の周辺から、少なくともグループ単位や室単位へと広がっていく 

と考えられる。これは、会話の多い管理職等の席周辺での会話が、席 

をグループから離すことにより、前後左右といった直接伝播する場合 

よりも結果的に、広範囲に多くのワーカーと会話をする機会を作り出 

し得ると考えられるからである。また、多くのワーカーとの会話を必 

要とするオフィスの場合は、(Col)や(Con)に分類される相互作用性の 

高いワーカー同士の席を離すことで、広範囲でのコミュニケーション 

が、期待できる計画となる可能性がある。さらに、一般的に仕事上の 

活発な会話によるコミュニケーションは組織の活性化に繋がると考え 

られることから、組織の活性化を図る平面計画となる可能性がある。 

 2)広域性から見ると、広域性の高い(Col)、(S)に分類されるワーカーの 

中で管理職等は、業務上他の部署との調整役を担う機会が多く必然的 

に広域的になることや、来庁者への窓口対応の業務が多いワーカーに 

ついても広域的な対応が必要なことから、(Col)、(S)に分類される職 

員については、各室の周辺部や共用ミーティングスペース近くに配置 

することで広域的業務に効率的に対応できる計画となる可能性がある。 
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3)相互作用性と広域性共に低い(I)に属するワーカーは、個人で業務に集  

中できるように、執務室外の者との接点の少ない室の内側に配置する 

ことで業務に効率的に対応できる計画となる可能性がある。 

 

以上の検討により、本章では、改修後のオフィス利用の変化として、改

修工事後の部分的な業務内容の変化による「ワークスタイル」を対象とし、

ワーカーのワークスタイルのオフィス計画への反映についての可能性を示

した。 
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第 5章 結 論 

 

 地方自治体オフィスの改修工事においては、施設使用と並行し改修計画

を効率的に実施することが求められている。 

 本研究では、三重県庁本庁舎を事例に地方自治体オフィスにおける施設

使用と並行し改修計画を効率的に実施するための有効な方法として、改修

後の不具合を減らす工事手法と、改修後のオフィス利用の変化を次の改修

計画に反映する方法について行った一連の研究成果をまとめ、今後の地方

自治体オフィスの改修計画への提案を行うことで本研究の総括とする。 

 

5-1 各章のまとめ 

 

5-1-1 第 1 章 本研究の背景・目的・方法 

第1章では、地方公共団体が置かれている現状について全国と三重県を比

較し、その中でも保有施設の状況から庁舎改修の必要性を示し、本研究の

目的を、改修直後に不具合の少ない効率的な工事手法、及び改修後のオフ

ィス利用の変化について次の改修計画に反映する方法を明らかにすること

で、今後の地方自治体オフィスの改修計画への提案を行うとした。 

そのために、改修直後に不具合の少ない効率的な工事手法について3段階

で規模拡大し実施した本庁舎のオフィス改修工事を対象とし、改修工事後

の約10年にわたるオフィスの変化から変化の要因として、組織構造とワー

クスタイルを研究の対象とした。   

また、三重県庁本庁舎を事例とするにあたり、対象空間の評価として、

対象空間が昭和39年から51年間にわたり長期に利用され続けられている空

間であり、全国でも同様に長期に利用し続けられている施設が多いという

現状から、一般性を持ち得る空間であることや、原設計において長期の利

用に耐える高い利用自由度を持つ空間であることを述べた。併せて、既設

建物関連の既往研究について概観し、地方自治体庁舎規模のオフィスの改

修工事に関する研究や組織構造とオフィスの関係についての研究が少ない

ことで本研究の位置づけを行った。 

 

5-1-2 第 2 章 庁舎オフィス改修のプロセス 

第 2 章では、改修直後に不具合の少ない効率的な工事手法について、全

体改修を一度の工事で行うのではなく、FM 標準業務サイクルを PDCA サイク

ルに置き換え事前事後調査を行い、改修工事の規模を 3 段階で拡大するプ

ロセスを経て工事を行った本庁舎オフィスの改修工事を対象に、多段階プ

ロセスによるオフィス改修工事の有効性を以下の項目についてまとめた。 
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(1)将来的に継続して使用するためのファシリティマネジメントの視点 

1)PDCAサイクルの実践による3段階のプロセスでの改修工事においては、 

職員満足度の第 1段階～第 3段階（P43:表 2-16）の結果により、第 1段 

階終了時の要改善ポイントは、第 2段階においてほぼ解消する。 

2)業務が基本的に同質の場合、①第 2段階実施時に第 3段階を見据えて 

建物全体のオフィス改修計画（P39:表 2-14）を策定することにより、第

2段階での効果の検証が第 3段階での効果の予測となる。②事前調査にお

いて、プロセスの効率化の可能性が確認できる。 

 

(2)改修工事における想定外の問題の予防 

1)3 段階を経ることにより、前段階での検証結果が不適当な場合、結果 

を次段階にフィードバックし、改修時の規模拡大の際に再度改善が図れ

る点で、改修後における想定外の問題の予防に有効である。 

2)特に行政のように、年度単位で予算を執行する組織においては、年度 

単位での判断が可能であり、結果的にコスト面の効果も期待出来る。 

 

(3)オフィス改修工事のプロセス 

1)オフィス改修において、執務環境の改善や組織構造の変化等の外的要 

因だけに対応した改修工事だけを実施する場合は、1度に速やかに実施す 

ることは出来るが、そこで実際に働く職員の満足度という対立する要素 

を調整し、最適解を求めるような改修を行う場合においては、多段階プ 

ロセスを経た方が、修正を加えることが出来る点で効率的である。 

2)多段階における実施プロセス上の変化として、前段階で改修を実施し 

たオフィスを実際に確認できる為、次段階以降のオフィス改修において 

職員の理解と意識が変わりスムーズに実施する事ができる。 

  

以上の検討により、地方自治体オフィスの改修計画における、改修直後

に不具合の少ない効率的な工事手法として、改修時に不具合を解決してい

く多段階プロセスによるオフィス改修工事の有効性を確認した。 

 

5-1-3 第 3 章 組織構造とオフィス 

第 3 章では、本研究の目的の一つである改修後のオフィス利用の変化と

して、平成 14 年オフィス改修後の本庁舎における約 10 年にわたる組織構

造の変化とオフィスの変化及び職員満足度調査（以降：満足度調査）によ

るオフィスの評価により、組織構造に適したオフィスに関して以下の検討

を行った。 
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(1)組織構造のタイプ。 

三重県庁の行政改革における組織構造から確認した 3タイプ（P53:表 3-1

上欄）と将来必要な組織構造のタイプを加え、組織構造を次の 4 タイプに

分けた。（P55:図 3-2） 

1)タイプⅠ：階層的に業務を進める組織構造 

2)タイプⅡ：フラットな関係で業務を進める組織構造 

3)タイプⅢ：グループとしての結束を強化し業務を進める組織構造 

4)タイプⅣ：将来的に想定すべき組織構造として、あらゆる方向へ直接 

関係を取り合いネットワーク的に業務を進める組織構造を想定 

 

(2)組織構造とレイアウトから見たオフィスの特徴。 

本庁舎における組織構造のタイプⅠ～Ⅲ実施時のオフィス及びタイプⅣ

として想定したオフィスについて、組織構造とレイアウトの組み合わせか

らオフィスのタイプとして、Aタイプオフィス（組織構造：タイプⅠ、レイ

アウト：a）、B タイプオフィス（組織構造：タイプⅡ、レイアウト：b）、C

タイプオフィス（組織構造：タイプⅢ、レイアウト：c）、Dタイプオフィス

（組織構造：タイプⅣ、レイアウト：フリーアドレス）とし、その特徴に

ついて確認した。（P61:図 3-8） 

1)A タイプオフィス 

階層的な配置のオフィスであり、課単位で部屋が仕切られ、奥から階

層順に机等が構成された島型対向式オフィスとなっている。 

2)B タイプオフィス 

フラットな配置のオフィスであり、ゾーニングにより組織全体で統一

して机等を構成するユニバーサルオフィスとなっている。 

3)C タイプオフィス 

グループの単位を強化したオフィスであり、ゾーニングがある中で、

管理職を独立して配置し、グループ単位で机等を構成するグループオフ

ィスとなっている。 

4)D タイプオフィス 

将来的に想定したタイプⅣは、フリーアドレス等個人の席を固定しな

いノンテリトリアルオフィスが考えられる。 

 

(3)職員満足度によるオフィスの評価 

A～C タイプオフィスの適正度について、満足度調査により確認したとこ

ろ、各オフィスは満足度調査の総合評価と軸別評価において対応しており、

両評価において一定の基準は保たれたオフィスと考えられた。 

また、設問別評価から B タイプオフィスにおいては、組織がパーソナル

化する事により、共用スペースが必要となること、業務上もそれぞれが個 
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別業務を行うことが多いため、打合せを行うスペースについても重要度が

高くなることや、Cタイプオフィスにおいては、グループとしての結束を強

化し業務を進める中では、打ち合わせが減るとの考え方であったが、満足

度調査の結果が低いことから共用スペースと打合せスペースのバランスが

重要であることが分かった。 

 

以上の検討により、地方自治体オフィスにおける組織構造のⅠ～Ⅳタイ

プに対して、A～C タイプオフィスが概ね対応していることが分かり、D タ

イプの想定を加え組織構造のタイプⅠ～Ⅳに適したオフィスについて以下

のとおり取りまとめた。 

1)A タイプオフィス（組織構造：タイプⅠ） 

課単位で部屋が仕切られ奥から階層順に机等が構成された島型対向式  

オフィスが概ね適正である。 

 2)B タイプオフィス（組織構造：タイプⅡ） 

ゾーニングにより組織全体で統一して机等を構成するユニバーサルオ 

フィスが適正であり、オフィス内の共用スペース、打合せスペースの 

重要度が高い。 

3)C タイプオフィス（組織構造：タイプⅢ） 

ゾーニングがある中で、グループ単位で机等を構成するグループオフ 

ィスが適正であり、オフィス内の共用スペース、打合せスペースのバ 

ランスが重要である。 

また、将来的に想定すべき組織構造として想定した、 

4)D タイプオフィス（組織構造：タイプⅣ） 

フリーアドレス等個人の席を固定しないノンテリトリアルオフィスが 

適正と考えられ、実施にあたっては、必ずしも本庁舎に来なくても決  

裁処理等が可能な通信環境の整備等が必要である。 

  

 なお、本庁舎のオフィスについては、一人当たり執務面積 5.0 ㎡/人とい

う面積的に厳しい制限の中での検討となっており、余裕のある面積の場合

においては、レイアウトを含めオフィスとしてさらなるバリエーションの

可能性がある。 

この点について、本庁舎におけるオフィス検討の限界と、限界があるこ

とによる同様のオフィスへの適用の可能性を踏まえ組織構造のタイプⅠ～

Ⅳに適したオフィスとして A～Dタイプオフィスを提案する。 
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5-1-4 第 4 章 地方自治体オフィスのワークスタイル 

第 4 章では、本研究の目的の一つである改修後のオフィス利用の変化に

ついて第 3 章の組織構造に加えて、改修工事後の部分的な業務内容の変化

による「ワークスタイル」を対象とし、ワークスタイルについての分析・

分類とワークスタイルのオフィス計画への反映について、以下の項目につ

いての検討を行った。 

(1)地方自治体職員のワークスタイルの尺度 

アンケート調査の主成分分析により、次の 2 つの成分をワークスタイル

の尺度とした。 

1)第一主成分は、「執務室外で作業することが多い」、「自席外で作業する 

ことが多い」、「断続的に自席を利用する」や「執務室内を移動しなが  

ら仕事をすることが多い」、「自席外での会話が多い」といった自席や 

その周辺での作業環境と、会話についての項目が高い因子負荷を示し  

ていることから、第一主成分は「業務を行う領域」を表していると判 

断し、第一主成分の名称を「広域性：Mobility」とした。 

2)第二主成分は、「仕事をグループで進めることが多い」、「コミュニケー 

ションを重視する」、「グループで成果を求められる」といった個人で 

の業務や、グループでの業務にかかわる項目についての項目が高い因 

子負荷を示していることから、第二主成分は「業務における他者との 

かかわり」を表していると判断し、第二主成分の名称を「相互作用性： 

Interaction」とした。 

 

(2)地方自治体職員のワークスタイルの分類 

主成分分析で得た、広域性と相互作用性の尺度により、主成分分析に用

いた設問の内容からワークスタイルの傾向を確認し、ワークスタイルを次

の 4つに分類した。 

1)広域性高・相互作用性高→Collaborator(Col):協働者的ワークスタイ 

 ル 

2)広域性低・相互作用性高→Constituent(Con):構成者的ワークスタイル  

3)広域性高・相互作用性低→Soloist(S):独立者的ワークスタイル 

4)広域性低・相互作用性低→Individual(I)個別者的ワークスタイル 

また、主成分得点による位置関係と特徴を、P87:図 4-6 ワークスタイル

関係図として表示した。 

 

(3)ワークスタイルのオフィス計画への反映 

ワークスタイルの 4 分類についてオフィスの平面計画への適用を以下の

とおり考察した。 

1)相互作用性から平面計画への適用を見ると、相互作用性の高い(Col)や 
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(Con)に分類される傾向の強い室長の席を離すことで、会話の発生が室 

長席の周辺から少なくともグループ単位や室単位へと広がっていくと 

考えられる。これは、会話の多い管理職等の席周辺での会話が、席を 

グループから離すことにより、前後左右といった直接伝播する場合よ 

り結果的に、広範囲に多くのワーカーと会話をする機会を作り出すと 

考えられ、多くのワーカーとの会話を必要とするオフィスの場合は、 

(Col)や(Con)に分類される相互作用性の高いワーカー同士の席を離す 

ことで、広範囲でのコミュニケーションが期待できる計画となる可能 

性がある。また、一般的に仕事上の活発な会話によるコミュニケーシ 

ョンは組織の活性化に繋がると考えられることから、組織の活性化を 

図る平面計画となる可能性がある。 

2)広域性から見ると、広域性の高い(Col)、(S)に分類されるワーカーの 

中で管理職等は、業務上他の部署との調整役を担う機会が多く必然的 

に広域的になることや、来庁者への窓口対応の業務が多いワーカーに 

ついても広域的な対応が必要である。このことから、(Col)、(S)に分 

類される職員については、各室の周辺部や共用ミーティングスペース 

近くに配置することで広域的業務に効率的に対応できる計画となる可 

能性がある。 

3)相互作用性と広域性共に低い(I)に属するワーカーは、個人で業務に集  

中できるように、執務室外の者との接点の少ない室の内側に配置する 

ことで業務に効率的に対応できる計画となる可能性がある。 

 

以上の検討より、第 4 章では、改修後のオフィス利用の変化として、改

修工事後の部分的な業務内容の変化によるワークスタイルを対象とし、ワ

ーカーのワークスタイルのオフィス計画への反映についての可能性を示し

た。 
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5-2 地方自治体オフィスの改修計画への提案 

 

 本研究では、第 2 章にて地方自治体のオフィス改修計画における改修後

の不具合を減らす工事手法について、多段階プロセスによるオフィス改修

工事の有効性を示した。 

また、第 3 章と第 4 章にて改修後のオフィス利用の変化を次の改修計画

に反映する方法として、組織構造の変化に適したオフィスのタイプと地方

自治体オフィスのワークスタイル及びそのオフィス計画への反映について

示した。 

これまでの考察を踏まえ、実務利用の観点から地方自治体オフィスにお

いて施設使用と並行し改修計画を効率的に実施するために提案を行う。 

 

(1)庁舎建築のライフサイクルから見たオフィス改修計画 

一般的に、企業のオフィスについては「建物建設」の場合もあるが、「施

設賃貸借」や「不動産取得」の場合も多く、第 1 章の研究の背景で述べた

とおり、長期使用の多い地方自治体オフィスとは使用形態に相違がある。 

ここで、一般的な建物で想定されている FM 標準業務サイクル(図 5-1)を

PDCA に置き換え、建築物の新築時から解体までの大きなライフサイクルの

中で D:プロジェクト管理に各章の検討を位置づけ地方自治体オフィスにお

ける FM 標準業務の関係を確認したものが図 5-2 である。 

図 5-2 を見ると本庁舎には昭和 39 年に原設計による新築 D1 がある。そ

の後は D1 の原設計が持つ利用自由度の集合の中で、改修工事等の

D2,D3,D4･･･という集合体の中の1例を次々に解決しているということにな

る。D2 を今回の本庁舎のオフィス改修工事、D3 を組織構造の変革、D4をワ

ークスタイルの変革とし、D:プロジェクト管理の部分に位置づける。D:プ

ロジェクト管理への位置づけについては、ハードの改修工事を伴うか否か

により D:運営維持への位置づけになる可能性がある。 

また、第 2 章で述べたとおり、D2 にあたる本庁舎のオフィス改修工事に

ついては、さらに 3 段階で規模を拡大して実施していることから、D2 の中

に小さなｄ2-1、ｄ2-2、ｄ2-3 が包含されていることとなる(図 5-3)。 

このように、地方自治体オフィスが長期間に渡り使用するという背景に

よる FM 標準業務サイクルにおいては、図 5-2 のとおり新築 D1 後に

D2,D3,D4･･･が起こりえる可能性があり、建物のライフサイクルにおいて、

将来にわたって出来るだけ Dを少なくする改修計画が必要である。 
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評

価

戦略・計画

運営維持

統括マネジメント

図 5-1 FM 業務標準サイクル（JFMA） 

図 5-2 地方自治体オフィスにおける FM 業務標準サイクル 

＊P7 図 1-8 FM 標準業務サイクル（JFMA）に PDCA 及びプロジェクト管理部分に加筆。 
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改修前 改修後 余力
・長方形の凸凹のない空間輪郭 ・島ピッチを任意に変更可能 〇 ◎
･横長連窓形式 ・同上及び机や備品を一方に寄せることが可能 △ 〇
・必要最小の防火区画 ・必要間仕切りを最小限に出来る。オープン化が可能 〇 〇
・壁芯7.2ｍ×7.2ｍ(3.6m)の正方形モジュール ・縦横の配置転換可能 〇

・端部（妻側部）で3スパンまとまった空間利用が可能 〇
・１フロアー３クラスターの可能性有 〇 〇

・廊下、室内通路、執務空間の空間的レイヤ ・部課の組織構造の階層化を受容、窓口業務を受容、 〇

・中央スパン下がり天井からの空調横吹き出し ・島ピッチを任意に変更可能 〇 ◎
・ペリメーター吹き出しの省略（外壁をセットバックさせて
　いる。）

・天井内の造作変更が可能
〇

・天井面付けの蛍光灯器具 ・島ピッチを任意に変更可能 〇

・高剛性のフレーム、純ラーメンに限りなく近い、
　外壁の中空ウォールガーダーによる断熱、遮光効果

・免震工法の対応を可能にした。（設計時は意図していな
　かったが）

〇 ◎

・床スラブの断面厚の変化による小梁の省略 ・空調、情報機器、照明設備のアップグレードが可能 〇

凡例：　 △やや利用 ○利用 ◎かなり利用　

設
備

計
画

構
造

計
画

空
間
計
画

有効性の活用状況
原設計の特質 原設計の評価

計
画

・直通階段を可能な範囲で中央部に寄せる

表 5-1 本庁舎原設計（S39)の特質及び評価、利用状況 

 

本
庁
舎
オ
フ
ィ
ス
の
改
修
工
事

４
階
フ
ロ
ア
ー
改
修

本
庁
舎
全
体
改
修

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理

D2
d2-3

d2-2

４
課
改
修

d2-1

規模拡大

図 5-3 本庁舎オフィスの改修工事に

おける多段階プロセス 
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 (2) 多段階プロセスによるオフィス改修工事 

次に、第 2 章で述べたとおり、改修直後に不具合の少ない効率的な工事

手法として、改修計画において多段階プロセスによるオフィス改修工事を

提案する。これは前頁図 5-2 の D2 にあたる大規模改修（本庁舎オフィスの

改修工事）の中の、「4課(ｄ2-1)」、「4階フロアー(ｄ2-2)」、「全体(ｄ2-3)」

の改修工事が、多段階プロセスを経ること(前頁:図 5-3)により、出来るだ

け一連の改修工事の中で前段階の評価のフィードバックにより不具合を無

くし、将来的に新たに大きな D が生じることを防ぐ事が可能だと考えるも

のである。 

具体的には、多段階プロセスによるオフィス改修工事は、建物規模での 

改修において、PDCA サイクルの展開により前段階での検討を次段階へ生か

すことで改修工事の手戻り工事を無くし、短期間で確実に工事を実施して

いくことができる。加えて、オフィス改修において、執務環境の改善や組

織構造の変化等の外的要因だけに対応した改修工事を実施する場合は、1度

に速やかに実施することは出来るが、そこで実際に働く職員の満足度とい

う対立する要素を調整した上で、最適解を求めるようなオフィス改修を行

う場合においては、多段階プロセスを経た方が、より修正を加えることが

出来る点でも効率的である。 

 

(3) 将来の可能性を担保した改修計画 

長期間使用する地方自治体オフィスの改修計画において、例えば前頁:図

5-2 の D2 を行うときには、将来起こりえる D3、D4 の可能性についてバリエ

ーションを作って担保することを考える必要がある。 

本研究においては、改修後の約 10年にわたるオフィス利用の変化から将

来起こりえる D3、D4 として、「組織構造」と「ワークスタイル」に着目し

た。   

「組織構造」については、組織構造の 4 タイプに適したオフィスについ

て提示し、「ワークスタイル」については、ワークスタイルを 4分類し、ワ

ークスタイルの平面計画への反映について示した。 

「組織構造」については、改修後の約 10 年にわたる変化の状況から今後

の改修計画において検討する必要のある要因して提案する。また、「ワーク

スタイル」についても、行政のオフィスにおいては、ワークスタイルのバ

リエーションが少ないのではないかという予想に反して、企業等と同様の

バリエーションの存在を確認したことから、併せて今後の改修計画におい

て検討する必要のある要因として提案する。 

なお、オフィス改修後の変化については、将来的に他の要因により、

D5,D6,D7…が生じた場合、その要因について検討することにより、さらに

今後の改修計画への提案を行っていくこととする。 
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また、建物の新築 D1 を行うときには、D2,D3,D4･･･の可能性を担保する

必要があり、それに対応出来ない場合は、建て替えとなることから、改修

計画にあたっては、まず建物のライフサイクルにおいて、原設計の利用自

由度の範囲で改修が可能かの検討を行う必要がある。 

 本庁舎における原設計の特質については、第 1章にて P10:表 1-5 にまと

めたが、本研究を通じてその評価、有効性の活用状況について改修後にと

りまとめたものが P107:表 5-1 である。原設計の利用自由度内外の検討と対

応の可能性の判断における参考として提示する。 

なお、本研究の一連の検討は、地方自治体オフィスを長期使用するため

に新築 D1の設計時においても活用可能であると考える。 
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5-3 今後の展望と課題 

 

本研究における各章の考察をふまえ、今後、地方自治体オフィスの改修

計画を行う上での展望と課題について述べる。 

 

（1）規模が相違するオフィスの改修計画 

本研究の対象としている空間は比較的限定した空間での改修の事例であ

るため、さらに大規模な空間でのオフィス改修、特に空調や照明など改修

工事の内容的にも大規模な改修を研究する必要がある。そのことによって、

今回のオフィス改修及びその後の変化の事例がより明確となる可能性があ

る。 

また、この建物は改修可能性の高い建物であったと思われる。改修可能

性の低い建物であれば改修以前に取り壊されてしまうことから、他事例と

比較することにより、昭和 39 年から現在（平成 27 年）まで、長期使用に

耐えた地方自治体オフィスとして、地方自治体オフィス、庁舎建築を計画

設計する際の参考となる可能性がある。 

さらに、ワークスタイルや組織構造については、既に一般性があるとこ

ろであるが、今後さらに規模の違うオフィスの改修計画を調査することに

より、地方自治体に限らず、企業においても利用可能な改修計画の研究と

なる可能性がある。 

 

（2）異なる建築計画による自治体オフィスにおける改修計画 

地方自治体オフィスについては、面積や形態の違うオフィスが多数ある

ことから、本庁舎と異なる建築計画による地方自治体オフィスにおける改

修計画を研究する必要がある。異なる建築計画のオフィスを改修する場合

は、大きな違いが生じると思われる。本研究には、本庁舎以外の事例につ

いては取り上げておらず、今後、他の事例、特に建築計画の違うオフィス

における改修について研究を進め、本研究を補完して行く必要がある。 

まずは、本研究成果を形にして、本研究を必要とする地方自治体のオフ

ィス管理者に提供する。その後、オフィス改修を実施した際は実施データ

ーの提供をお願いし、異なる建築計画の事例を研究することにより、さら

に一般的に適用可能な研究とする必要がある。 
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地方自治体オフィスの改修計画に関
する研究 

安藤 亨 

      150807 

 

A study of the office renovation planning in 
a local government office 
 

Toru Ando 

 

本研究は、三重県庁本庁舎（以下:本庁舎(写 1)）を事例として、

地方自治体オフィスにおいて、施設使用と並行し改修計画を効率的

に実施するための方法として、改修後の不具合を減らす改修工事手

法と改修後のオフィス利用の変化を次の改修計画に反映する方法に

ついて述べ、地方自治体オフィスの改修計画への提案を行う。 

 

第１章 本研究の背景・目的・方法 

1-1 研究の背景 

公共施設について全国的に築 30 年以上の施設が全体の約半数を

超えようとしている中、現在の三重県では、既に築後 30 年以上経過

しているものが約 58％と半数を超えている。その中でも、県有施設

に多くを占める、学校・教育施設や庁舎施設のうち、学校・教育施

設については、少子化による統廃合で老朽化した建物の解体・除却

の可能性があるが、庁舎については、今後も県庁業務の中心施設と

して県民サービスを継続していく必要がある。そのためには、県民

サービスに影響を与えず、施設使用と並行し改修計画を効率的に実

施することが課題である。 

1-2 研究の経緯と目的 

一般的に改修計画において、早期の改善など改修工事の早期実施

を重視する事が多く、工事実施後の不具合や時間の経過によるその

後の変化についての検討が疎かであるという現状がある。 

そこで、本研究では平成 14 年度に行われた組織のフラット化に際

し、ファシリティマネジメント（以降：FM）の視点で FM 標準業務サ

イクル(図 1)のプロジェクト管理として 3 段階で規模拡大し実施し

た本庁舎のオフィス改修工事を研究の対象とし、改修直後に不具合

の少ない効率的な工事手法を明らかにする。 

加えて、改修後の約 10 年にわたるオフィスの変化の状況から改修

後に変化する可能性のある要因として、組織構造とワークスタイル

を研究の対象とし、改修後のオフィス利用の変化を次の改修計画に

反映する方法について述べる。 

これらのことから、今後、地方自治体オフィスにおいて施設使用

と並行し改修計画を効率的に実施するために、地方自治体オフィス

の改修計画への提案を行うことを目的とする。 

1-3 研究対象の位置づけ 

三重県庁本庁舎は、(株)東畑建築事務所設計、(株)大林組施工に

て昭和 39 年竣工の建築物であり、現在（平成 27 年）まで 53 年間に

渡り長期に地方自治体オフィスとして利用され続けている。建物概

要は表 1 のとおりである。 

 本庁舎の設計上で提供されている内部空間は、整形の直方体のチ

ューブ状の横長の内部空間である。これは、ある特定の使い方を支

持するものではなく、一定の範囲内での使い方で様々な使い方を許 

 

 

 

 

容する髙い利用自由度を持つ性質の空間である。本庁舎オフィスの

改修工事は、原設計で提供された利用自由度の範囲の中で実施した

ものであると考える。  

1-4 研究の方法 

 第 2 章では、多段階で工事を実施した本庁舎オフィスの改修工事

点に着目し、改修直後に不具合の少ない効率的な工事手法を考える。 

 次に、第 3 章にて改修後の約 10 年にわたる組織構造の変化に着目

する。さらに第 4 章により、改修工事後の部分的な業務内容の変化

によるワークスタイルに着目し、改修後のオフィス利用の変化を次

の改修計画に反映する方法について述べる。 

 第 5 章は本研究の結論である。そこでは、各章における成果をま 

とめ、今後の地方自治体オフィスの改修計画に対して、建物のライ

フサイクル、改修工事のプロセス、将来の改修可能性の面から改修

計画の提案をする。なお、研究のフローは図 2 のとおりである。 

 

第4章 地方自治体オフィスのワークスタ
イル

・ワークスタイルの分析
・ワークスタイルのオフィス計画への反映

第3章 組織構造とオフィス
・本庁舎の組織構造とその変化
・組織構造とオフィス

第5章 結 論
・各章のまとめ、・オフィス改修計画への提案

第1章 研究の背景・目的・方法
・公共施設の状況、・三重県の県有施設の状況、・研究の目的・方法と位置づけ

第2章 庁舎オフィス改修のプロセス
・本庁舎における3段階方式の改修、・改修工事手法としての多段階プロセス（特定組織から全

体への展開）

地方自治体オフィスの改修計画に関する研究

 

 

 

 
写 1 三重県庁本庁舎（本庁舎） 図 1  FM 標準業務サイクル（JFMA） 

表 1 三重県庁本庁舎建物概要 

図 2 研究のフロー 
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第 2 章 庁舎オフィス改修のプロセス  

2-1 目的・方法 

 本章では、本研究の目的である改修直後に不具合の少ない効率的

な工事手法の解明として、平成 14 年度の本庁舎でのオフィス改修工

事を対象とし、FM の視点から、三重県庁 FM マネジメントサイクル

（図 3）により改修工事の規模を、3 段階のプロセスで拡大した点に

着目した。3 段階のプロセスについては、図 4 のとおり 4 課、4 階フ

ロアー、本庁舎全体の改修において、それぞれ三重県庁 FM マネジメ

ントサイクルを経ている。 

そこで、多段階プロセス（表 2）によるオフィス改修工事の有効

性について以下の項目の検討を行う。 

(1)将来的に継続して使用するための FM の視点 

(2)改修工事における想定外の問題の予防 

(3)オフィス改修工事のプロセス 

2-2 第 1 段階 4 課における改修 

 本庁舎にある 4 階の 4 課(図 5：改修面積 678 ㎡:都市計画課、ま

ちづくり推進課、建築住宅課、管財営繕課）を、第 1 段階の改修の

範囲に選定し、改修工事の検討・計画・実施を行うこととした。 

本庁舎全体で目視による課題抽出調査を行ったところ、以下の 3

つの課題が抽出された。 

課題① オフィスのオープン化 

課題② 明確なゾーニング 

課題③ オフィス･スタンダードの確立 

2-2-1 事前調査と対応 

(1)収納物量調査（平成 12 年 12 月実施） 

 オフィス・スタンダードの確立に向けて、オフィス内にてスペー

スを必要とする主な要因である書類・物品を、次の 7 種に分類し、4

課全職員に対し調査(回答数 129 人/職員数 129 人)を行った。①執務

室内（手元）に必要なもの、②同一フロアーの集中収納スペースに

あれば良いもの、③同一フロアー外の収納スペースでの保管で良い

もの、④図書・雑誌、⑤物品、⑥その他、⑦破棄してもよいもの。 

調査より、執務室内必要収納量 709Fm と可能収容量 567Fm は、約

80％の収容率となり、4 課執務室の改修において執務室内収容量の

80％化は可能と判断し、計画を進めることとした。 

(2)満足度調査の実施（収納物量調査と同時） 

満足度調査(回答数 129 名人/職員数 129 人)は、8 の評価軸別に計

26 の設問と全体評価の合計 27 問を 5 段階で評価（1～5 を加点）し

た。調査結果（詳細は後掲の表 7を参照）から（表 3）全体評価「オ

フィスの満足度」の 5 段階評価を見ると、4 課平均で 2.6 と、オフ

ィスの全体評価として評価の基準とする 3 を下回っていた。 

 調査結果より、執務スペースと打合せスペース等を明確にゾーニ

ングし、オフィス・スタンダードを設定。気分転換できるスペース 

の確保に関しては、今後ゾーニングにより生じる庁舎全体での余剰

スペースを有意義に使用するとした。 

(3)行動パターン調査の実施 

  フリーアドレスオフィスの可能性を調査する為に、職員の行動の

把握を行った。具体的に、職員一週間の行動パターンとして、在籍

率を 15 分刻みで調査し、①庁外、②庁内、③課内、④自席、の種別

で集計(回答数 129 名人/職員数 129 人)した。 

 行動パターン調査において、在席率が平均 40％以下の建築営繕グ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ループ、電気グループ、設備グループにおいてフリーアドレスの導

入を図った。 

2-2-2 4 課オフィス改修工事の実施 

改修計画は、デスクレイアウトについて組織のフラット化に合わ

せ、同サイズの 8 基の机で 1 島を構成するオフィス・スタンダード 

(次頁図 6 中欄）を設定し、既設平面（次頁図 7）から間仕切りを撤

去しオープン化としている。また、ゾーニングについては、打ち合

わせスペースを廊下近くに集約することにより、執務スペースとの

明確化を計画(次頁図 8）し、平成 13 年 3 月に 4 課のオフィス改修

工事を実施した。 

2-2-3 4 課オフィス改修の検証のための事後調査 

(1) 満足度事後調査結果（平成 13 年 7 月実施） 

 4 課オフィス改修後３ヶ月を経過した平成 13 年 7 月に、改修前に

実施した同じ設問にてアンケート調査を行った。（回答数 144 名/職

員数 144 名）設問の内容別に分類した 8 の評価軸の平均の結果、「オ

フィスの機能性」を除く 7 の評価軸でポイントが改修前を上回り(次

頁表 4）、全般的に満足度は向上したと言える。また、事前の行動パ

ターン調査において、在席率が平均 40％以下の管財営繕課の一部グ

ループにフリーアドレスを実施し、デスクスペースを 20％削減した

が、朝夕の時間に 8 人席を 10 人が使用するという状況になり職員満

足度が低かったため、結果として固定席に戻した。 

(2)来訪者アンケート調査（平成 13 年 11 月～12 月実施） 

 平成 13 年 3 月のオフィス改修後の平成 13 年 11 月～12 月にかけ

図 3 三重県庁ＦＭ 

マネジメントサイクル 

 

 第 1段階 改修範囲 

 

 
 

改修プロセス 第1段階 第2段階 第3段階

対象箇所/人員 4課/144名 4階/220名 全体(2-8階)/1,699名

改修工事実施 平成13年3月 平成14年3月 平成14年5月～12月

対象範囲面積 624㎡ 1306㎡ 16,640㎡  

 

図 4 三重県庁ＦＭ改修モデルに

おける 3 段階プロセス 

表 2 改修工事プロセスの概要 

図 5 第 1 段階 改修範囲 

(評価軸別平均)        (設問別平均) 

表 3 4 課改修満足度調査結果 

博士論文公聴会・梗概 



 

117 

て、職員以外で県庁を利用する 4課の来訪者に対し、アンケート調

査（5 段階評価）を実施した（回答者数 49 名来訪者 90 名中、）。結

果、約 93％の来訪者から良い評価を受けた。 

2-2-4 第 1 段階での課題と展開 

1)「気分転換できるスペース」としてリフレッシュ・ルームを設置

するとした。 

2)オフィス・スタンダードを見直し、アンケート調査結果と環境面、

経済面から両袖机についても活用するとした。(図 6 右欄)。 

3) 「フリーアドレス」は、本庁舎以外の場において決済処理や庁内

メールの受信等の通信環境が未整備のため、現時点では中止。 

2-3 第 2 段階 4 階フロアーにおける改修 

第 2 段階の階の単位に規模拡大する時点で、本庁舎全体の改修計

画を想定した基本方針を第 1 段階の調査結果や課題と対策、FM ベン

チマーキングによる調査結果を財務・供給・品質の FM の視点で整理

し策定した。 

2-3-1 4 階オフィス改修のための事前調査 

(1)満足度調査（平成 13 年 7 月実施） 

 4 課オフィス改修と同様に、4 階健康福祉部職員に対してもオフィ

ス利用アンケートを実施した(回答数 228 名/職員数 230 名）。 

(2)収納物量調査（平成 13 年 7 月実施） 

 4 課オフィス改修と同様に、4 階健康福祉部オフィスについても現

有の収納物量調査を実施（回答数 228 名/職員数 230 名）し、必要フ

ァイルメーターに対し 86％の収納率となり、収納可能と判断し計画

を進めるとした。 

2-3-2 4 階オフィス改修計画と工事実施 

(1)4 階フロアー改修計画 

 第 1 段階での課題と対策及び 4階事前調査結果から、オフィス改

修計画を見直し、また、本庁舎内再配置の基本方針により、4 階フ

ロアー改修計画を設定した。（次頁表 5） 

(2)4 階フロアー改修工事の実施 

 平成 14年 3月に 4階フロアー（4課以外）の改修工事を実施した。

図 9 のとおり、4 階については、ゾーニング及びオフィス・スタン

ダードに基づくデスク配置からオープンでスペース的に効率の良い

オフィスとなっている。 

2-3-3 4 階オフィス改修にける事後調査（平成 14 年 7 月実施） 

 4 課改修時と同様の利用者アンケートを実施し(回答数 142 名/職 

員数 225 名)、オフィス改修前の事前調査と今回事後調査結果を評価

軸・設問別（次頁表 6）に比較した。総合的な満足度は、5 段階評価

で、事前調査の満足度 2.1 が、事後調査では、3.3 に大幅に向上し、

更に、評価軸の 8 項目についても、全ての項目で満足度が向上した。

中でも「ゆとり」と「リフレッシュメント」が、事前調査に比べて

1.0 ポイント増加した点は、リフレッシュ・ルーム設置の効果を示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ゾーン名 表 示 想定スペース

執務ゾーン

共用ゾーン

フレキシブル
ゾーン

執務スペース
＊机はオフィス・スタンダー
ドにより配置

通路及び打ち合わせ
スペース

各部局が必要とする
機能スペース
＊更衣室、書庫等

  

 

 

打ち合わせスペース

執務スペース

執務スペース

収納ロッカー

収納
ロッカー

収納
ロッカー

収納ロッカー

収納ロッカー

収納ロッカー

収納ロッカー

執務机 執務机

執務机

執務机

打ち合わせ机

打ち合わせ机

打ち合わせ机

打ち合
わせ机

管財営繕課

都市計画課 まちづくり推進課 建築住宅課

ホール

 

建築住宅課

管財営繕課

都市計画課 まちづくり推進課

ホール

撤去

撤去

撤去

 

 

図 6 従来のデスクレイアウトと改修時のオフィス・スタンダード 

図 7 4 課オフィス現況平面図 

表 4 4 課改修満足度調査結果（評価軸別平均事前・事後集計） 

図 8 4 課オフィス改修平面図 

図 9 本庁舎内再配置の基本方針におけるゾーニング図（三重県庁にて平成 14 年 1 月策定） 

凡例 
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す結果であり、第 2 段階での効果の実現と考えられる。 

2-3-4 第 2 段階での課題と展開 

 4 階フロアー改修を検証した結果として、全般的に満足度が向上

している。このことから、第 1 段階の限定区域での検討を第 2 段階

で規模拡大した結果、想定外の大きな課題はなかったと言える。よ

って、第 2 段階のオフィス改修計画について、第 3 段階の本庁舎全

体へ規模拡大し改修工事を進めることとした。 

2-4 第 3 段階 本庁舎全体における改修 

平成 14 年度の大規模な組織改正への早期対応の必要性から仮に

過不足があっても、事後調査結果で修正対応するという判断で、第

3段階における事前調査について第2段階の事前調査結果を援用し、

早期に効率的に工事を実施した。まず平成 14 年 3 月にスタッキング

に基づくフロアーの入れ換え平成 14 年 7 月～9 月に、2、3、6 階と

8 階の一部のオフィス改修工事施工を実施。 

さらにその後、平成 14 年 11 月～12 月に、5 階と 7 階の一部で、

オフィス改修工事施工を実施し、平成 14 年度の 1 年間をかけてオフ

ィス改修工事を実施した。 

2-4-1 本庁舎オフィス改修における事後調査（平成 15 年 8 月実施） 

 工事施工後4ヶ月経過の平成15年8月利用者アンケートを実施し

(回答数 962名/職員数 1,699名)、事前・事後結果を比較した(表 7)。

総合的な満足度は第 2 段階(4 階)事前調査の満足度 2.1 に対し、事

後調査では2.4に0.3ポイント向上。評価軸別の8項目についても、

全ての項目で満足度が向上し、第 2 段階同様改修の効果が表れた。

評価において 4 階の事前調査を援用した点については、第 2 段階同

様の効果が表れている。個別の課題は今後生じる可能性を否定でき

ないが、随時迅速に対応することで解決が可能と考える。 

2-5 まとめ 

 本庁舎オフィス改修工事における多段階プロセスによるオフィス

改修工事の有効性を以下とおりまとめる。 

(1)継続して使用するためのファシリティマネジメントの視点 

1)ＰＤＣＡサイクルによる 3 段階プロセスにおける改修工事は第 1

段階終了時の要改善ポイントが、第 2 段階でほぼ解消出来る。 

2)業務が基本的に同質の場合、①第 2 段階実施時に第 3 段階を見据

えて建物全体のオフィス改修計画（表 5）を策定することにより、

第 2 段階での効果の検証が第 3 段階での効果の予測となる。②事前

調査において、プロセスの効率化の可能性が確認できた。 

(2)改修工事における想定外の問題の予防 

1)3 段階を経ることにより、前段階での検証結果が不適当な場合、

結果を、規模拡大の際に再度反映が図れる点で、改修後の想定外の

問題発生時の対処に有効である。 

2)特に行政では、年度単位で規模拡大が可能であり、結果的にコス

ト面の効果も期待出来る。 

(3)オフィス改修工事の多段階プロセス 

1)オフィス改修において、執務環境の改善や組織構造の変化等の外

的要因だけの対応だけではなく、そこで実際に働く職員の満足度と

いう対立する要素を調整し、最適解を求める改修を行う場合、多段

階プロセスを経ることで修正が出来るという点で効率的である。 

2)多段階における実施プロセスを経る中で、前段階実施後の改修オ

フィスを実際に確認できることで、次段階以降オフィス改修への職

員の理解と意識が変わり、スムーズに実施する事が出来る。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11）案内窓口の設置（新設）

　４課改修時に満足度の低い「案内掲示」の解消の為に、エレベーターホールに近い部分に案内
　窓口を設置。

　将来の組織変更に対応しうるユニバーサル・オフィスとする

　共用ゾーンと執務ゾーンを明確にし、来訪者
　とはホールに近い打ち合わせコーナーで対応
　できるようにする。

（２） オープン・オフィス化

　２）収納ロッカー

　　執務室内：H=0.9mのロッカー、東の壁面：前後列移動ロッカー

(10)柱や壁に沿わせた配線

　　天井からの配線をまとめて壁、柱部に集中させ、
　　美観に配慮する。

(9)オフィス・スタンダードﾞの設定

　１）デスクレイアウト

　　窓面垂直方向にレイアウト、
　　島と島の間隔1.8m、
　　8基の片袖机で1島を構成。

→環境に配慮し、片袖机６基と両袖机２基
　に見直し（変更）

（7） 既存備品の有効活用（環境配慮）

　机、いす、ロッカー等の備品類は、可能な限り既存品を使用して環境への配慮をする。

（8） 収納（ﾌｧｲﾘﾝｸﾞ）  

　手元保管、室内集中保管等に区分し、文書内容に応じた規則的な収納整理をする。
　（手元保管は３×３ロッカー）

（６） 備品類の共用化

　新聞、コピー機、水屋、冷蔵庫、ﾘｻｲｸﾙﾎﾞｯｸｽ、消耗品用什器類等は、集中化してスペースの
　有効化を図る。

（１） ユニバーサル・オフィスへ

第1段階　（4課）改修時 第2段階　（4階）改修時に変更した計画

（４） バリアフリー化

　出入口はオープン及びハンガードアーとし、障害物等の無い執務空間にする。

（５） セキュリティの確保

　間仕切と無駄スペースをなくして最大限有効活用することによって、開放感のある明るい快適な
　執務空間とする。

（３） 顧客（県民等を）重視したゾーニング 

→リフレッシュｽﾍﾟｰｽを設置（追加）

　セキュリティ対策のため、階段ホールを仕切る。なお、ホールの空間は、階段ホールの快適性を
　保ち、来訪者に暖かく親しみの持てる雰囲気を創出するためガラス間仕切とする。

 

事前 事後 事前 事後 事後

129/129 144/144 228/230 142/225 962/1,699

2.8 2.7 ▼ 2.6 2.8 〇 2.7 〇

・ 2.8 2.8 △ 2.6 3.0 〇 2.6 △
・ 2.6 2.7 〇 2.4 2.8 〇 2.5 〇
・ 2.7 2.7 △ 2.6 2.8 〇 － －
・ 2.9 2.6 ▼ 2.6 2.6 △ 2.5 ▼
・ 2.9 2.8 ▼ 2.7 2.7 △ 2.7 △

2.4 3.3 ◎ 2.3 3.0 ◎ 2.8 ◎

・ 2.5 3.4 ◎ 2.5 3.2 ◎ 2.9 〇
・ 2.3 3.1 ◎ 2.2 2.8 ◎ 2.7 ◎

2.7 3.7 ◎ 2.1 4.0 ◎ 3.0 ◎

・ 共用の作業スペースがあるか 2.6 3.5 ◎ 2.1 3.7 ◎ 2.9 ◎
・ 自由に打ち合わせできるスペースがあるか 2.8 3.9 ◎ 2.2 4.1 ◎ 3.3 ◎
・ － － － 2.1 4.2 ◎ 3.1 ◎

1.9 2.3 〇 1.8 2.9 ◎ 2.4 ◎

・ 落ち着いた雰囲気か 2.2 2.6 〇 2.1 2.9 ◎ 2.4 〇
・ 気分転換できるスペースがあるか 1.7 2.0 〇 1.6 2.8 ◎ 2.3 ◎

2.6 2.7 〇 2.3 2.8 ◎ 2.5 〇

・ 集中できるか 2.5 2.6 ○ 2.4 2.8 〇 2.6 〇
・ 業務内容に対応しているか 2.5 2.7 〇 2.5 2.8 〇 2.7 〇
・ 静かか 2.3 2.4 ○ 2.4 2.6 〇 2.4 △
・ 卓上スペースが広いか 2.2 2.0 ▼ 2.3 － － － －
・ 現在の業務はフリーアドレスになじまないか 3.5 3.6 〇 4.1 － － － －
・ 動線がスムーズにとれているか 2.4 2.9 ◎ 1.9 2.8 ◎ 2.4 ◎

3.1 3.5 〇 2.3 3.0 ◎ 2.7 〇

・ ＯＡ機器の音が気にならないか 3.3 3.5 〇 2.6 3.1 ◎ 2.9 〇
・ 空調の音が気にならないか 3.7 3.9 〇 － － － － －
・ － － － 2.1 3.0 ◎ 2.4 〇
・ 各種配線が気にならないか 2.4 3.1 ◎ 2.0 3.0 ◎ 2.6 ◎

2.8 3.1 〇 2.5 3.0 ◎ 2.9 〇

・ 充分な明るさが確保されているか 2.8 3.2 〇 2.5 3.0 ◎ 2.9 〇
・ 疲れない照明か 3.0 3.3 〇 2.7 3.0 〇 － －
・ 座り心地の良いイスを使っているか 2.5 2.7 〇 2.4 － － － －
・ 床がすべりにくいか 3.1 3.2 〇 2.4 － － － －

2.5 3.2 ◎ 2.2 3.2 ◎ 2.7 ◎

・ 明るい雰囲気か 2.7 3.5 ◎ 2.4 3.4 ◎ 2.9 ◎
・ きれいか 2.2 2.9 ◎ 2.0 3.0 ◎ 2.6 ◎

2.6 2.8 〇 2.1 3.3 ◎ 2.4 〇

第３段階（全体）

◆　オフィスに対する総合的な満足度

Ⅴ　デスク廻りの環境

Ⅵ　不快感のない環境

Ⅶ　疲労を感じない環境

Ⅷ　オフィスのイメージ

オフィス家具の高さが統一されているか

現在の机のサイズ・デザインで業務に支障はないか
ＯＡ機器の配置は適切か

Ⅱ　インテリアの調和

評価軸（Ⅰ～Ⅷ・◆）　／　設問 第１段階（4課） 第２段階（4階）

Ⅰ　オフィスの機能性

ロッカー等収納スペースへのアクセスは良いか
ロッカー等収納家具の機能は良いか

接客スペースが確保されているか

空気の循環は良いか

回答者数（人）/対象者数（人）

＊記号（◎：0.5ポイント以上大きく向上したもの　〇：少し向上したもの　△：現状維持　▼：ポイントが低下したもの）

オフィス全体の調和（色・材質・形）がとれているか

Ⅲ　共用スペース

Ⅳ　ゆとりとリフレッシュメント

欲しい情報がすぐ手に入るか

 

 

表 5 オフィス改修計画の変化 

表 6 4 階改修職員満足度(評価軸別平均) 

表 7 職員満足度段階別評価結果 
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第 3 章 組織構造とオフィス 

3-1 目的・方法  

本章では、本研究の目的の一つである改修後のオフィス利用の変

化の把握として、改修工事前後の組織構造の変化について、平成 14

年オフィス改修後の本庁舎における、約 10 年にわたる組織構造の変

化とオフィスの変化から、改修後のオフィス利用の変化として組織

構造の変化を確認した。その中でさらに本庁舎で採用した複数の執

務室のレイアウト（以降：レイアウト）とその変化について確認す

る。併せて、職員満足度調査（以降：満足度調査）によるオフィス

の評価から、組織構造の変化に適したオフィスについて考察を行う。

具体的な検討の項目は以下とおりである。 

(1)組織構造のタイプ 

(2)組織構造とレイアウトの違いによるオフィスの特徴 

(3)職員満足度によるオフィスの評価 

なお、研究対象については、平成 14 年度のフラット制の導入によ

る組織構造の変更に際し、実験的に先行して平成 13 年度にオフィス

改修が行われた本庁舎4階の先行オフィス改修範囲(図10)を対象範

囲とした。   

3-2 組織構造のタイプ  

 三重県庁では、平成 14 年度からは「政策推進システム」の導入に

より、従来の「課制」からマネジメントの単位としての「チーム制」

への見直しと、「チーム」をマネジメントする「チーム・マネージャ

ー」が導入され、「行政経営品質向上活動」と「政策推進システム」

を「県政二大戦略」として取り組んだ。平成 16 年には「経営品質向

上活動」、「危機管理」、「環境組織構造システム」をマネジメントの

ベースと位置づけ、「広聴広報・情報組織構造」からの情報を受けて

県政に反映していく「みえ行政経営体系」が導入された。その後、

「みえ行政経営体系」の実施に伴い、平成 18 年に、危機管理面か 

ら一部組織構造の見直しが行われた。本庁舎における組織構造につ

いてタイプ分けをすると、平成 12 年～平成 20 年の間に大きく 3つ

の組織構造が存在し、それぞれタイプⅠ、タイプⅡ、タイプⅢと整

理した(表 8)。以下それぞれの特徴について述べる。 

(1)タイプⅠ（～平成 13 年度） 

三重県庁では、多くの行政庁がそうであったように、平成 14 年ま

で一般的な課長－課長補佐－係長－係員による組織構造であった。

係単位で階層的に業務を進める組織構造をタイプⅠとする。 

(2)タイプⅡ（平成 14～17 年度） 

平成 14 年度に柔軟な組織経営を行う経営型のマネジメントとす

るため、課の単位をチームとし、グループリーダー及びグループ員

により、原則として係制を廃止したグループを単位とするフラット

な組織構造となった。グループ員がフラットな関係で業務を進める

組織構造をタイプⅡとする。 

(3)タイプⅢ(平成 18～20 年度) 

平成 18 年 3 月に組織の見直しにより、リスク管理の徹底のため室

長とグループ員の間に副室長を加えた。グループとしての結束を強

化して業務を進める組織構造をタイプⅢとする。 

なお、組織構造のタイプⅠ～Ⅲの実施時の執務室の標準レイアウ

トについても表 8 下欄にまとめた。 

(4)タイプⅣ 

三重県庁では、過去にフラットな組織構造が導入された平成 13

年実施のオフィス改修において部分的にフリーアドレスが導入され、

結果的には、評価が低く通信環境未整備のため、採用が中止となっ

た。しかし今後、特別なプロジェクト等、業務の内容によっては、

行政組織においても有効であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 組織構造の類型 
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 第 1段階 改修範囲 

 

 

タイプⅠ

管理がし易く
管理の度合い
が強いタイプ

タイプⅢ

管理がし難く
管理の度合い
が強いタイプ

タイプⅡ

管理がし易く
管理の度合い
が弱いタイプ

タイプⅣ

管理がし難く
管理の度合い
が弱いタイプ

管理の強度（強）

管理の強度（弱）

管理の難易度
（昜）

管理の難易度
（難）

 

管理職

管財営繕課

建築住宅課

＊間仕切壁による区画

都市計画課 街づくり推進室

 図 12  A タイプオフィス平面図（平成 12 年度） 

図 10 4 階先行オフィス改修範囲 

表 8 平成 12～20 年度 組織構造と執務室の標準レイアウト 
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このことから、互いに影響し合い業務を進めるネットワーク型の

組織構造をタイプⅣとして想定する必要があると考える。 

以上、本庁舎における組織構造を主にⅠ～Ⅳのタイプ分けし、管

理の「強度」と「難易度」の 2 軸から、本庁舎における組織構造の

タイプ分け(前頁図 11)を行った。 

3-3 組織構造とレイアウトから見たオフィスの特徴 

前述のとおり、本庁舎のオフィスにおいては、組織構造のタイプ

Ⅰ～Ⅲの実施時にそれぞれ、表 8の下欄のレイアウト a～c を採用し

ている。ここでは、平成 12 年～平成 20 年までのオフィスの変化を、

組織構造とレイアウトの組み合わせ方から、A タイプオフィス（組

織構造：タイプⅠ、レイアウト：a）、B タイプオフィス（組織構造：

タイプⅡ、レイアウト：b）、C タイプオフィス（組織構造：タイプ

Ⅲ、レイアウト：b,c）とし、A～C タイプオフィスの特徴について

確認する。 

(1)A タイプオフィスの特徴（平成 12 年度：前頁図 12） 

課単位で部屋が仕切られ窓を背負う形で奥から階層的に必要人数

の確保を目的とした座席配置となっている。 

(2)B タイプオフィスの特徴（平成 13 年・15 年度） 

1)平成 13 年度オフィス(図 13)改修計画に際しては、各課間の間仕

切りを取り除き、使用用途別に、ゾーニングを行った。 

執務ゾーンの執務机については、フラットな配置とした。 

2)平成 15 年度オフィス（図 14） 

平成 13 年度オフィスと変化に大きな差はないが、以下の内容が変

更事項として確認できる。(以降、英文字、数字等は各年度のオフィ

スの平面図に対応。) 

x)職員の微増による座席数の増加。ア) フレキシブルゾーン内で共

用机の利用の変化。 

(3)C タイプオフィスの特徴（平成 18 年度・20 年度） 

1)平成 18 年度オフィス（図 15） 

レイアウト等の変更はないが、次のいくつかの変化は見られた。 

x)島で 8 人を超える人数が配置された。y)中央部の共用ゾーンが一

部執務ゾーン化している。ア)共用ゾーンと執務ゾーン間のロッカー

が増加。 

2)平成 20 年度オフィス（図 16） 

平成 18 年度のタイプⅢの組織構造の実施に対応するため、オフ

ィスについて下記の変更が行われた。 

x)島で 8 人を超える人数の配置。z)室長席を独立。机を 90 度配置

変更し、島から明確に離した。 

一方、経年における配置変化について確認すると、 

ア）ロッカーの配置増。イ）フレキシブルゾーンのッカー増加。 

3-4 レイアウトによるオフィス 

レイアウトから A～C タイプのオフィスについて下記にまとめる。

(1)A タイプオフィス 

階層的な配置のオフィスであり、課単位で部屋が仕切られ、奥か 

ら階層順に机等が構成された島型対向式オフィスとなっている。 

(2)B タイプオフィス 

フラットな配置のオフィスであり、ゾーニングにより組織全体で

統一して机等を構成するユニバーサルオフィスとなっている。 

(3)C タイプオフィス 

グループの単位を強化したオフィスであり、ゾーニングがある中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管財営繕課 

 

 

建築開発室 

 

 

執務ゾーン 

 
都市計画課 

 

 

まちづくり推進室 

 

建築住宅課 

 

執務ゾーン 

 

執務ゾーン 

 

フレキシブルゾーン 

 

 

共用（打合せ）ゾーン 

 

フレキシブルゾーン 

 

共用（打合せ）ゾーン 

 

ワークステーションのまとまり 

の部分 

業務支援ゾーン（打合わ

せコーナー）及び通路ゾ

ーンの部分 

各部局が必要とする多機

能スペース情報管理ゾー

ン（収納スペース）等 

 
 

 
x

  

座席数の増 ア 打合せ机配置変更 

 

 

x

  

座席数の増 ア ロッカーの配置増による執務室的利用 

y 共用ゾーンの執務室化 イ フレキシブルゾーンへのロッカーの配置増 

ｚ 管理職席 

 

 

 

x 座席数の増 ア 共用ゾーンへのロッカーの配置増 

y 共用ゾーンの執務室化 

 

図 13 B タイプオフィス平面図（平成 13 年度） 

図 14 B タイプオフィス平面図（平成 15 年度） 

図 15 C タイプオフィス平面図（平成 18 年度） 

図 16 C タイプオフィス平面図（平成 20 年度） 
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で、管理職を独立して配置し、グループ単位で机等を構成するグル

ープオフィスとなっている。 

また、将来的に想定すべき組織構造として想定したタイプⅣとそ

のレイアウトから想定するオフィスを D タイプオフィスとする。 

(4)D タイプオフィス 

D タイプオフィスについては、ネットワーク型の組織構造で業務

を進めることから、フリーアドレス等個人の席を固定しないノンテ

リトリアルオフィスが考えられる。 

3-5 職員満足度によるオフィスの評価 

次に、A～C タイプオフィスについて、組織構造のタイプ別に、平

成 12 年度から平成 20 年度に行った実施した満足度調査結果(表 9)

から評価を加えた。 

(1)総合評価と軸別評価に見る満足度 

総合評価及と評価軸(Ⅰ～Ⅷ)別の評価（以降:軸別評価）を見ると、

A～C タイプ共職員満足度について一定の評価が得られている。 

(2)各設問別に見る満足度 

 A タイプオフィスについては、既にオフィスとしては認知されて

いると考えられる。B タイプオフィスは、「スペース」、「打合せ」の

設問が高評価で重要度が高いことがわかる。C タイプオフィスは、

「スペース」、「打合せ」の設問が下げていることから、共用スペー

スと打合せスペースのバランスが重要と考えられる。 

3-6 まとめ 

 庁舎のオフィスについては、一人当たり執務面積 5.0 ㎡/人という

面積的に厳しい制限の中での検討となっており、余裕のある面積の

場合は、レイアウトを含めオフィスとしてさらなるバリエーション

の可能性がある。しかしながら、本庁舎と同様面積に余裕のないオ

フィスの改修工事は、その制限の中で組織構造のタイプに適したオ

フィスを計画することが必要であり、組織構造のタイプⅠ～Ⅳに適

したオフィスとして A～D タイプオフィス（図 17）を提案するもの

である。 

第 4 章 地方自治体オフィスのワークスタイル 

4-1 目的・方法 

本章では、改修後のさらなるオフィス利用の変化として、改修工

事後の部分的な業務内容の変化による「ワークスタイル」を対象と

し、ワーカーのワークスタイルについてアンケート調査から分析・

分類した。実際のワーカーの交流行動と業務行動をマッピング調査

することにより、その分類の傾向について確認し、ワークスタイル

のオフィス計画への反映について、以下の項目の検討を行う。 

(1)地方自治体職員のワークスタイルの尺度の分類 

(2)地方自治体職員のワークスタイルの類型化 

(3)ワークスタイルのオフィス計画への反映 

4-2 研究の対象 

予備調査として、民間企業と市役所の 3 オフィスで既往研究にて

実施したものと同じワークスタイル判定手法(図 18)を用いて本庁

舎オフィスの調査分析を行ったところ、他のオフィスと同様に本庁

舎オフィスにおいても、概ね均等に複数のワークスタイルが存在(図

19)する。このことから、本庁舎オフィスにおけるワークスタイルに

ついてアンケートからワークスタイルを分類し、交流行動と業務行

動についての適合性を確認することとした。 

調査は、本庁舎の中で、平成 14 年度に改修工事により 1 つのグル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 9 平成 12 年～20 年度 職員満足度調査結果 

図 17 組織構造とオフィスの対応 

図 18  ワークスタイル 

発展モデル 

図 19 ワークスタイル発展モデル 

による分析図 

図 20 xH・xK 室配置図 図 21 zK・zJ 室配置図 
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ープ内に室長席が組み込まれている座席配置の xH 室・xK 室（図 20:

室は組織の単位）と、平成 20 年度に試行的に行われた、新たに室長

席を独立させた座席配置の zK 室・zJ 室（図 21）を、調査対象オフ

ィスとし比較を行った。 

4-3 ワークスタイルの調査 

 調査は本庁舎に設置された 4 つの室（xH 室・xK 室・zK 室・zJ 室:

前頁図 20、21）のワーカーに対し、業務に関して多段階評価方式の

アンケート（表 10）を行った。アンケートは業務の種類、場所、会

話、協力体制に関する設問からなり、4 段階の評定尺度法の形式に

て当日に出勤した 68 名に回答を依頼し、回収率は 100%であった。

なお、設問は、同じ傾向の設問を整理した 11 の設問項目としている。 

主成分分析による成分から、第一主成分を「広域性：Mobility」

とすることし、第二主成分を「相互作用性：Interaction」とするこ

ととした。 

4-4 ワークスタイルの分析 

所属室別にワークスタイルを①～④に分類すると（図 22）、ラン

ダムに分布しており各室で偏った傾向は見られなかった。  

 主成分分析によるワークスタイルに関する傾向を把握するため、

11 項目に対するワーカーの回答を上記の 4 つの分類ごとに平均し、

次の結果が得られた（表 11）。回答の平均値のうち、１≦x＜2 の値

を白色、2≦x＜3 の値を灰色、3≦x＜4 の値を黒色で示した。 

4-5 ワークスタイルの傾向 

ワークスタイルの①～④の傾向より、主成分分析の広域性と相互

作用性による、ワークスタイルの 4 つの分類をそれぞれ(①～④の数

字は図 22 に対応している）、①広域性高・相互作用性高→

Collaborator(Col):協働者的ワークスタイル、②広域性低・相互作

用性高→Constituent(Con):構成者的ワークスタイル、③広域性高・

相互作用性低→Soloist(S):独立者的ワークスタイル、④広域性低・

相互作用性低→Individual(I)個別者的ワークスタイルとし、主成分

得点による位置関係と特徴を、図 23 にて表示した。 

4-6 ワークスタイルと座席位置 

現状オフィスの座席位置と分類したワークスタイルについて確認

すると、ワークスタイル別に表示した座席位置図の次頁図 24（xH

室、xK 室）、次頁図 25（zK 室、zJ 室）から、ワーカー(Col)は室の

奥又は室の外周部に属し(図 24,25－A) 、ワーカー(Con)は、室の奥

又は中央部分に位置する傾向があり(図 24,25－B)、管理職的な職員

（以下：管理職等）が多い（次頁表 12）ことがわかる。 

また、ワーカー(S)は室の前方に多く(図 24,25－C)、窓口対応を

する際に室内を移動していると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 10 アンケート設問項目 

博士論文公聴会・梗概 

図 22 設問項目及び因子分析・主成分分析 

表 11 ワークスタイル傾向の分類別アンケート平均値 

図 23 ワークスタイル関係図 

 

 

 
①Ｎ=15 人 

②Ｎ=19 人 

③Ｎ=18 人 

④Ｎ=16 人 

相互作用性（第二主成分） 

広
域

性
（

第
一

主
成

分
）

 

 

アンケート項目 ④ ③ ② ① アンケート項目

定型業務が多い 1.81 2.50 2.53 3 .00 非定型業務が多い

仕事を個人で進めることが多い 1.94 2.22 2.58 3 .40 仕事をグループで進めることが多い

プライバシーを重視する 2.56 2.06 3 .16 3 .33 コミュニケーションを重視する

執務室で作業することが多い 1.44 2.50 1.26 2.73 執務室外で作業することが多い

自席で作業することが多い 1.25 2.50 1.21 2.60 自席外で作業することが多い

継続的に自席を利用する 1.38 2.61 1.11 2.67 断続的に自席を利用する

個人で成果を求められる 2.63 2.44 3 .32 3 .40 グループで成果を求められる

執務室内を移動しながら仕事をする
ことが少ない

2.06 2.67 1.37 2.47 
執務室内を移動しながら仕事をする
ことが多い

自席での会話が多い 1.88 2.72 1.74 2.20 自席外での会話が多い

仕事を企画・提案することが少ない 1.81 1.83 2.16 2.67 仕事を企画・提案することが多い

来庁者への対応が多い 2.63 2.22 3 .37 2.33 来庁者への対応が少ない

１≦x＜2　：白色　　　2≦x＜3　：灰色　　　3≦x＜4　：黒色  
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広
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性

Interaction

相互作用性
高い低い

③Soloist ( S )：独立者的ワークスタイル ①Collaborator (Col)：協働者的ワークスタイル

②Constituent (Con)：構成者的ワークスタイル④Individual ( I )：個別者的ワークスタイル

個人での作業を中心

とし、来庁者との対応

が多い。

他のワーカーとの交流

が多く、非定形業務が

多い。

仕事は個人で進め、

執務室内でのグルー

プ作業が多い。

自席周辺のワーカーと

の仕事が多い。

高
い

低
い
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o
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ty

広
域
性

Interaction

相互作用性
高い低い

③Soloist ( S )：独立者的ワークスタイル ①Collaborator (Col)：協働者的ワークスタイル

②Constituent (Con)：構成者的ワークスタイル④Individual ( I )：個別者的ワークスタイル

個人での作業を中心

とし、来庁者との対応

が多い。

他のワーカーとの交流

が多く、非定形業務が

多い。

仕事は個人で進め、

執務室内でのグルー

プ作業が多い。

自席周辺のワーカーと

の仕事が多い。

高
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低
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高
い

高
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低
い

低
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広
域
性

Interaction

相互作用性
高い低い

Interaction

相互作用性
高い高い低い低い

③Soloist ( S )：独立者的ワークスタイル ①Collaborator (Col)：協働者的ワークスタイル

②Constituent (Con)：構成者的ワークスタイル④Individual ( I )：個別者的ワークスタイル

③Soloist ( S )：独立者的ワークスタイル ①Collaborator (Col)：協働者的ワークスタイル

②Constituent (Con)：構成者的ワークスタイル④Individual ( I )：個別者的ワークスタイル

個人での作業を中心

とし、来庁者との対応

が多い。

他のワーカーとの交流

が多く、非定形業務が

多い。

仕事は個人で進め、

執務室内でのグルー

プ作業が多い。

自席周辺のワーカーと

の仕事が多い。

個人での作業を中心

とし、来庁者との対応

が多い。

他のワーカーとの交流

が多く、非定形業務が

多い。

仕事は個人で進め、

執務室内でのグルー

プ作業が多い。

自席周辺のワーカーと

の仕事が多い。

 

アンケート項目

得点

アンケート項目1 2 3 4

非常に やや やや 非常に

１） 定型業務が多い 1 2 3 4 非定型業務が多い

２） 仕事を個人で進めることが多い 1 2 3 4 仕事をグループで進めることが多い

３） プライバシーを重視する 1 2 3 4 コミュニケーションを重視する

４） 執務室で作業することが多い 1 2 3 4 執務室外で作業することが多い

５） 自席で作業することが多い 1 2 3 4 自席外で作業することが多い

６） 継続的に自席を利用する 1 2 3 4 断続的に自席を利用する

７） 個人で成果を求められる 1 2 3 4 グループで成果を求められる

８） 執務室内を移動しながら仕事をすることが少ない 1 2 3 4 執務室内を移動しながら仕事をすることが多い

９） 自席での会話が多い 1 2 3 4 自席外での会話が多い

１０） 仕事を企画・提案することが少ない 1 2 3 4 仕事を企画・提案することが多い

１１） 来庁者への対応が多い 1 2 3 4 来庁者への対応が少ない
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 ワークスタイルの関係（前頁図 23）から座席位置を考えると、広

域性の高いワーカー(Col) やワーカー(S)は、他部署等と広域的に交

流できるように室の前方の共用ミーティングスペース側に配置し、

相互作用性の高いワーカー(Col)やワーカー(Con)は、室内での作業

のために室の内側に配置することが望ましいと考えられる。 

実際のオフィスにおいては、慣習として室の奥から年功序列的に

座席位置を配置することが多く、管理職等については広域性の高い

ワーカー(Col)で、室の後方に位置せざるを得ない場合もあるが、年

齢順の配置を考慮しなければ、概ねワークスタイルの関係から座席

位置の決定が可能であると考えられる。 

4-7 ワークスタイルと交流行動及び業務行動との関係 

 ワークスタイルの 4 つの分類について、マッピング調査から確認

したところ、ワークスタイルの傾向と、それぞれの実際の交流行動

及び業務行動が概ね一致していることから、県庁オフィスにおける

ワークスタイルは概ね４分類で説明できると考える。 

4-8 まとめ 

本章では、本研究の目的の一つである改修後のオフィス利用の変

化として、「ワークスタイル」を対象とした。 

アンケート調査の主成分分析から、本庁舎におけるワークスタイ

ルについて、他の民間企業等と同様に、一律ではない複数のワーク

スタイルの存在を確認し、ワークスタイルのオフィス計画への反映

について、以下の項目の検討をまとめる。 

(1)地方自治体職員のワークスタイルの尺度 

主成分分析により、次の 2 つの成分を尺度とした。 

1)第一主成分は、「業務を行う領域」を表していると判断し、第一主

成分の名称を「広域性：Mobility」とした。 

2)第二主成分は、「業務における他者とのかかわり」を表していると

判断し、第二主成分の名称を「相互作用性：Interaction」とした。 

(2)地方自治体職員のワークスタイルと類型化 

主成分分析により得た広域性と相互作用性の尺度により、地方自

治体オフィスのワークスタイルを下記のとおり 4 分類した。 

1)広域性高・相互作用性高→Collaborator(Col):協働者的ワークス 

タイル、2)広域性低・相互作用性高→Constituent(Con)：構成者的 

ワークスタイル、3)広域性高・相互作用性低→Soloist(S)：独立者

的ワークスタイル、4)広域性低・相互作用性低→Individual(I)：個

別者的ワークスタイル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)ワークスタイルのオフィス計画への反映 

ワークスタイルの 4 分類についてオフィスの平面計画への適用を

以下のとおり考察した。 

1)相互作用性から平面計画への適用を見ると、相互作用性の高い

(Col)や(Con)に分類される傾向の強い室長の席を離すことで、会話

の発生が室長席の周辺から、少なくともグループ単位や室単位へと

広がっていくと考えられる。 

これは、会話の多い管理職等の席周辺での会話が、席をグループ

から離すことにより、前後左右といった直接伝播する場合よりも結

果的に、広範囲に多くのワーカーと会話をする機会を作り出し得る

と考えられるからである。また、多くのワーカーとの会話を必要と

するオフィスの場合は、(Col)や(Con)に分類される相互作用性の高

いワーカー同士の席を離すことで、広範囲でのコミュニケーション

が、期待できる計画となる。 

2)広域性から見ると、広域性の高い(Col)、(S)に分類されるワーカ

ーの中で管理職等は、業務上他の部署との調整役を担う機会が多く

必然的に広域的になることや、来庁者への窓口対応の業務が多いワ

ーカーについても広域的な対応が必要なことから、(Col)、(S)に分

類される職員については、各室の周辺部や共用ミーティングスペー

ス近くに配置することで広域的業務に効率的に対応できる。 

3)相互作用性と広域性共に低い(I)に属するワーカーは、個人で業務

に集中できるように、執務室外の者との接点の少ない室の内側に配

置することで業務に効率的に対応できる計画となる可能性がある。 

以上の検討より、本章では、改修後のオフィス利用の変化として、

改修工事後の部分的な業務内容の変化による「ワークスタイル」を

対象とし、ワーカーのワークスタイルのオフィス計画への反映につ

いての可能性を示した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 12 ワークスタイル別の人員(*グレー:管理職的な職員(管理職等) 

図 24 xH 室・xK 室配置図 図 25 zK 室・zJ 室配置図 

  ｚ１４  ｊ４  ｚ７  ｋ２５  ｚ２  ｊ１０  ｚ９  ｊ１２

 ｚ１６  ｊ１１  ｚ１１  ｊ３  ｚ４  ｊ１３  ｚ１０  ｊ１７

 ｚ１７  ｊ１４  ｚ１２  ｊ１５  ｚ６  ｊ１９  ｚ１３  ｊ２２

 ｋ４  ｊ２０  ｚ１５  ｊ１６  ｚ１９  ｊ２１  ｋ１  ｊ２３

 ｋ５  ｈ２  ｋ３  ｊ２４  ｋ２  ｈ１  ｋ７  ｈ１０

 ｋ１１  ｈ６  ｋ６  ｈ７  ｋ９  ｈ３  ｋ２２

 ｋ１５  ｋ８  ｈ１３  ｋ１０  ｈ４  ｋ２３

 ｋ１８  ｋ１２  ｈ１４  ｋ１４  ｈ５  ｊ１

 ｋ１９  ｋ１３  ｋ１６  ｈ１２  ｊ５

 ｋ２４  ｋ２１  ｊ９  ｊ７

計 16 計 18 計 19 計 15

④ Individual ( I ) ③ Soloist (S) ② Constituent (Con) ① Collaborator (Col)

 

 

＊h1：(英小文字)＋(数字)はワーカーを表す。  は管理職等を示す：例）h1  ＊ Ａ ：（英大文字）は区域を示す。 
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第 5 章 結論 

5-1 地方自治体オフィスの改修計画への提案 

 本研究では、第 2 章にて地方自治体のオフィス改修計画における

改修直後に不具合の少ない効率的な工事手法について、多段階プロ

セスによるオフィス改修工事の有効性を示し、第 3 章と第 4 章にて

改修後のオフィス利用の変化を次の改修計画に反映する方法として、

組織構造の変化に適したオフィスのタイプと地方自治体オフィスの

ワークスタイル及びそのオフィス計画への反映について示した。 

これまでの考察を踏まえ、実務利用の観点から地方自治体オフィ

スにおいて施設使用と並行し改修計画を効率的に実施するための提

案を行う。 

(1)庁舎建築のライフサイクルから見たオフィス改修計画 

一般的な建物で想定されている FM 標準業務サイクル(図 26)を

PDCA に置き換え、建築物の新築時から解体までの大きなライフサイ

クルの中で D:プロジェクト管理に各章の検討を位置づけ地方自治

体オフィスにおける FM 標準業務の関係をみたものが図 27 である。

図 27 を見ると本庁舎には昭和 39 年に原設計により新築 D1 がある。

その後は D1 の原設計が持つ利用自由度の集合の中で、改修工事等の

D2,D3,D4･･･という集合体の中の 1 例を次々に解決しているという

ことになる。D2 を今回の本庁舎のオフィス改修工事、D3 を組織構造

の変革、D4 をワークスタイルの変革とし、D:プロジェクト管理の部

分に位置づける。また、第 2 章で述べたとおり、D2 の本庁舎のオフ

ィス改修工事については、さらに 3 段階で規模を拡大(図 28)して実

施していることから、D2 の中に小さなｄ2-1、ｄ2-2、ｄ2-3 が包含

されていることとなる。 

このように、地方自治体オフィスが長期間に渡り使用する中で、

改修工事を効率的に行うには、本庁舎における FM 標準業務サイクル

(図 27)の新築 D1 後に起こり得る D2,D3,D4･･･を、建物のライフサイ

クルで、出来るだけ D を少なくする改修計画が必要である。 

(2)多段階プロセスによるオフィス改修工事 

次に改修直後に不具合の少ない効率的な工事手法として、改修計

画において多段階プロセスによるオフィス改修工事を提案する。こ

れは前頁図 27 の D2 の中に小さなｄ2-1、ｄ2-2、ｄ2-3 の多段階プ

ロセスを取ること(図 28)により、建物規模での改修において、PDCA

サイクルの展開により前段階での検討を次段階へ生かすことで改修

工事の手戻り工事を無くし、短期間で確実に工事を実施していくこ

とができる。加えて、オフィス改修において、執務環境の改善や組

織構造の変化等の外的要因だけに対応した改修工事を実施する場合

に、1 度に速やかに実施するだけではなく実際に働く職員の満足度

という対立する要素を調整した上で、最適解を求めるオフィス改修

を行う場合においては、多段階プロセスを経た方が、より修正を加

えることが出来る点でも効率的である。 

(3)将来の可能性を担保した改修計画 

長期間使用する地方自治体オフィスの改修計画において、例えば

図 27 の D2 を行うときには、将来起こりえる D3、D4 の可能性につい

てバリエーションを作って担保することを考える必要がある。 

本研究においては、将来起こりえる D3、D4 として、「組織構造」

と「ワークスタイル」に着目し「組織構造」については、組織構造

の 4 タイプに適したオフィスについて提示した。また、「ワークスタ

イル」については、ワークスタイルを 4 分類し、ワークスタイルの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面計画への反映について示した。 

なお、オフィス改修後の変化については、将来的に他の要因によ

り、D5,D6,D7…が生じた場合、その要因について検討することによ

り、さらに今後の改修計画への提案を行っていくこととする。 

また、建物の新築 D1 を行うときには、D2,D3,D4･･･の可能性を保

障する必要があり、それに対応出来ない場合は、建て替えとなるこ

とから、改修計画にあたっては、まず建物のライフサイクルにおい

て、原設計の利用自由度の範囲内で改修可能かの検討を行う必要が

ある。 

5-2 今後の課題 

本研究の対象としている空間は比較的狭い空間での改修の事例で

あるため、大規模な空間でのオフィス改修、特に空調や照明など改

修工事の内容的にも大規模な改修を研究する必要がある。また、本

庁舎と異なる建築計画による地方自治体オフィスにおける改修計画

を研究する必要がある。そのことによって、今回のオフィス改修及

びその後の変化の事例がより明確となる可能性がある。 
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図 27 本庁舎における FM 業務標準サイクル 

図 28 本庁舎オフィスの 

改修工事(D2) における 

プロジェクト管理  

図 26 FM 業務標準サイクル（JFMA） 
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